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はじめに 

 
われわれは日本企業の管理会計実態について十分な知見を得られているのだろうか。こうした問題意識の

もと，慶應義塾大学商学部吉田栄介研究室では 2008 年より日本企業の管理会計実践の特徴を探る研究・調査

を始めた。 
郵送質問票調査は，2009 年より５年ごとに実施しており，今回が３回目の調査である。これまでの研究成

果として，第１回調査に基づき吉田栄介・福島一矩・妹尾剛好著『日本的管理会計の探究』（中央経済社，2012
年），第２回調査に基づき吉田栄介編著『日本的管理会計の深層』（中央経済社，2017 年）を出版している。 
 本スタディ・グループでは，この第３回の実態調査に基づき，日本企業の管理会計実態について，第１回

調査からの１０年間の変容，製造業と非製造業との比較，組織ライフサイクルステージ（成長期，成熟期，

再生期，衰退期）間の比較という視点から探究する。 

 本報告書の構成は以下の通りである。第 1章では，東証・名証一部上場企業を対象とした郵送質問票調査

の結果を報告する。10年前に実施している第 1回調査との比較ならびに，製造業と非製造業とを比較し，日

本企業の管理会計利用実態を浮き彫りにしたい。 

第 2 章では，東証・名証一部以外の上場企業（東証（二部，JASDAQ，マザーズ），名証（二部，セントレ

ックス），札証（本則，アンビシャス），福証（本則，Q-Board）を対象とした郵送質問票調査の結果について，

東証・名証一部上場企業との比較を含めて報告する。 
第 3 章では，管理会計研究における適合的な組織ライフサイクルモデルと，その分類方法や分類基準につ

いて明らかにすることを目的に，管理会計研究で多用されてきた Miller and Friesen（1984）の組織ライフサ

イクルモデルと，隣接科学領域である財務会計研究で多用されてきた Dickinson（2011）の組織ライフサイク

ルモデルを取り上げ，組織ライフサイクルモデル構築の経緯，分類方法の特徴や限界，対策，組織ライフサ

イクルモデルを援用した研究の概要などを調査する。 
第 4 章では，管理会計研究のための組織ライフサイクルモデルを提示し，組織ライフサイクルステージごとの

管理会計実践の違いを実証的に確認する。具体的には，CAGR（Compound Annual Growth Rate : 売上高平均成

長率）を基準とし，４つの組織ライフサイクルステージ（前期成長期，前期停滞期，後期成長期，後期停滞期）

へと各企業を分類した。この組織ライフサイクルモデルについて，郵送質問票調査にもとづき，各ステージ間で

の管理会計実践に関する差異を分析したところ，一元配置分散分析によって 127 項目のうち 32 項目で有意差が確

認された。さらに，これらの項目については多重比較法による分析をおこない，具体的な OLC ステージ間での差

異を確認した。 
 本報告書では，スタディ・グループの 2 年間の活動期間の研究成果をまとめている。ただし，日本企業の

管理会計実践の変容に関する研究プロジェクトは，2017 年からの 5 年間の研究計画があり，その全体像は，

『日本的管理会計の変容』（2022 年夏出版予定）の出版をお待ちいただきたい。 
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第１章 日本企業における管理会計の実態調査 

（東証・名証一部上場企業） 
 
 

１ 実態調査の概要 

 

1.1 調査の目的 

慶應義塾大学商学部吉田栄介研究室（管理会計学）では，日本企業の管理会計利用実態を明らかにするた

め，実態調査研究の文献調査を踏まえた郵送質問票調査を 2009 年より５年ごとに実施しており，第３回とな

る本調査の目的は，第１に日本企業の管理会計利用実態について第１回調査との比較を踏まえ，その特徴を

浮き彫りにすることである。５年前の第２回調査時にも第１回調査との比較を実施したが，全体的には顕著

な変化の傾向を確認するには至らなかった。頻繁な変更を想定しにくい管理会計の生来的特徴からも，今回

は１０年間の変化を分析する。第１回の製造業調査はリーマンショック直後（2009 年 1 月）に実施（非製造

業調査は 2009 年 5 月に実施）しており，アベノミクスによる景気回復基調が続く今回とは経済情勢が異なる

ことにも注目している。第２に製造業と非製造業との管理会計利用実態の違いについても分析する。 
 

1.2 調査の方法 

 本郵送質問票調査は，2019 年 1 月 15 日に東京証券取引所一部および名古屋証券取引所一部（以下，「東証・

名証一部」と略）上場企業 2,132 社（製造業 922 社，非製造業 1,210 社；2018 年 12 月 25 日時点）を対象に，

2019 年 1 月 31 日を回収期限として実施した 1。2 月初旬に催促はがきを発送した後，3 月上旬まで回収は続

いた。管理会計についての質問項目は概ね第１回調査と同様であり，非製造業用の質問項目は製造業との比

較可能性を担保しつつも業種になじむように部分的に語句を修正した。 
 
 

２ サンプルの特徴 

 
回収期限後も含めた最終的な有効回答企業数は製造業92社（有効回答率10.0%），非製造業133社（同11.0%）

であった。業種ごとの発送数，有効回答数（率）は図表１－１のとおりである。なお，非回答バイアスの検

討のため，有意水準５%を基準に次の２つの検定を行った。第１に回答・非回答企業の業種分布を比較する

ため，適合度検定を行った結果，回答企業の業種分布は東証・名証一部上場企業の業種分布と適合している

ことを確認した（χ2＝37.69，自由度＝15，p＝0.225）。第２に回答・非回答企業の企業規模を比較するため，

売上高と従業員数 2について独立な２群の平均値の差の検定を行った結果，売上高の平均値は統計的に有意

 
1 発送先は，ダイヤモンド社の「ダイヤモンド役員・管理職情報」から経理部門長情報を購入し，残る企業については EDINET
から有価証券報告書の事務連絡者を特定し第 1 候補とした。なお，その事務連絡者が人事や IR など管理会計業務担当ではない

と思われる場合は「経理部門長」宛とするものの，可能な限り個人名宛に質問票を送付した。また，今回は東証一部上場企業

に名証一部単独上場企業も加えた。両市場の公表されている上場審査基準に大差はなく，第１回調査からの継続性の観点から

も，東証一部への二部・マザーズからの内部昇格基準の緩さ，大証との統合（2013 年）時の大証一部単独上場企業の東証一部

への移籍などを踏まえ，同様に日本の大企業を代表すると考えた。 
2 回答企業には純粋持株会社も含まれるため，連結データで分析を行った。なお，連結対象企業が存在しない回答企業につい

ては，単体のデータを用いた。 
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な差は確認されなかったが，従業員数の平均値は回答企業のほうが高かった（t = 2.591，p＝0.010）。以上の

ことから，比較的規模が大きい企業の実態を反映している可能性はあるが，重大な非回答バイアスはないと

いえる 3。 
以下では，本社・事業部門の会計業務分担，原価計算，原価管理，利益計画，CVP（Cost-Volume-Profit）

分析，業績管理，予算管理，設備投資予算の利用実態を中心に集計結果を示す 4。 
 

図表１－１ 質問票の回収結果 

製造業 非製造業 

業 種 発送数 有効回答数/率 業 種 発送数 有効回答数/率 

食 料 品 81   4  4.9% 水 産 ・ 農 林   7  1 14.3% 
繊 維 41   4  9.8% 鉱   6  0  0.0% 
パルプ・紙 12   0  0.0% 建 設 101 17 16.8% 
化 学 147  11  7.5% 電 気 ・ ガ ス  22  1  4.5% 
医 薬 品 39   6 15.4% 陸 運  43  6 14.0% 
石油・石炭 10   0  0.0% 海 運   8  0  0.0% 
ゴ ム 12   3 25.0% 空 運   3  1 33.3% 
ガラス・土石 33   4 12.1% 倉庫・運輸関連  24  2  8.3% 
鉄 鋼 33   2  6.1% 情 報 ・ 通 信 204 21 10.3% 
非 鉄 金 属 24   3 12.5% 卸 売 178 23 12.9% 
金 属 41   1  2.4% 小 売 196 19  9.7% 
機 械 140  10  7.1% 銀 行  83  4  4.8% 
電 気 機 器 162  24 14.8% 証券，商品先物取引  23  4 17.4% 
輸送用機器 62  13 21.0% 保 険  10  1 10.0% 
精 密 機 器 32   2  6.3% そ の 他 金 融  28  4 14.3% 
その他製品 53   5  9.4% 不 動 産  72  6  8.3% 

 サ ー ビ ス 202 23 11.4% 
合 計 922  92 10.0% 合 計 1,210 133  11.0% 

 
 

３ 本社と事業部門の会計業務分担 

 
本社経理部門と事業部門経理担当の会計業務の分担について，まず本社経理部門における会計業務の重視

度を７点尺度（「１ 全く重視していない」から「７ 極めて重視している」）で調査した（図表２）5。その結

果，財務会計業務の得点は製造業 6.52，非製造業 6.41，予算管理は製造業 5.98，非製造業 5.90，原価・費用

管理 6は製造業 5.37，非製造業 5.35 であった。業務間の重視度の差異について，両業種ともすべての業務間

で確認された（有意水準 0.1%）7。また，両業種間の明確な差異は統計的には確認されなかった。なお，第

 
3 従業員数の差は，非製造業では確認されず，製造業のみ回答企業が非回答企業よりも多かった（t = 2.296, p = 0.024）。 
4 本調査に先立ち，第 1 回調査（2009 年）以降 2018 年 3 月頃までに公表された日本企業における管理会計の実態調査・実証研

究に関する論文と書籍を中心に文献調査を実施しており（吉田・岩澤，2018a,b），必要に応じて参照する。 
5 項目間の差の検定結果は，以下の図表も含め表記していない。 
6 製造業調査では「原価管理」と設問した。 
7 本報告書では断りのない限り，平均値の差の検定は t 検定（２変数）と Bonferroni 法による多重比較（３変数以上），比率の

差の検定は χ2（カイ二乗）検定を実施している。また，項目間の差の検定結果は，以下の図表も含め表記していない。 
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１回調査との比較では，非製造業における予算管理業務の重視度が上がっている（同５%）。 
 

図表１－２ 本社経理部門の会計業務 

   製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

財 務 会 計 92 6.52 ― 0.85 ― 133 6.41 ― 0.91 
予 算 管 理 92 5.98 ― 1.10 ― 133 5.90 △ 1.22 
原価・費用管理 92 5.37 ― 1.37 ― 133 5.35 ― 1.30 
注１） 製造業と非製造業との差の検定の有意水準：>>>：0.1%水準，>>：１%水準，>：５%水準，－：５%水準で有意

差なし。「>」の向きは製造業（左側）と非製造業（右側）の平均値の大きいほうに開き，以下の図表も同様であ

る。 

注２） 第１回調査との平均値の差の検定の有意水準：△△△と▼▼▼：0.1%水準，△△と▼▼：１%水準，△と▼：５%

水準，－：５%水準で有意差なし。△は平均値や比率が第１回調査より上昇，▼は下降を示しており，以下の図

表も同様である。 

 
 つぎに，事業部門経理担当設置の有無を調査した（図表１－３）。その結果，事業部門経理担当を設置す

る企業は製造業 46.7%，非製造業 36.1%であり，両業種間の明確な差異は統計的には確認されなかった。な

お，第１回調査との比較では，両業種ともに設置率が低下している（同１%，同 0.1%）。 
 

図表１－３ 事業部門経理担当の設置 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 設置企業数（率）, 初回比 有効回答 設置企業数（率）, 初回比 
あ り 92 43 社（46.7%） ▼▼ ― 133 48 社（36.1%） ▼▼▼ 

 

つづいて，事業部門経理担当の会計業務の重視度を，本社経理部門と同様の尺度を用いて調査した（図表

１－４）。その結果，事業予算管理の得点は製造業 6.26，非製造業 5.98，事業原価管理は製造業 5.67，非製造

業 5.69，本社への財務状況の報告は製造業 5.86，非製造業 6.34 であった。業務間の重視度の差異について，

製造業では確認されなかったが，非製造業では事業財務報告と事業原価管理との間で確認された（同１%）。

業種間比較では，非製造業のほうが事業財務報告業務を重視している（同５%）。なお，第１回調査からの顕

著な変化は確認されなかった。 
さらに，本社経理部門と事業部門経理担当間の各会計業務の重視度の差異を調べた。その結果，製造業で

は本社経理部門が事業部門経理担当よりも財務会計業務を重視する傾向が確認された（同１％）。 
 

図表１－４ 事業部門経理担当の会計業務 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

事業予算管理 42 6.26 ― 0.91 ― 48 5.98 ― 1.26 
事業原価管理 42 5.67 ― 1.49 ― 48 5.69 ― 1.17 
事業財務報告 42 5.86 ― 1.12 < 47 6.34 ― 1.07 
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４ 原価計算 

 

4.1 標準原価計算 

標準原価計算について，まず（臨時的利用を含めた）利用率は製造業 75.0%，非製造業 22.6%で，両業種

間の利用率の差が大きいことを確認した（有意水準 0.1%）。なお，第１回調査からの顕著な変化は確認され

なかった（図表１－５）。 

図表１－５ 標準原価計算の利用 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 
あ り 92 69 社（75.0%） ― >>> 133 30 社（22.6%） ― 

 

つぎに，標準原価計算の利用目的を７点尺度（「１ 全く利用していない」から「７ 全般的に利用している」）

で調査した（図表１－６）。その結果，原価・費用算定目的 8の利用の得点は製造業 5.96，非製造業 4.86，経

営管理目的の利用は製造業 5.48，非製造業 4.69 であり，製造業においてのみ２つの利用目的間で差異が確認

された（同１%）9。業種間比較では，製造業のほうが原価・費用算定目的（同１%）および経営管理目的（同

５%）のいずれも多く利用していた。なお，第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－６ 標準原価計算の利用目的 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

原価・費用算定目的の利用 69 5.96 ― 1.01 >> 29 4.86 ― 1.64 
経 営 管 理 目 的 の 利 用 69 5.48 ― 1.37 > 29 4.69 ― 1.54 
 

つづいて，利用程度４点以上の目的について，その効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極め

て効果がある」）で調査した（図表１－７）。その結果，原価・費用算定効果の得点は製造業 5.43，非製造業

4.80，経営管理効果は製造業 5.27，非製造業 4.62 であり，利用目的ごとの効果の明確な差異は確認されなか

った。業種間比較では，製造業のほうが両目的とも効果を高く評価している（同５%）。なお，第１回調査か

らの顕著な変化は確認されなかった。 
また，目的ごとの利用程度と効果との相関分析の結果は，両業種ともに２つの利用目的に関して正の相関

関係が確認された 10。 
図表１－７ 標準原価計算の効果 

 製造業 業

種

比 

非製造業 
 有効

回答 
平均値, 初回比 

標準 

偏差 

利用度と

の相関 

有効

回答 
平均値, 初回比 

標準 

偏差 

利用度と

の相関 

原価・費用算定目的の効果 67 5.43 ― 1.05 0.52** > 25 4.80 ― 1.12 0.64** 
経 営 管 理 目 的 の 効 果 62 5.27 ― 1.07 0.58** > 26 4.62 ― 1.06 0.52** 

注）***：0.1%水準，**：１%水準，*：５%水準。以下の図表も同様である。 
 

 
8 製造業調査では「製品原価算定目的」と設問した。 
9 標準原価計算を含む原価計算を対象とした実態調査である清水（孝）ほか（2011a,b,c）や日本大学商学部調査（新江，2014；
川野，2014；高橋，2014；劉，2014）との比較検討は吉田・岩澤（2018a,b）をご参照いただきたい。 
10 Pearson の積率相関係数を表記し，以下も同様である。 



‐5‐ 
 

4.2 直接原価計算 

直接原価計算について，まず（臨時的利用を含めた）利用率は製造業 62.6%，非製造業 39.7%で，両業種

間の利用率の差が大きいことを確認した（同５%）。なお，第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった

（図表１－８）。 
図表１－８ 直接原価計算の利用 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 
あり 91 57 社（62.6%） ― >> 131 52 社（39.7%） ― 

 
つぎに，直接原価計算の利用目的を７点尺度（「１ 全く利用していない」から「７ 全般的に利用している」）

で調査した（図表１－９）。その結果，原価・費用算定目的の利用の得点は製造業 5.18，非製造業 5.11，経営

管理目的の利用は製造業，非製造業ともに 4.98 であり，利用目的ごとの利用程度や両業種間の明確な差異，

第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－９ 直接原価計算の利用目的 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

原価・費用算定目的の利用 57 5.18 ― 1.79 ― 53 5.11 ― 1.66 
経 営 管 理 目 的 の 利 用 57 4.98 ― 1.61 ― 53 4.98 ― 1.49 

 

つづいて，利用程度４点以上の目的について，その効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極め

て効果がある」）で調査した（図表１－１０）。その結果，原価・費用算定効果の得点は製造業 5.59，非製造

業 5.27，経営管理効果は製造業 5.32，非製造業 5.08 であり，製造業においてのみ２つの効果間で差異が確認

された（同５%）。なお，両業種間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
また，目的ごとの利用程度と効果との相関分析の結果は，両業種ともに２つの利用目的に関して正の相関

関係が確認された。 
図表１－１０ 直接原価計算の効果 

 製造業 業 

種 

比 

非製造業 
 有効

回答 

平均値,  

初回比 

標準

偏差 

利用度と

の相関 

有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

利用度と

の相関 

原価・費用算定目的の効果 49 5.59 ― 1.08 0.78*** ― 48 5.27 ― 1.25 0.60*** 
経 営 管 理 目 的 の 効 果 50 5.32 ― 1.10 0.81*** ― 49 5.08 ― 1.27 0.70*** 
 

4.3 本社費・共通費・製造間接費の配賦計算 

本社費・共通費・製造間接費 11の配賦計算の実施状況を調査した（図表１－１１）。その結果，配賦計算実

施企業は製造業 95.6%，非製造業 83.5%にのぼり，両業種間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変化は

確認されなかった。 
配賦計算実施企業で用いる配賦基準は，本社費・共通費・製造間接費の内容により配賦基準を変更する複

数配賦基準を利用する企業が多く（製造業 63.7%，非製造業 64.7%），ついで生産量，売上・作業時間などの

操業度基準（製造業 61.5%，非製造業 33.8%），最後に ABC（Activity-Based Costing：活動基準原価計算）（製

造業 5.5%，非製造業 3.0%）の順であった。これらの配賦基準の利用率の差異は，製造業では ABC と他の２

 
11 製造業調査では「製造間接費」，非製造業調査では「本社費・共通費」と設問した。 
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つの配賦基準との間，非製造業ではすべての配賦基準の間で統計的にも確認された（同 0.1%）12。 
業種間比較では，製造業のほうが操業度基準の利用率は高かった（同 0.1％）。非製造業における ABC の

利用について，過去２回の調査では銀行および金融機関が ABC 採用企業の多くを占めていたが（第 1 回調

査：7 社／8 社；第 2 回調査：7 社／10 社），今回はゼロであった。なお，利用される配賦基準について第１

回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
   

図表１－１１ 本社費・共通費・製造間接費の配賦計算 

 製造業（製造間接費） 業種 

比 
非製造業（本社費・共通費） 

 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 
配 賦 計 算 あ り 91 87 社（95.6%） ― ― 131 111 社（83.5%） ― 
配賦基準（複数回答可）      
複 数 配 賦 基 準 91 58 社（63.7%） ― ― 131 86 社（64.7%） ― 
操 業 度 基 準 91 56 社（61.5%） ― >>> 131 45 社（33.8%） ― 
A B C 91  5 社（ 5.5%） ― ― 131  4 社（ 3.0%） ― 

 
 

５ 原価管理 

 

5.1 原価・物量情報の活用 

実際原価・費用情報と物量情報に基づく管理の利用程度について，７点尺度（「１ 全く利用していない」

から「７ 全般的に利用している」）で調査した（図表１－１２）。その結果，実際原価・費用情報による管

理 13の得点は製造業 5.02，非製造業 4.74，物量情報による管理は製造業 4.38，非製造業 3.54 であった。２つ

の情報による管理の利用程度の差異は，両業種において確認された（有意水準 0.1%）。なお，実際原価・費

用情報による管理は，両業種間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。一方，物

量情報による管理は製造業のほうが利用程度が高く（同 0.1%），第 1 回調査との比較では，製造業では利用

程度が上がっている一方（同 0.1%），非製造業では下がっている（同５%）。 
 

図表１－１２ 原価・物量情報の利用 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

実際原価・費用情報による管理 89 5.02 ― 1.66 ― 124 4.74 ― 1.83 
物 量 情 報 に よ る 管 理 88 4.38 △△△ 1.71 >>> 121 3.54 ▼ 1.81 

 

つづいて，利用程度４点以上の実際原価・費用情報と物量情報に基づく管理について，その効果を７点尺

度（「１ 全く効果がない」から「７ 極めて効果がある」）で調査した（図表１－１３）。その結果，実際原価・

費用情報による管理効果の得点は製造業 5.12，非製造業 4.99，物量情報による管理効果は製造業 4.96，非製

造業 4.54 であった。２つの情報による管理効果の差異は非製造業（同５%）においてのみ確認された。業種

間比較では，製造業のほうが物量情報による管理効果を高く評価している（同５%）。なお，第１回調査から

の顕著な変化は確認されなかった。 
また，利用程度と効果との相関分析の結果は，両業種において２つの情報ともに正の相関関係が確認され

 
12 McNemar 検定を実施した。 
13 製造業調査では「実際原価情報による管理」と設問した。 
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た。 
図表１－１３ 原価・物量情報利用の効果 

 製造業 業 

種 

比 

非製造業 
 有効

回答 

平均値,  

初回比 

標準

偏差 

利用度と

の相関 

有効

回答 

平均値,  

初回比 

標準

偏差 

利用度と 

の相関 

実際原価・費用情報による管理効果 74 5.12 ― 1.11 0.71*** ― 99 4.99 ― 1.20 0.64*** 
物 量 情 報 に よ る 管 理 効 果 67 4.96 ― 1.15 0.80*** > 72 4.54 ― 1.16 0.67*** 

 

5.2 原価企画 

原価企画について，まず利用（新商品やサービスの企画・開発・設計段階 14において目標原価・費用 15の

設定・管理活動を実施する）企業は製造業 85.9%，非製造業 53.8%で，両業種間の利用率の差は大きいが（同

0.1%），非製造業においてもある程度の普及状況を確認できた。なお，第１回調査からの顕著な変化は確認

されなかった（図表１－１４）。 

図表１－１４ 原価企画の利用 
 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 
あ り 92 79 社（85.9%） ― >>> 132 71 社（53.8%） ― 

 
 つぎに，原価企画活動について，７点尺度（「１ 全くそうではない」から「７ 全くそのとおり」）で調査

した（図表１－１５）16。目標原価・費用の設定と達成について，「目標原価・費用の設定に市場価格を反映

する」企業は製造業 88.6%，非製造業 90.1%，「発生前 17に原価・費用が概ね予測できている」企業は製造業

78.5%，非製造業 70.4%にのぼる。一方，「目標原価・費用を容易には達成できない挑戦的水準に設定する」

企業は製造業 53.2%，非製造業 45.1%，「目標原価・費用が常時達成される」企業は製造業 38.0%，非製造業

50.7%にとどまる。この結果は市場志向，原価・費用見積り精度の高さを示す一方，目標原価・費用の設定

水準と未達状況については，企業を取り巻く競争環境や組織コンテクストの影響などを含め，さらなる検討

の必要性を示している。 
 また，製造業のほうが目標原価設定への市場価格の反映，発生前の原価・費用予測（同５%），挑戦的な目

標原価水準（同１%）について得点が高い傾向が確認された。なお，両業種とも第１回調査からの顕著な変

化は確認されなかった。 
図表１－１５ 目標原価の設定と達成 

 製造業 業 

種 

比 

非製造業 
 有効

回答 

平均値,  

初回比 

標準

偏差 

４点以上

の比率 

有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

４点以上

の比率 

市 場 価 格 の 反 映 79 4.78 ― 1.39 88.6% > 71 4.35 ― 1.21 90.1% 
発生前の原価・費用予測 79 4.76 ― 1.43 78.5% > 71 4.20 ― 1.39 70.4% 
挑戦的目標原価水準 79 3.86 ― 1.45 53.2% >> 71 3.21 ― 1.37 45.1% 
目標原価の常時達成 79 3.16 ― 1.19 38.0% ― 71 3.42 ― 1.14 50.7% 

 
原価企画推進組織・担当者について，コンカレント・エンジニアリング実施（製品開発（企画・開発）プ

 
14 製造業調査では「製品の企画・開発・設計段階」，非製造業では「新商品やサービスの企画・開発段階」と設問した。 
15 製造業調査では「目標原価」と設問した。以下も同様である。 
16 以下の百分率は７点尺度の４点以上の回答割合を示している。 
17 製造業調査では「製造開始前」と設問した。 
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ロセスに設計（企画・開発）担当者だけでなく多くの関連部署が参加する）企業は製造業 83.5%，非製造業

73.2%，企画・開発担当者が原価・費用見積りをおこなう企業は製造業 67.9%，非製造業 91.5%であった。業

種間比較では，製造業のほうがコンカレント・エンジニアリングを実践している（同１%）一方，非製造業

のほうが企画・開発担当者自身による原価・費用見積りを実践している（同１%）。なお，第１回調査との比

較では，非製造業における企画・開発担当者自身による原価・費用見積りの得点が高くなっている（同５%）

（図表１－１６）。 
図表１－１６ 原価企画推進組織・担当者 

 製造業 業 

種 

比 

非製造業 
 有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

４点以上

の比率 

有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

４点以上

の比率 

コンカレント・エンジニアリング 79 5.03 ― 1.44 83.5% >> 71 4.34 ― 1.31 73.2% 
企 画 ・ 開 発 担 当 者 の 
原 価 ・ 費 用 見 積 り 

78 4.06 ― 1.59 67.9% << 71 4.80 △ 1.39 91.5% 

 

つづいて，原価企画の効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極めて効果がある」）で調査した

（図表１－１７）。その結果，原価・費用低減効果の得点は製造業 5.20，非製造業 4.57，要求品質・機能の実

現効果は製造業 4.61，非製造業 4.36，サービス・商品コンセプトの実現効果 18は製造業 4.20，非製造業 4.30
であった。各効果の差異について，製造業ではすべての効果の間で確認された（同 0.1%）一方，非製造業で

は効果間の差異は確認されなかった。業種間比較では，製造業のほうが原価・費用低減効果を高く評価して

いる（同 0.1%）。なお，第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－１７ 原価企画の効果 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

原 価 ・ 費 用 低 減 79 5.20 ― 1.29 >>> 69 4.57 ― 0.96 
要 求 品 質 ・ 機 能 の 実 現 79 4.61 ― 1.22 ― 69 4.36 ― 1.04 
サービス・商品コンセプトの実現 79 4.20 ― 1.28 ― 69 4.30 ― 1.08 

 
さらに，原価企画の逆機能を７点尺度（「１ 全く問題はない」から「７ 極めて深刻である」）で調査した

（図表１－１８）。その結果，厳しい原価・費用低減要求による企画・開発担当者の疲弊の得点は製造業 3.43，
非製造業 3.33，サプライヤーの疲弊 19は製造業 3.17，原価・費用目標優先による品質低下は製造業 2.66，非

製造業 3.23 であった。また，逆機能項目間の差異について，製造業ではすべての項目間で確認された（２つ

の疲弊間は同５%，その他は同 0.1%）一方，非製造業では項目間の差異は確認されなかった。業種間比較で

は，非製造業のほうが原価・費用目標優先による品質低下を深刻に受け止めている（同１%）。なお，両業種

間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－１８ 原価企画の逆機能 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

企画・開発担当者の疲弊 77 3.43 ― 1.30 ― 69 3.33 ― 1.18 
サプライヤーの疲弊 78 3.17 ― 1.24   
品 質 低 下 79 2.66 ― 1.20 << 69 3.23 ― 1.31 

 
18 製造業調査では「製品コンセプトの実現」と設問した。 
19 非製造業調査では「サプライヤーの疲弊」は設問していない。 
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5.3 品質コストマネジメント 

 品質コストマネジメントでは，これまで理論的に２つのモデルが想定されてきた。第１は，ある程度の欠

陥の発生を容認し，品質管理コストと失敗コストのバランスを取ることで品質コスト総額を最小化させる「コ

スト最小化モデル」である。第２は，欠陥ゼロを目指して品質管理コストを高め失敗コストを低下させる「欠

陥ゼロ・モデル」である。 
 本調査では「コスト最小化モデル」を「品質管理の費用対効果を重視する」，「欠陥ゼロ・モデル」を「品

質管理の費用は惜しまない」と設問し，設計品質と適合品質について７点尺度（「１ 費用対効果を重視する」

－「４ どちらともいえない」－「７ 費用は惜しまない」）で調査した（図表１－１９）20。 
その結果，設計品質の得点は製造業 4.09，非製造業 3.80，適合品質は製造業 3.99，非製造業 3.95 であり，

どちらの品質概念についても均等にばらついていた。なお，これらの２つの品質概念間の顕著な差異や両業

種間の明確な差異，第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－１９ 品質コストマネジメント 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

設 計 品 質 91 4.09 ― 1.38 ― 130 3.80 ― 1.36 
適 合 品 質 91 3.99 ― 1.43 ― 129 3.95 ― 1.29 

 

5.4 ミニ・プロフィットセンター 

MPC（Micro-Profit Center：ミニ・プロフィットセンター）採用（主要事業で小集団利益マネジメントを実

施する）企業は製造業 32.6%，非製造業 42.1%であり，両業種間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変

化は確認されなかった（図表１－２０）。第１回調査と同様に非製造業での一定程度の普及状況を確認したこ

とは，以前から指摘されてきた非製造業における MPC の有用性（Kaplan and Cooper，1998）を利用実態とし

て示す調査結果といえよう。また，渡辺（2010）の調査では MPC の採用率は大企業製造業で 10.3%であった
21。そこでも指摘されているとおり，渡辺（2010）では MPC を厳密に狭義に規定していることや，回答者の

相違（本調査は経理部門長中心，渡辺（2010）は経営管理部門長）が結果に影響している可能性もある 22。 
 

図表１－２０ MPCの採用 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 
あ り 92 30 社（32.6%） ― ― 132 56 社（42.1%） ― 

 

 つぎに，MPC における会計情報の計算・利用を７点尺度（「１ 全くそうではない」から「７ 全くそのと

おり」）で調査した（図表１－２１）。その結果，各 MPC が会計情報を用いた業務改善を実施している企業

は製造業 66.7%，非製造業 82.1%，利益額や原価・費用額を各 MPC が自ら計算する企業は製造業 56.7%，非

製造業 69.6%にのぼり，疑似 MPC を含む MPC の確かな普及状況を裏づけている。なお，両業種間の明確な

 
20 製造業調査では，設計品質は開発・設計段階における顧客ニーズとの適合性，適合品質は製造段階における設計仕様との適

合性を指す。一方，非製造業調査では，設計品質は企画・開発段階における顧客要求の実現，適合品質は提供段階における品

質の維持・向上を指す。 
21 渡辺（2010）の調査は，中小企業も含む上場・非上場製造業 7 業種 3,136 社を対象（回収率 10.3％）に 2009 年 9 月から 10
月に実施された。 
22 横田・妹尾（2011）の 2010 年 2 月から 3 月にかけての調査（東証一部上場企業対象 1,691 社，回収率 13.1％，回答者は経営

管理・経営戦略部門長）でも，アメーバ経営を例示するなど狭義に捉えると採用率は 10.9％に留まっている。 
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差異や第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
  

図表１－２１ MPCにおける会計情報の計算・利用 

 製造業 業 

種 

比 

非製造業 
 有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

４点以上

の比率 

有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

４点以上

の比率 

会計情報を用いた業務改善 30 4.33 ― 1.47 66.7% ― 56 4.52 ― 1.40 82.1% 
利益・原価額を自ら計算 30 3.97 ― 1.73 56.7% ― 56 4.20 ― 1.57 69.6% 

 

つづいて，MPC の利用目的を７点尺度（「１ 全く重視していない」から「７ 極めて重視している」）で調

査した（図表１－２２）。その結果，自発的問題発見・解決 23目的の得点は製造業 5.50，非製造業 5.07，利益・

顧客志向の徹底目的は製造業 4.67，非製造業 5.34，従業員のモチベーション向上目的は製造業 4.67，非製造

業 4.71，将来のリーダーの発掘・育成目的は製造業 4.77，非製造業 4.63 であった。利用目的間の差異につい

ては，製造業では自発的問題発見・解決目的が他の３つの目的よりも重視され（将来のリーダーの発掘・育

成目的および利益・顧客志向の徹底目的（同５%），従業員のモチベーション向上目的（同 0.1%）），非製造

業では利益・顧客志向の徹底目的が従業員のモチベーション向上目的（同 0.1%）と将来のリーダーの発掘・

育成目的よりも（同１％），自発的問題発見・解決目的が将来のリーダーの発掘・育成目的よりも（同５%）

重視されていた。 
業種間比較では，非製造業のほうが利益・顧客志向の徹底目的を重視している（同５%）一方，残りの３

つの利用目的について明確な差異は確認されなかった。なお，第１回調査からの顕著な変化は確認されなか

った。 
図表１－２２ MPCの利用目的 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

自 発 的 問 題 発 見 ・ 解 決 30 5.50 ― 1.17 ― 56 5.07 ― 1.04 
利 益 ・ 顧 客 志 向 の 徹 底 30 4.67 ― 1.49 < 56 5.34 ― 1.07 
従業員のモチベーション向上 30 4.67 ― 1.24 ― 56 4.71 ― 1.12 
将来のリーダーの発掘・育成 30 4.77 ― 1.28 ― 56 4.63 ― 1.15 

 

さらに，重視度が４点以上の目的について，その効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極めて

効果がある」）で調査した（図表１－２３）。その結果，自発的問題発見・解決効果の得点は製造業 5.64，非

製造業 4.87，利益・顧客志向の徹底効果は製造業 5.26，非製造業 5.06，従業員のモチベーション向上効果は

製造業 4.68，非製造業 4.64，将来のリーダーの発掘・育成効果は製造業 5.19，非製造業 4.54 であった。目的

ごとの効果間の差異について，製造業では自発的問題発見・解決効果が従業員のモチベーション向上効果よ

りも（同１%），非製造業では利益・顧客志向の徹底効果と自発的問題発見・解決効果が将来のリーダーの発

掘・育成効果よりも高い（同５%）ことを確認した。 
業種間比較では，製造業のほうが自発的問題発見・開発効果と将来のリーダーの発掘・育成効果を高く評価

していた（同１%）一方，残りの２つの効果について明確な差異は確認されなかった。なお，第１回調査と

の比較では，製造業における自発的問題発見・解決効果のみが高く評価されている（同５%）。 
また，利用目的（重視度）と効果との相関分析の結果，すべての利用目的と効果との間で正の相関関係が

確認された。 
 
 

 
23 製造業調査では「製造現場の自発的問題発見・解決」と設問した。 
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図表１－２３ MPCの効果 

 製造業 業 

種 

比 

非製造業 
 有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

重視度と

の相関 

有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

重視度と

の相関 

自 発 的 問 題 発 見 ・ 解 決 効 果 28 5.64 △ 0.99 0.71*** >> 55 4.87 ― 1.07 0.48*** 
利 益 ・ 顧 客 志 向 の 徹 底 効 果 23 5.26 ― 1.25 0.91*** ― 54 5.06 ― 1.11 0.64*** 
従業員のモチベーション向上効果 25 4.68 ― 1.15 0.76*** ― 53 4.64 ― 1.02 0.49*** 
将来のリーダーの発掘・育成効果 26 5.19 ― 0.85 0.70*** >> 54 4.54 ― 1.11 0.51*** 

 

 なお，過去の企業訪問調査から，事業単位よりも小さな支店内の部門業務やプロジェクト（例えばホテル

業における客室管理部門や飲食部門，旅行業における国内・海外旅行部門，ソフトウエアハウスにおけるパ

ッケージソフトウエア部門やシステム保守管理部門，不動産業における新築マンション分譲プロジェクトな

ど）ごとに利益目標を設定した業績管理を実践している多くの事例を確認している。 
 
 

６ 利益計画の策定 

 
単・複数年度の利益計画策定に利用した手法について，まずその利用程度を７点尺度（「１ 全く利用して

いない」から「７ 常に利用している」）で調査した（図表１－２４）。その結果，見積財務諸表の得点は製造

業 5.68，非製造業 5.53，原価企画は製造業 4.90，非製造業 4.80，CVP 分析は製造業 4.11，非製造業 3.66，製

品・商品ポートフォリオ 24は製造業 4.14，非製造業 3.58，SWOT（Strengths，Weaknesses，Opportunities，Threats）
分析は製造業 4.18，非製造業 3.86 であった。 
また，各手法の利用程度の差異は，両業種とも第１位の見積財務諸表と以下の４手法（原価企画，SWOT

分析，CVP 分析，製品・商品ポートフォリオ）との間（概ね，有意水準 0.1%25），製造業では第２位の原価

企画と第３位の SWOT 分析および第４位の製品ポートフォリオとの間（同１%），非製造業では第２位の原

価企画と以下の３手法（SWOT 分析，CVP 分析，商品ポートフォリオ）との間（同 0.1%）でも確認された。 
業種間比較では，製造業のほうが製品・商品ポートフォリオ（同５%）の利用程度が高かった。なお，第

１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－２４ 利益計画策定手法の利用度 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

見 積 財 務 諸 表 92 5.68 ― 1.78 ― 133 5.53 ― 1.77 
原 価 企 画 92 4.90 ― 1.75 ― 133 4.80 ― 2.00 
C V P 分 析 92 4.11 ― 2.02 ― 133 3.66 ― 1.95 
製品・商品ポートフォリオ 92 4.14 ― 1.59 > 133 3.58 ― 1.74 
S W O T 分 析 92 4.18 ― 1.60 ― 133 3.86 ― 1.77 
  
つぎに，利用程度が４点（時に利用している）以上の利益計画策定手法について，その効果を７点尺度（「１ 

全く効果がない」から「７ 極めて効果がある」）で調査した（図表１－２５）。その結果，見積財務諸表効果

の得点は製造業 5.52，非製造業 5.39，原価企画効果は製造業 5.31，非製造業 5.25，CVP 分析効果は製造業 4.89，

 
24 製造業調査では「製品ポートフォリオ」，非製造業調査では「商品ポートフォリオ」と設問した。 
25 例外として見積財務諸表と原価企画との間は製造業で同５%，非製造業で同１%である。 
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非製造業 4.59，製品・商品ポートフォリオ効果は製造業 4.78，非製造業 4.52，SWOT 分析効果は製造業 4.62，
非製造業 4.53 であった。 
これらの各手法の効果の差異は，製造業において上位２手法（見積財務諸表，原価企画）の効果と下位２

手法（製品ポートフォリオ（同 0.1%），SWOT 分析（同１%））の効果との間で確認された。一方，非製造業

では第１位の見積財務諸表の効果と第３位の CVP 分析および第５位の商品ポートフォリオの効果との間（同

５%），第２位の原価企画の効果と第４位の SWOT 分析（同５%）の効果との間で確認された。両業種間の

明確な差異は確認されなかった。 
なお，第１回調査との比較では，非製造業では見積財務諸表と原価企画（同５%）の効果を高く評価して

いる。また，手法の利用程度と効果との相関分析の結果，すべての手法で利用程度と効果との正の相関関係

が確認された。 
図表１－２５ 利益計画策定手法の効果 

 製造業 業 

種 

比 

非製造業 

 
有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

利用度と

の相関 

有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

利用度と

の相関 

見 積 財 務 諸 表 効 果 82 5.52 ― 1.28 0.58*** ― 118 5.39 △ 1.38 0.72*** 
原 価 企 画 効 果 70 5.31 ― 1.12 0.78*** ― 102 5.25 △ 1.32 0.67*** 
C V P 分 析 効 果 64 4.89 ― 1.22 0.75*** ― 81 4.59 ― 1.14 0.69*** 
製品・商品ポートフォリオ効果 67 4.78 ― 1.14 0.75*** ― 79 4.52 ― 1.18 0.68*** 
S W O T 分 析 効 果 68 4.62 ― 1.08 0.73*** ― 89 4.53 ― 1.31 0.85*** 

 
 

７ CVP分析 

 
CVP 分析について，まず利用率は臨時的利用を含めて製造業 71.7%，非製造業 54.1%で，両業種間の利用

率の差異を確認した（有意水準 1%）。なお，第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった（図表１－２

６）。 
図表１－２６ CVP分析の利用 

 製造業 業種 

比 
非製造業 

 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 
あ り 92 66 社（71.7%） ― >> 133 72 社（54.1%） ― 

 
つぎに，CVP 分析の利用目的を７点尺度（「１ 全く利用していない」から「７ 常に利用している」）で調

査した（図表１－２７）。その結果，単・複数年度の利益計画の立案目的の得点は製造業 5.06，非製造業 4.64，
単・複数年度の利益計画の決定目的は製造業 4.73，非製造業 4.33，サービス・商品，案件 26ごとの企画・計

画段階での損益分析目的は製造業 4.44，非製造業 4.25，月次や週次の実績分析・評価目的は製造業 4.33，非

製造業 3.96 であった。これらの利用目的間の差異は，利益計画の立案と，製造業では月次や週次の実績分析・

評価目的との間で，非製造業では単・複数年度の利益計画の決定目的および月次や週次の実績分析・評価目

的との間で確認された（同５%）。なお，両業種間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変化は確認されな

かった。 
 
 
 

 
26 製造業調査では「製品，案件」と設問した。 
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図表１－２７ CVP分析の利用目的 
 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

利 益 計 画 の 立 案 65 5.06 ― 1.71 ― 72 4.64 ― 1.57 
利 益 計 画 の 決 定 64 4.73 ― 1.95 ― 70 4.33 ― 1.75 
企画・計画段階の損益分析 66 4.44 ― 1.61 ― 71 4.25 ― 1.83 
月次・週次の実績分析・評価 64 4.33 ― 1.98 ― 71 3.96 ― 1.92 

 
 つづいて，利用程度４点以上の目的について，その効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極め

て効果がある」）で調査した（図表１－２８）。その結果，単・複数年度の利益計画の立案効果の得点は製造

業 5.25，非製造業 4.95，単・複数年度の利益計画の決定効果は製造業 5.26，非製造業 5.04，サービス・商品，

案件ごとの企画・計画段階での損益分析効果は製造業 5.02，非製造業 5.08，月次や週次の実績分析・評価効

果は製造業 5.11，非製造業 4.89 であった。なお，これら４つの効果の間や両業種間の明確な差異，第１回調

査からの顕著な変化は確認されなかった。 
また，手法の利用程度と効果との相関分析の結果は，すべての利用目的について利用程度と効果との正の

相関関係が確認された。 
図表１－２８ CVP分析の効果 

 製造業 業 

種 

比 

非製造業 

 
有効

回答 

平均値,  

初回比 

標準

偏差 

利用度と

の相関 

有効

回答 

平均値,  

初回比 

標準

偏差 

利用度と

の相関 

利 益 計 画 の 立 案 効 果 56 5.25 ― 1.32 0.88*** ― 60 4.95 ― 1.16 0.84*** 
利 益 計 画 の 決 定 効 果 50 5.26 ― 1.38 0.83*** ― 52 5.04 ― 1.14 0.85*** 
企画・計画段階の損益分析効果 52 5.02 ― 1.11 0.77*** ― 52 5.08 ― 1.19 0.83*** 
月次・週次の実績分析・評価効果 45 5.11 ― 1.47 0.83*** ― 44 4.89 ― 1.17 0.80*** 

 
 

８ 業績管理 

 

8.1 業績管理システム 

 業績管理システムの特徴について，７点尺度（「１ 全くそうではない」から「７ 全くそのとおり」）で調

査した（図表１－２９）。まず，業績指標の重視度について，財務指標の得点は製造業 6.01，非製造業 6.17，
顧客関連指標は製造業 4.34，非製造業 4.35，業務プロセス関連指標は製造業 3.75，非製造業 3.73 の順であり，

すべての指標間の重視度の差異も両業種で確認された（有意水準 0.1%）。青木（2012）や横田・妹尾（2011）
の調査でも同様の重視度の順位であった 27。また，両業種間の明確な差異は確認されなかった。なお，第 1
回調査との比較では，製造業における顧客関連指標，非製造業における財務指標の重視度が上がっている（同

５%，同 0.1％）。 
 
 
 
 

 
27 青木（2012）は東証上場企業 2,035 社（回収率 10.0％）を対象に 2009 年 9 月に実施，横田・妹尾（2011）については注 22
をご参照いただきたい。 
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図表１－２９ 業績指標の重視度 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

財 務 指 標 92 6.01 ― 1.02 ― 133 6.17 △△△ 1.03 
顧 客 関 連 指 標 90 4.34 △ 1.45 ― 133 4.35 ― 1.67 
業務プロセス関連指標 91 3.75 ― 1.44 ― 133 3.73 ― 1.49 
 
つぎに，戦略と業績指標の関連性について，事業戦略と業績目標の整合性の得点（製造業 5.33，非製造業

5.19）は比較的高い一方，財務目標と非財務目標の関連を示す戦略マップ（Kaplan and Norton，2004）のよう

な図の作成の得点（製造業 2.53，非製造業 2.46）は比較的低いことが確認された 28（図表１－３０）。横田・

妹尾（2011）の調査では，BSC（Balanced Scorecard：バランスト・スコアカード）を利用している企業（10.5%）

の 60.9%（14 社/23 社）が戦略マップを作成していると回答している。また，両業種間の明確な差異は確認

されなかった。なお，第１回調査との比較では，両業種とも事業戦略と業績目標の整合性がよりとれている

（製造業：同１％，非製造業：同５％）。 
 

図表１－３０ 戦略と業績指標の関連性 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

事 業 戦 略 と 業 績 目 標 の 整 合 性 92 5.33 △△ 1.16 ― 133 5.19 △ 1.39 
財務目標と非財務目標の関連図作成 92 2.53 ― 1.46 ― 133 2.46 ― 1.56 

 
つづいて，業績管理の方法について，「状況変化にかかわらず当初の業績目標は変更しない」の得点は製造

業 3.28，非製造業 3.23，「状況変化に対応すべく実行プランを継続的に見直す」は製造業 5.30，非製造業 4.86
であり，「目標の変更なし」と「実行プランの維持（継続的見直しの得点を逆転）」間の差異が製造業におい

て統計的にも確認された（同１%）（図表１－３１）。業種間比較では，製造業のほうが実行プランを継続的

に変更する傾向がある（同５%）。なお，第１回調査との比較では，製造業における実行プランを継続的に変

更する傾向が強まっている。 
また，事業部門長とミドルマネジャーとの話合いについては，当初の業績目標と実績が乖離した場合の臨

時的な話合いの得点は製造業 5.57，非製造業 5.45，定期的な話合いは製造業 5.62，非製造業 5.49 であり，両

項目間や両業種間の明確な差異，第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－３１ 業績管理の方法 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

業 績 目 標 の 変 更 な し 92 3.28 ― 1.76 ― 133 3.23 ― 1.66 
実行プランの継続的見直し 92 5.30 △ 1.29 > 133 4.86 ― 1.61 
部門長とミドルマネジャーの

臨 時 的 話 合 い 
92 5.57 ― 1.30 ― 133 5.45 ― 1.27 

部門長とミドルマネジャーの

定 期 的 話 合 い 
92 5.62 ― 1.37 ― 133 5.49 ― 1.32 

 
さらに，業績目標の設定水準と達成度について，「業績目標は容易には達成できない挑戦的な水準である」

の得点は製造業 4.15，非製造業 3.69，「期首に設定された業績目標は常に達成される」は製造業 2.86，非製造

 
28 関連図の作成について，７点尺度の４点以上の回答をした企業は製造業 22.8％（21 社），非製造業 24.8％（33 社）である。 
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業 3.32 であった（図表１－３２）。業種間比較では，製造業のほうが業績目標を挑戦的な水準に設定する傾

向にあるのに対し（同５%），非製造業のほうが期首に設定された業績目標は常に達成される傾向がある（同

１%）。なお，第１回調査との比較では，非製造業における期首に設定された業績目標は常に達成される傾向

が強まっている（同５%）。 
図表１－３２ 業績目標の設定水準と達成度 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

挑戦的目標水準の設定 92 4.15 ― 1.55 > 133 3.69 ― 1.57 
期首目標の常時達成 92 2.86 ― 1.25 << 133 3.32 △ 1.11 
 

8.2 業績と報酬の関連性 

 事業業績と金銭的報酬の関連性について，７点尺度（「１ 全く関係がない」から「７ 完全に連動している」）

で調査した（図表１－３３）。その結果，事業部門長の得点は製造業 4.70，非製造業 4.62，ミドルマネジャー

（課長クラス）は製造業 4.08，非製造業 4.20，ロワーマネジャー（係長クラス）は製造業 3.51，非製造業 3.71，
一般従業員は製造業 3.15，非製造業 3.39 の順であり，これらの４つの職位間の差異が両業種で統計的にも確

認された（同 0.1%）。なお，両業種間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－３３ 事業業績と金銭的報酬の関連性 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

事 業 部 門 長 91 4.70 ― 1.31 ― 133 4.62 ― 1.15 
ミドルマネジャー 91 4.08 ― 1.28 ― 133 4.20 ― 1.12 
ロワーマネジャー 91 3.51 ― 1.27 ― 133 3.71 ― 1.22 
一 般 従 業 員 91 3.15 ― 1.25 ― 133 3.39 ― 1.27 

 
 

９ 予算管理 

 
予算管理 29について，まず予算編成方針を，前年度実績に新規事業分を積み上げる方針（１点）と，経営

戦略の達成に向けて戦略的見地から重点的に資源配分する方針（７点）を両極とする７点尺度で調査した（図

表１－３４）。その結果，得点の平均値は製造業 4.02，非製造業 3.86 で広くばらついていることを確認した。

なお，両業種間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－３４ 予算編成方針 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

予 算編 成方 針 92 4.02 ― 1.44 ― 133 3.86 ― 1.50 
 
つぎに，予算・業務計画について，７点尺度（「１ 全くそうではない」から「７ 全くそのとおり」）で調

 
29 予算管理に関する実態調査としては，「企業予算制度」調査研究委員会（委員長：﨑章浩明治大学教授）が 1992 年，2002 年

に続き 2012 年に第３回調査（東証上場 470 社と産業経理協会会員 469 社の計 939 社対象，回収率 19.7％）を実施している（企

業予算制度研究会，2018）。 
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査した（図表１－３５）。その結果，（1）予算・業務に関する手順・手続の明確性の得点は，製造業 5.27，非

製造業 5.27，（2）予算計画の詳細性は製造業 5.45，非製造業 5.24，業務計画 30の詳細性は製造業 4.49，非製

造業 4.47，（3）予算目標設定プロセスへのミドルマネジャーの十分な参加は製造業 5.27，非製造業 5.23，業

務目標設定プロセスへのミドルマネジャーの十分な参加は，製造業 5.42，非製造業 5.26，（4）具体的予算目

標の個人への割り当ては製造業 3.64，非製造業 3.71，具体的業務目標の個人への割り当ては製造業 4.75，非

製造業 4.16 であった。また，予算計画・目標と業務計画・目標との差異は，両業種とも計画の詳細性と具体

的目標の個人への割り当てについて確認された（有意水準 0.1%）。業種間比較では，製造業のほうが，具体

的業務目標の個人への割り当て（同１%）の得点が高いことが確認された。なお，第１回調査との比較では，

製造業において具体的業務目標の個人への割り当ての傾向が強まっている（同５%）。 
 

図表１－３５ 予算・業務計画 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

予算・業務の手順・手続の明確性 92 5.27 ― 1.37 ― 133 5.27 ― 1.22 

計 画 の 詳 細 性 
予算計画 92 5.45 ― 1.25 ― 133 5.24 ― 1.26 
業務計画 91 4.49 ― 1.38 ― 133 4.47 ― 1.30 

ミドルマネジャーの

参 加 
予算目標 92 5.27 ― 1.18 ― 133 5.23 ― 1.37 
業務目標 91 5.42 ― 1.19 ― 133 5.26 ― 1.33 

具 体 的 目 標 の 
個人への割り当て 

予算目標 92 3.64 ― 1.54 ― 133 3.71 ― 1.81 
業務目標 91 4.75 △ 1.55 >> 132 4.16 ― 1.66 

 
つづいて，予算管理の方法について，予算・業務計画と同様の７点尺度で調査した（図表１－３６）。その

結果，「状況変化にかかわらず当初の予算目標は変更しない」の得点は製造業 3.83，非製造業 3.51，「状況変

化に対応すべく実行プランを継続的に見直す」は製造業 5.05，非製造業 4.77 であった。前節の業績管理にお

いて「目標の変更なし」と「実行プランの維持（継続的見直しの得点を逆転）」間の差異が製造業で確認され

たのと同様に，予算管理でも製造業において差異が確認された（同１%）。つまり，製造業では実行プランは

柔軟に修正を加える一方，予算目標は比較的維持される傾向にあるといえる。また，両業種間の明確な差異

は確認されなかった。なお．第１回調査との比較では，両業種とも「状況変化にかかわらず当初の予算目標

は変更しない」傾向が強まっている（同５%）。 
また，事業部門長とミドルマネジャーとの話合いについては，当初の予算目標と実績が乖離した場合の臨

時的な話合いの得点は製造業 5.50，非製造業 5.35，定期的な話合いは製造業 5.45，非製造業 5.38 であり，両

項目間や両業種間の明確な差異，第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。これらの結果も，前節

の業績管理と同様の傾向であった。 
図表１－３６ 予算管理の方法 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値,初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

予 算 目 標 の 変 更 な し 92 3.83 △ 2.09 ― 133 3.51 △ 1.92 
実行プランの継続的見直し 92 5.05 ― 1.54 ― 133 4.77 ― 1.59 
部門長とミドルマネジャー

の 臨 時 的 話 合 い 
92 5.50 ― 1.28 ― 133 5.35 ― 1.32 

部門長とミドルマネジャー

の 定 期 的 話 合 い 
92 5.45 ― 1.41 ― 133 5.38 ― 1.36 

 

 
30 製造業調査では「納期・スペック・品質など」，非製造業調査では「新商品開発・営業など」と例示した。 
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さらに，予算管理の問題点についても，予算・業務計画と同様の７点尺度で調査した（図表１－３７）。そ

の結果，「予算編成に時間がかかりすぎる」の得点は製造業 5.08，非製造業 4.36，「環境変化が激しく予算の

予測機能が役に立たない」は製造業 3.72，非製造業 3.4031，「ミドルマネジャーは達成容易な予算目標を設定

しがちである」は，製造業 3.78，非製造業 3.43，「予算目標達成のため，ミドルマネジャーが数字合わせに走

る」は製造業 3.60，非製造業 3.23 であった。また，両業種とも第１位の予算編成の時間的負担と以下の３項

目との間の差異が確認された（同 0.1%）。 
業種間比較では，製造業のほうが予算編成の時間的負担を重く感じている（同 0.1%）とともに，ミドルマ

ネジャーによる低水準の目標設定や数字合わせを問題視する程度が高い（同５%）。なお，第１回調査との比

較では，製造業において予算の予測機能の不能を指摘する割合が下がっており（同５%），第１回調査がリー

マンショック直後であったため得点が比較的高かった（4.10）ことの影響が推察される。 
 

図表１－３７ 予算管理の問題点 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

予算編成の時間的負担 92 5.08 ― 1.34 >>> 133 4.36 ― 1.42 
予算の予測機能の不能 92 3.72 ▼ 1.23 ― 133 3.40 ― 1.33 
ミ ド ル マ ネ ジ ャ ー 
による低水準の目標設定 

92 3.78 ― 1.31 > 133 3.43 ― 1.29 

ミ ド ル マ ネ ジ ャ ー 
の 数 字 合 わ せ 

92 3.60 ― 1.37 > 133 3.23 ― 1.31 

 
 

１０ 設備投資予算（設備投資案件の経済性評価） 

 
 設備投資予算について，まず設備投資案件の経済性評価の実施状況を調査した（図表１－３８）。その結果，

経済性評価実施企業は製造業 92.1%，非製造業 74.8%であり，製造業のほうが利用率は高いことを確認した

（有意水準１%）。なお，第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
経済性評価実施企業における回収期間法の利用率は製造業 77.5%，非製造業 58.0%，正味現在価値法は製

造業 34.8%，非製造業 24.4%，会計的利益率法や投資利益率法 32は製造業 25.8%，非製造業 30.5%，内部利益

率法は製造業 15.7%，非製造業 16.8%であり，両業種とも回収期間法が他の３手法よりも多用され（同 0.1%），

特に製造業では第２位の正味現在価値法も第４位の内部利益率法よりも多用されていることが確認された

（同５%）33。業種間比較では，製造業のほうが回収期間法の利用率が高かった（同１%）。なお，第１回調

査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 
 
 

 
31 企業予算制度研究会（2018）でも「環境変化予測の困難性」は 73.9％の企業が指摘しており，その傾向は 1992 年調査から一

貫している。加えて，その調査において 27.7％の企業が予算編成業務への負担感を指摘している。 
32 第 1 回調査では「会計的投資利益率法」と表現していたが，「会計的利益率法」と表現する清水（信）・田村（2010a,b,c,d）の

2009 年調査（3 月から 4 月にかけて，東証一部上場（建設と電力を除く）製造業 853 社を対象）の利用率 39.2％より利用率が

低い要因である可能性が指摘されたため，第２回調査より幅広い表現に変更した。しかしながら結果に顕著な変化は確認され

なかった。その要因としては，清水（信）・田村（2010 a, b, c, d）の回答者は経営企画部門が中心であり，本調査の主たる調査

回答者である財務・経理部門長との違いが影響した可能性がある。実際に財務・経理部門長へのインタビュー調査から，設備

投資予算について「収益性よりも財務の安定性を志向する」という声を多数聞いている。 
33 McNemar 検定を実施した。 
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図表１－３８ 設備投資案件の経済性評価手法 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 有効回答 利用企業数（率）, 初回比 
手 法 利 用 あ り 89 82 社（92.1%） ― >> 131 98 社（74.8%） ― 
経済性評価手法（複数回答可）      
回 収 期 間 法 89 69 社（77.5%） ― >> 131 76 社（58.0%） ― 
正 味 現 在 価 値 法 89 31 社（34.8%） ― ― 131 32 社（24.4%） ― 
会 計 的 ・ 投 資 利 益 率 法 89 23 社（25.8%） ― ― 131 40 社（30.5%） ― 
内 部 利 益 率 法 89 14 社（15.7%） ― ― 131 22 社（16.8%） ― 

 
つぎに，経済性評価手法による見積数値の利用程度について７点尺度（「１ 全く利用しない」－「３ 少数

の案件に利用する」－「５ 多数の案件に利用する」－「７ 全案件に利用する」）で調査した（図表１－３９）。

その結果，投資案件タイプ別では，個別投資案件の目標値の得点は製造業 4.70，非製造業 4.73，複数案件や

一定期間の目標値は製造業 3.55，非製造業 3.62 の順であり，両項目間の利用程度の差異について，両業種と

もに統計的にも確認された（同 0.1%）。なお，両業種間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変化は確認

されなかった。 

さらに，マネジメント・プロセス別では，投資案件の立案段階の審議資料の得点は製造業 5.23，非製造業

4.96，承認段階の審議資料は製造業 5.20，非製造業 5.17，事後評価の審議資料は製造業 3.68，非製造業 4.11
であった。また，これらの段階による利用程度の差異は両業種とも立案・承認段階と事後評価段階との間で

確認された（同 0.1%）。なお，両業種間の明確な差異や第１回調査からの顕著な変化は確認されなかった。 
 

図表１－３９ 経済性評価手法の見積数値の利用度 

 製造業 業種

比 
非製造業 

 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 有効回答 平均値, 初回比 標準偏差 

個 別 投 資 案 件 の 目 標 値 80 4.70 ― 1.70 ― 95 4.73 ― 1.77 
複数案件・一定期間の目標値 78 3.55 ― 1.78 ― 93 3.62 ― 1.77 
立 案 段 階 の 審 議 資 料 79 5.23 ― 1.49 ― 95 4.96 ― 1.64 
承 認 段 階 の 審 議 資 料 83 5.20 ― 1.53 ― 95 5.17 ― 1.55 
事 後 評 価 の 審 議 資 料 80 3.68 ― 1.73 ― 94 4.11 ― 1.79 

 
つづいて，利用程度が４点以上の経済性評価手法による見積数値について，その効果を７点尺度（「１ 全

く効果がない」から「７ 極めて効果がある」）で調査した（図表１－４０）。その結果，投資案件タイプ別で

は個別投資案件の目標値効果の得点は製造業 4.85，非製造業 4.89，複数案件や一定期間の目標値効果は製造

業 4.42，非製造業 4.81 であり，両効果間の明確な差異は，製造業でのみ確認された（同 0.1%）。マネジメン

ト・プロセス別では立案段階の審議資料効果は製造業 5.06，非製造業 5.08，承認段階の審議資料効果は製造

業 5.08，非製造業 4.98，事後評価の審議資料効果は製造業 4.89，非製造業 4.75 であり，これらの効果間の差

異は，両業種ともに承認段階と事後評価との間（製造業：同５%，非製造業：同１%），非製造業では立案段

階と事後評価との間（同１%）でも確認された。また，両業種間の明確な差異は確認されなかった。なお，

第１回調査との比較では，非製造業における５つの質問項目すべての得点が上がっており，表記の３項目に

ついては統計的にもその効果をより評価する傾向が確認された（同５%）。 
さらに，利用程度と効果との相関分析の結果は，すべての項目で正の相関関係が確認された。 
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図表１－４０ 経済性評価手法の見積数値利用の効果 

 製造業 業 

種 

比 

非製造業 
 有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

利用度と

の相関 

有効

回答 

平均値, 

初回比 

標準

偏差 

利用度と

の相関 

個 別 投 資 案 件 の 目 標 値 効 果 66 4.85 ― 1.15 0.43*** ― 73 4.89 △ 1.24 0.74*** 
複数案件・一定期間の目標値効果 48 4.42 ― 1.20 0.56*** ― 54 4.81 △ 1.26 0.76*** 
立 案 段 階 の 審 議 資 料 効 果 70 5.06 ― 1.05 0.42*** ― 78 5.08 △ 1.18 0.77*** 
承 認 段 階 の 審 議 資 料 効 果 73 5.08 ― 1.09 0.51*** ― 83 4.98 ― 1.27 0.77*** 
事 後 評 価 の 審 議 資 料 効 果 44 4.89 ― 1.37 0.64*** ― 64 4.75 ― 1.46 0.74*** 

 
 

１１ むすび 

 
 以上が，東証・名証一部上場企業を対象とした第３回「日本企業における管理会計の実態調査」の結果報

告であり，その特徴と貢献はつぎのとおりである。 
第１に，日本企業の管理会計実態について第１回調査からの経時的変化を捉えることが調査目的のひとつ

であった。製造業に対する第１回調査はリーマンショック直後に実施しており，アベノミクスによる景気回

復基調が続く今回とは経済情勢が異なることにも注目していた。リーマンショックのような経済危機は経営

改革の好機となることも多いが，全体的に１０年前からの顕著な変化は確認されなかった。 
ただし，予算管理の問題点である「環境変化が激しく予算の予測機能が役に立たない」との指摘が製造業

における第１回調査より減ったこと（図表１－３７）は，第１回調査がリーマンショック直後であったこと

の影響だと推察される。また今後も５年ごとの定期調査を予定しており，日本企業の管理会計利用実態の経

時的変化を追跡したい。 
第２に，皆が共有すべき知見であるコンベンショナル・ウィズダムでありながら，十分な実態調査に乏し

かったテーマも引き続き調査した。例えば，利益計画段階での管理会計手法の利用実態，CVP 分析の利益計

画以外の局面（サービス・商品，案件ごとの企画・計画段階での損益分析，月次・週次の実績分析・評価）

における利用を第 1 回調査同様に確認した（図表１－２４，図表１－２７）。第１回調査との違いとしては，

本社経理部門と事業部門経理担当の業務分担の実態について，非製造業本社経理部における予算管理の重視

度が上がっていた（図表１－２）。また，製造業・非製造業とも事業部門経理担当を設置する企業が減少して

いた。この点については，経理と表現したことで各社の部署の呼称と合わずに，狭義に捉えられてしまった

可能性もある（図表１－３）。 
第３に，逸話的に語られてきた「日本的管理会計」の利用実態を引き続き調査した。例えば，とりわけ製

造業における意義の低下が教科書などでも指摘されてきた経営管理目的の標準原価計算（標準原価管理），高

度経済成長期における製造現場での十分な活用が疑問視されてきた実際原価情報による管理 34が，製造業の

みならず非製造業でもある程度利用されていることを第１回調査同様に確認した（図表１－５）。加えて，品

質コストマネジメントについて，欠陥品ゼロ・モデルと同様にコスト最小化モデルも普及していることを製

造業，非製造業ともに第 1 回調査同様に確認した（図表１－１９）。第 1 回調査との違いは，原価低減手段と

しての物量情報による管理の利用程度が，製造業では向上し，非製造業では低下するという結果であった（図

表１－１２）。この点については，第 1 回調査では「TQM や JIT などの物量情報」，今回の調査では「物量情

報（作業時間，品質など）」と表現を変更したことが影響した可能性もある。 

 
34 製造現場で，業績評価とは無関連に展開される自主的・継続的改善活動であるTQC（Total Quality Control）や，JIT（Just-In-Time）
のもとでは，会計情報の役割は相対的に低く，現場・現実・現物の三現主義が重視されてきたといわれる（壽永･野中，1995；
吉田・福島・妹尾，2012；Okano and Suzuki，2007）。 
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第４に，非製造業における先端的原価計算・管理手法の高い普及状況を第１回調査同様に確認した。まず，

原価企画のある程度の利用率（53.8%，初回 42.5%）である（図表１－１４）。製造業における製品開発コス

トマネジメントとしての原価企画とは異なり，計画段階での利益企画としての利用が多いことが推察される

ものの，原価企画の一定の普及を確認した。そうした原価企画活動の特徴として，製造業よりも目標原価へ

の市場価格の反映や発生前の原価・費用予測，目標水準は低い一方（図表１－１５），企画・開発担当者自身

による原価・費用見積りは第１回調査より得点も上がり製造業よりも実践されている（図表１－１６）。つぎ

に，MPC（疑似 MPC 制を含む）のある程度の利用率（42.1%，初回 51.2%）である（図表１－２０）。製造

業とは異なり利益・顧客志向の徹底目的の得点が最も高く，フォローアップ調査から業績管理手法としての

利用を確認するなど，非製造業における MPC には製造業とは異なる機能，利用可能性が期待され，さらな

るフィールド調査による実態解明が必要である。 
第５に，製造業においても MPC 制（疑似 MPC 制を含む）のある程度の普及（32.6%，初回 40.4%）を確

認した（図表１－２０）。小さな組織単位，短い PDCA サイクルで，たとえ疑似的であっても簡便な方法を

活用するなど利益管理が普及していることが推察され，フィールド調査による実態解明が必要である。 
第６に，業績・予算管理について，第 1 回調査と比較すると，製造業における顧客関連指標，非製造業に

おける財務指標の重視度が上がることで，両業種間で重視する業績指標の差異は埋まってきている（図表１

－２９）。また，両業種とも事業戦略と業績目標の整合性がよりとれてきている（図表１－３０）。そうした

なか，製造業では実行プランを継続的に変更する傾向は強まっている（図表１－３１）。期首に設定された業

績目標が常に達成される傾向が非製造業のほうが強いこととも関係があるかもしれない。また，製造業では，

具体的業務目標の個人への割り当ての傾向や予算目標を変更しない傾向が第 1 回調査より強まっている（図

表１－３５，図表１－３６）。その影響もあってか，製造業のほうが予算編成における時間的負担を感じてお

り，ミドルマネジャーによる低水準の目標設定や数字合わせを問題視する程度が高い（図表１－３７）。また，

業績・予算管理の方法において，両業種とも事業部門長とミドルマネジャーとの話合いは臨時的にも定期的

にも多用されていた（図表１－３６）。つまり，第１回調査同様に，診断型利用と対話型利用（Simons，1995）
が二者択一ではなく併用されている可能性を確認した。 
第７に，設備投資予算について，まず，第１回調査同様に製造業のほうが回収期間法を多用している（図

表１－３８）。つぎに，非製造業における経済性評価手法の見積数値の利用の効果に関する５つの質問項目す

べての得点が上がっており，第１回調査時点よりも高く評価されている（図表１－４０）。 
最後に，本調査では既存の実態調査との比較検討を念頭に置き，製造業ならびに非製造業における管理会

計利用実態を調査した（図表１－４１）。加えて，必要に応じて他の調査結果と対比させたことで，日本企業

の管理会計の利用実態をより浮かび上がらせることができたと考えている。 
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図表１－４１ 管理会計手法の利用率と目的に関する本調査と既存調査の比較表 

注）特に断りがなく%表記もない数値は 7 点尺度の得点である。 
 
 
 

 本調査 既存調査 

 
製造業 非製造業 

 
 調査

年 

標 準 
原 価 
計 算 

利

用 

 
75.0% 22.6% 東証一・二部 

（川野，2014） 
製 造 68.1% 
非製造 21.4% 

2011~
12 年 

目

的 

原 価 ・ 費 用 算 定 目 的 
の 重 視 度 5.96 4.86 

清水（孝）ほか（2011） 

2010~
11 年 

製 品 原 価 算 定 目 的 84.6% 
記帳の迅速・簡略化目的 55.6% 

経 営 管 理 目 的 の 重 視 度 5.48 4.69 
原 価 統 制 目 的 78.6% 
製 造 予 算 編 成 目 的 56.4% 

直 接 
原 価 
計 算 

利

用  62.6% 39.7% 
 

目

的 
原価・費用算定目的の重視度 5.18 5.11 

経 営 管 理 目 的 の 重 視 度 4.98 4.98 

間接費

の配賦

計 算 

利

用 

複 数 配 賦 基 準 63.7%  64.7%   
操 業 度 基 準 61.5%  33.8%  
A B C（活動基準原価計算） 5.5%  3.0%  

原 価 
管 理 

利

用 
実際原価・費用情報による管理 5.02 4.74  

物 量 情 報 に よ る 管 理 4.38 3.54 

原 価 
企 画 

利

用 
 

85.9% 53.8% 上場製造業 
（上東，2014，2015） 

製 造 71.0% 
非製造 24.8% 

2009
年 

ミニ・

プロフ

ィット

センタ

ー 

利

用 

 

32.6% 42.1% 

製造業 7 業種の大企業 
（渡辺，2010） 10.3% 

2009
年 

東証一部上場企業 
（横田・妹尾，2011） 10.9% 

2010
年 

目

的 

自 発 的 問 題 発 見 ・ 解 決 5.50 5.07  
 利 益 ・ 顧 客 志 向 の 徹 底 4.67 5.34 

従業員のモチベーション向上 4.67 4.71 
将来のリーダーの発掘・育成 4.77 4.63 

業 績 
指 標 

利

用 

財 務 業 績 指 標 の 重 視 度 6.01 6.17 
財 務 業 績 指 標 
東証上場企業（青木，2012） 

6 点尺度 
5.08 

2009
年 

顧 客 関 連 指 標 の 重 視 度 4.34 4.35 顧 客 関 連 指 標 
東証上場企業（青木，2012） 4.17 

業務プロセス関連指標の重視度 3.75 3.73 業 務 関 連 指 標 
東証上場企業（青木，2012） 4.03 

事業業

績と報

酬の関

連 性 

利

用 

事 業 部 門 長 4.70 4.62  
ミ ド ル ・ マ ネ ジ ャ ー 4.08 4.20 
ロ ワ ー ・ マ ネ ジ ャ ー 3.51 3.71 
一 般 従 業 員 3.15 3.39 

設 備 
投 資 
予 算 利

用 

回 収 期 間 法 77.5% 58.0% 
東証一部，北尾（2013） 2011

年 
回 収 期 間 法 83.2% 

正 味 現 在 価 値 法 34.8% 24.4% 正 味 現 在 価 値 法 64.1% 
会 計 的 ・ 投 資 利 益 率 法 25.8% 30.5% 会 計 的 利 益 率 法 71.9% 
内 部 利 益 率 法 15.7% 16.8% 内 部 利 益 率 法 49.1% 
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調査協力企業一覧 

[あ] 
愛三工業㈱ 
㈱アイティフォー 
アイフル㈱ 
アドソル日進㈱ 
㈱アドバンテッジリスクマネジ

メント 
アルプスアルパイン㈱ 
㈱安藤・間 
アンリツ㈱ 
イチカワ㈱ 
岩井コスモホールディングス㈱ 
㈱エイチーム 
江崎グリコ㈱ 
㈱エフテック 
沖電気工業㈱ 

[か] 
花王㈱ 
㈱カナモト 
㈱木曽路 
㈱近鉄百貨店 
㈱ケーヒン 
㈱小松製作所 

[さ] 
三洋貿易㈱ 
㈱システムインテグレータ 
神鋼商事㈱ 
スターツコーポレーション㈱ 
住友理工㈱ 

[た] 
第一カッター興業㈱ 
大建工業㈱ 
㈱ダイセキ 
㈱ダイセキ環境ソリューション 
大豊工業㈱ 
宝印刷㈱ 
タキヒヨー㈱ 
㈱チャーム・ケア・コーポレーシ

ョン 
中外製薬㈱ 
㈱長大 
㈱ツルハホールディングス 
ディップ㈱ 
㈱東海理化電機製作所 
東京建物㈱ 
東洋電機製造㈱ 
東洋紡㈱ 
㈱トーカイ 
㈱トーホー 
トピー工業㈱ 

[な] 
㈱名村造船所 
日医工㈱ 
㈱日新 
㈱ニフコ 
日本板硝子㈱ 
日本エンタープライズ㈱ 
日本航空㈱ 
日本光電工業㈱ 
日本曹達㈱ 
日本電気㈱ 

[は] 
原田工業㈱ 
ヒューリック㈱ 
㈱ファルコホールディングス 
㈱フジクラ 
藤倉ゴム工業㈱（当時） 
（現在，藤倉コンポジット㈱） 
㈱富士ピー・エス 
フルテック㈱ 
ベステラ㈱ 

[ま] 
マクセルホールディングス㈱ 
㈱丸運 
三井化学㈱ 
㈱ミライト・ホールディングス 
㈱村田製作所 

[や] 
山一電機㈱ 
㈱ヤマト 
ヤマトホールディングス㈱ 
㈱ユーグレナ 
㈱ヨコオ 
㈱ヨシックス 
㈱ヨシムラ・フード・ホールディ

ングス 

[ら] 
理研ビタミン㈱ 
㈱リョーサン 

※報告書に調査協力企業として

企業名を記載してもよいと回

答した企業のリストです（50
音順）。 

※調査にご協力をいただいた多

くの企業の担当者の方々に感

謝申し上げます。 
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第２章 日本企業における管理会計の実態調査 

（その他の上場企業） 
 
 

１ 本調査の概要 

 

1.1 調査の目的 

第１章に引き続き，第３回となる本調査では，第２回調査と同様に全上場企業を対象に質問票を送付した。

本章では，東京証券取引所一部および名古屋証券取引所一部（以下，「東証・名証一部」と略）以外の上場企業

（東証（二部，JASDAQ，マザーズ），名証（二部，セントレックス），札証（本則，アンビシャス），福証（本

則，Q-Board）の管理会計実態について，東証・名証一部上場企業との違いも含め，分析する。 
 

1．2 調査の方法 

本郵送質問票調査は，2019 年 1 月 15 日に東証・名証一部以外の全国証券市場に上場している企業 1,606 社（製

造業 578 社，非製造業 1,028 社；2018 年 12 月 25 日時点）を対象に，2019 年 1 月 31 日を回収期限として実施

した 1。2 月初旬に催促はがきを発送した後，3 月上旬まで回収は続いた。質問項目は概ね第１回調査と同様で

あり，非製造業用の質問票は製造業との比較可能性を担保しつつも業種になじむように部分的に語句を修正し

た。  
 
 

２ サンプルの特徴 

 
回収期限後も含めた最終的な有効回答企業数は製造業 60 社（有効回答率 10.4%），非製造業 92 社（同 8.9%）

であった。業種ごとの発送数，有効回答数（率）は図表２－１のとおりである。なお，非回答バイアスの検討

のため，有意水準５%を基準に次の２つの検定を行った。第１に回答・非回答企業の業種分布を比較するため，

適合度検定を行った結果，回答企業の業種分布は東証・名証一部以外の上場企業の業種分布と適合しているこ

とを確認した（χ2＝35.08，自由度＝15，p＝0.324）。第２に回答・非回答企業の企業規模を比較するため，売

上高と従業員数 2について独立な２群の平均値の差の検定を行った結果，売上高および従業員数の平均値は統

計的に有意な差は確認されなかった 3。すなわち，本調査で収集したサンプルは，母集団である東証・名証一

部以外の上場企業の実態を示すものと考えられる。なお，製造業，非製造業ともに東証・名証一部上場企業と

比較して企業規模（連結売上高，従業員数）が小さいことが確認された（両業種とも，売上高：有意水準 0.1%，

従業員数：同１%）4。以下では，本社・事業部門の会計業務分担，原価計算，原価管理，利益計画，CVP

 
1 発送先は，ダイヤモンド社の「ダイヤモンド役員・管理職情報」から経理部門長情報を購入し，残る企業については EDINET か

ら有価証券報告書の事務連絡者を特定し第 1 候補とした。なお，その連絡者が人事や IR など管理会計業務担当ではないと思われ

る場合は「経理部門長」宛とするものの，可能な限り個人名宛に質問票を送付した。 
2 回答企業には純粋持株会社も含まれるため，連結データで分析を行った。なお，連結対象企業が存在しない回答企業については，

単体のデータを用いた。 
3 具体的には，製造業（本則市場），非製造業（本則市場），製造業（新興市場），非製造業（新興市場）の４区分について，回答

企業と非回答企業の企業規模の差を調べている。 
4 回答企業の連結売上高と従業員数の平均値は，東証・名証一部上場企業（製造業：連結売上高 628,601 百万円，従業員数 19,381
人，非製造業：連結売上高 419,643 百万円，従業員数 8,958 人），東証・名証一部以外の上場企業（製造業：連結売上高 88,273 百
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（Cost-Volume-Profit）分析，業績管理，予算管理，設備投資予算の利用実態を中心に集計結果を示す。 
 

図表２－１ 質問票の回収結果 

製造業 非製造業 
業 種 発送数 有効回答数/率 業 種 発送数 有効回答数/率 

食 料 品 46 4 8.7% 水 産 ・ 農 林 4 0 0.0% 
繊 維 14 2 14.3

% 
鉱 0 0 － 

パ ル プ ・ 紙 14 0 0.0% 建 設 70 5 7.1% 
化 学 68 8 11.8

% 
電 気 ・ ガ ス 2 0 0.0% 

医 薬 品 28 1 3.6% 陸 運 23 3 13.0
% 

石 油 ・ 石 炭 2 0 0.0% 海 運 5 2 40.0
% 

ゴ ム 8 0 0.0% 空 運 2 1 50.0
% 

ガ ラ ス ・ 土 石 25 4 16.0
% 

倉 庫 ・ 運 輸 関 連 14 3 21.4
% 

鉄 鋼 15 0 0.0% 情 報 ・ 通 信 239 18 7.5% 
非 鉄 金 属 11 0 0.0% 卸 売 161 18 11.2

% 
金 属 52 3 5.8% 小 売 163 9 5.5% 
機 械 94 11 11.7

% 
銀 行 5 1 20.0

% 
電 気 機 器 92 11 12.0

% 
証券，商品先物取引 19 1 5.3% 

輸 送 用 機 器 33 5 15.2
% 

保 険 5 0 0.0% 

精 密 機 器 19 2 10.5
% 

そ の 他 金 融 8 0 0.0% 

そ の 他 製 品 57 9 15.8
% 

不 動 産 61 5 8.2% 

 サ ー ビ ス 247 26 10.5
% 

合 計 578 60 10.4% 合 計 1,028 92 8.9% 
 
 

３ 本社と事業部門の会計業務分担 

 
本社経理部門と事業部門経理担当の会計業務の分担について，まず本社経理部門における会計業務の重視度

を７点尺度（「１ 全く重視していない」から「７ 極めて重視している」）で調査した（図表２－２）5。その結

果，財務会計業務の得点は製造業 6.17，非製造業 6.55，予算管理は製造業 5.47，非製造業 5.73，原価・費用管

 
万円，従業員数 3,337 人，非製造業：連結売上高 20,127 百万円，従業員数 649 人）である。 
5 また，項目間の差の検定結果は，以下の図表も含め表記していない。 
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理 6は製造業 5.22，非製造業 5.63 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において本社経理

部門の財務会計業務および予算管理業務の重視度が低いことが確認された（有意水準５%）。また，業務間の重

視度の差異は，両業種ともに財務会計業務と他の２つの業務との間で確認された（同 0.1%）7。 
 

図表２－２ 本社経理部門の会計業務 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

財 務 会 計 60 6.17 ▼ 1.08 92 6.55 － 0.76 
予 算 管 理 60 5.47 ▼ 1.44 92 5.73 － 1.41 
原価・費用管理 60 5.22 － 1.42 92 5.63 － 1.40 

注）TSE１比：東証・名証一部上場企業との差の検定の有意水準を表記。：△△△と▼▼▼：0.1%水準，△△と▼▼：１%水

準，△と▼：５%水準，－：５%水準で有意差なし。△は平均値や比率が東証・名証一部上場企業よりも大きいこと，▼

は小さいことを示し，以下の図表も同様である。 

  
つぎに，事業部門経理担当設置の有無を調査した（図表２－３）。その結果，事業部門経理担当を設置する企

業は製造業 30.0%，非製造業 20.7%であった。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに事業部門

経理担当を設置する割合が低いことが確認された（同５%）。 
 

図表２－３ 事業部門経理担当の設置 

 製造業 非製造業 

 有効回答 設置企業数（率）, TSE1 比 有効回答 設置企業数（率）, TSE1 比 

あ  り 60 18 社 （30.0%） ▼ 92 19 社 （20.7%） ▼ 
 

つづいて，事業部門経理担当の会計業務の重視度を，本社経理部門と同様の尺度を用いて調査した（図表２

－４）。その結果，事業予算管理の得点は製造業 5.83，非製造業 5.45，事業原価管理は製造業 5.72，非製造業

5.65，本社への財務状況の報告は製造業 5.39，非製造業 6.05 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，

両業種ともに明確な差異は確認されなかった。また，業務間の重視度の明確な差異も，両業種ともに確認され

なかった。 
さらに，本社経理部門と事業部門経理担当間の各会計業務の重視度の明確な差異も，両業種ともに確認され

なかった。 

図表２－４ 事業部門経理担当の会計業務 

 製造業 非製造業 

 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

事 業 予 算 管 理 18 5.83 － 0.79 20 5.45 － 1.50 
事 業 原 価 管 理 18 5.72 － 1.57 20 5.65 － 1.66 
事 業 財 務 報 告 18 5.39 － 1.34 19 6.05 － 1.51 

 

  
 
 
 
 
 

 
6 製造業調査では「原価管理」と設問した。 
7 本報告書では断りのない限り，平均値の差の検定は t 検定（２変数）と Bonferroni 法による多重比較（３変数以上），比率の差の

検定は χ2（カイ二乗）検定を実施している。 
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４ 原価計算 

 

4.1 標準原価計算 

標準原価計算について，まず（臨時的利用を含めた）利用率は製造業 58.3%，非製造業 23.1%であった（図

表２－５）。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において標準原価計算の利用率が低いことが確認さ

れた（有意水準５%）。 
図表２－５ 標準原価計算の利用 

 製造業 非製造業 
 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 

あ  り 60 35 社 （58.3%） ▼ 91 21 社 （23.1%） － 
つぎに，標準原価計算の利用目的を７点尺度（「１ 全く利用していない」から「７ 全般的に利用している」）

で調査した（図表２－６）。その結果，原価・費用算定目的 8の利用の得点は製造業 5.34，非製造業 5.29，経営

管理目的の利用は製造業 5.09，非製造業 5.19 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業におい

て製品原価算定目的の利用程度が低いことが確認された（同１%）。また，２つの利用目的間の明確な差異は，

両業種ともに確認されなかった。 
図表２－６ 標準原価計算の利用目的 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

原価・費用算定目的の利用 35 5.34 ▼▼ 1.28 21 5.29 － 1.71 
経 営 管 理 目 的 の 利 用 35 5.09 － 1.36 21 5.19 － 1.63 

 

つづいて，利用程度４点以上の目的について，その効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極めて

効果がある」）で調査した（図表２－７）。その結果，原価・費用算定効果の得点は製造業 4.91，非製造業 5.00，
経営管理効果は製造業 4.84，非製造業 4.95 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において

製品原価算定目的の効果を低く評価していることが確認された（同５%）。また，２つの利用目的ごとの効果間

の明確な差異は，両業種ともに確認されなかった。 
さらに，目的ごとの利用程度と効果との相関分析の結果，両業種ともに２つの利用目的に関して正の相関関

係が確認された 9。 
図表２－７ 標準原価計算の効果 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 利用度との相関 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 利用度との相関 

原価・費用算定目的の効果 34 4.91 ▼ 1.14 0.58*** 19 5.00 － 1.33 0.56** 
経 営 管 理 目 的 の 効 果 32 4.84 － 1.02 0.77*** 20 4.95 － 1.40 0.65** 

注）***：0.1%水準，**：１%水準，*：５%水準。以下の図表も同様である。 
 

4.2 直接原価計算 

直接原価計算について，まず（臨時的利用を含めた）利用率は製造業 50.0%，非製造業 47.8%であった（図

表２－８）。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されなかった。 
 
 
 

 
8 製造業調査では「製品原価算定目的」と設問した。 
9 Pearson の積率相関係数を表記し，以下も同様である。 
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図表２－８ 直接原価計算の利用 

 製造業 非製造業 
 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 

あ  り 60 30 社 （50.0%） － 90 43 社 （47.8%） － 
 

つぎに，直接原価計算の利用目的を７点尺度（「１ 全く利用していない」から「７ 全般的に利用している」）

で調査した（図表２－９）。その結果，原価・費用算定目的の利用の得点は製造業 4.77，非製造業 5.40，経営管

理目的の利用は製造業 4.53，非製造業 5.42 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明

確な差異は確認されなかった。また，２つの利用目的間の明確な差異も，両業種ともに確認されなかった。 
 

図表２－９ 直接原価計算の利用目的 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

原価・費用算定目的の利用 30 4.77 － 1.25 43 5.40 － 1.53 
経 営 管 理 目 的 の 利 用 30 4.53 － 1.72 43 5.42 － 1.59 

 

つづいて，利用程度４点以上の目的について，その効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極めて

効果がある」）で調査した（図表２－１０）。その結果，原価・費用算定効果の得点は製造業 4.78，非製造業 5.38，
経営管理効果は製造業 4.96，非製造業 5.29 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において

製品原価算定目的の効果を低く評価していることが確認された（同１%）。また，２つの利用目的ごとの効果の

明確な差異は，両業種ともに確認されなかった。 
さらに，目的ごとの利用程度と効果との相関分析の結果，両業種ともに２つの利用目的に関して正の相関関

係が確認された。 
図表２－１０ 直接原価計算の効果 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 利用度との相関 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 利用度との相関 

原価・費用算定目的の効果 27 4.78 ▼▼ 1.19 0.87*** 40 5.38 － 1.28 0.72*** 
経 営 管 理 目 的 の 効 果 23 4.96 － 1.30 0.72*** 38 5.29 － 1.63 0.61*** 

 

4.3 本社費・共通費・製造間接費の配賦計算 

本社費・共通費・製造間接費 10の配賦計算の実施状況を調査した（図表２－１１）。その結果，配賦計算実施

企業は製造業 96.7%，非製造業 80.9%にのぼる。配賦計算実施企業で用いる配賦基準は，本社費・共通費・製

造間接費の内容により配賦基準を変更する複数配賦基準を利用する企業が多く（製造業57.6%，非製造業46.1%），

ついで生産量，売上・作業時間などの操業度基準（製造業 55.9%，非製造業 37.1%），最後にABC（Activity-Based 
Costing：活動基準原価計算）（製造業：5.1%，非製造業：1.1%）の順であった。東証・名証一部上場企業との

比較では，非製造業において複数配賦基準の利用率が低いことが確認された（同１%）。また，これらの配賦基

準間の利用率の差異は，両業種ともにABC と他の２つの基準との間で確認された（同 0.1%）11。 
 
 
 
 
 
 

 
10 製造業調査では「製造間接費」，非製造業調査では「本社費・共通費」と設問した。 
11 McNemar 検定を実施した。 
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図表２－１１ 本社費・共通費・製造間接費の配賦計算 

 製造業（製造間接費） 非製造業（本社費・共通費） 
 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 

配 賦 計 算 あ り 59 57 社 （96.7%） － 89 72 社 （80.9%） － 
配賦基準（複数回答可）         
複 数 配 賦 基 準 59 34 社 （57.6%） － 89 41 社 （46.1%） ▼▼ 
操 業 度 基 準 59 33 社 （55.9%） － 89 33 社 （37.1%） － 
A B C 59 3 社 （5.1%） － 89 1 社 （1.1%） － 

 

 

５ 原価管理 

 

5.1 原価・物量情報の活用 

実際原価・費用情報と物量情報に基づく管理の利用程度について，７点尺度（「１ 全く利用していない」か

ら「７ 全般的に利用している」）で調査した（図表２－１２）。その結果，実際原価・費用情報による管理 12の

得点は製造業 4.54，非製造業 4.85，物量情報による管理は製造業 3.88，非製造業 3.57 であった。東証・名証一

部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されなかった。また，２つの情報による管理の利用

程度の差異は，両業種において確認された（有意水準 0.1%）。 
 

図表２－１２ 原価・物量情報の利用 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

実際原価・費用情報による管理 59 4.54 － 1.54 85 4.85 － 1.97 
物 量 情 報 に よ る 管 理 58 3.88 － 1.39 84 3.57 － 1.86 

 

つづいて，利用程度が４点以上の実際原価・費用情報と物量情報に基づく管理について，その効果を７点尺

度（「１ 全く効果がない」から「７ 極めて効果がある」）で調査した（図表２－１３）。その結果，実際原価・

費用情報による管理効果の得点は製造業 4.56，非製造業 4.74，物量情報による管理効果は製造業 4.49，非製造

業 4.40 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において実際原価・物量情報ともその効果を

低く評価していることが確認された（順に，同１%，同５%）。また，２つの情報による管理効果の差異は，非

製造業においてのみ確認された（同１%）。 
さらに，利用程度と効果との相関分析の結果，両業種において２つの情報ともに正の相関関係が確認された。 
 

図表２－１３ 原価・物量情報利用の効果 

 製造業 非製造業 
 有効 

回答 
平均値, TSE1 比 

標準 
偏差 

利用度 
との相関 

有効 
回答 

平均値, TSE1 比 
標準 
偏差 

利用度 
との相関 

実際原価・費用情報による管理効果 45 4.56 ▼▼ 0.92 0.53*** 68 4.74 － 1.38 0.66*** 
物 量 情 報 に よ る 管 理 効 果 37 4.49 ▼ 0.93 0.75*** 50 4.40 － 1.18 0.71*** 

 
 
 

 
12 製造業調査では「実際原価情報による管理」と設問した。 
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5.2 原価企画 

原価企画について，まず利用（新商品やサービスの企画・開発・設計段階 13において目標原価・費用 14の設

定・管理活動を実施する）企業は製造業 75.0%，非製造業 57.8%であった（図表２－１４）。東証・名証一部上

場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されなかった。 
 

図表２－１４ 原価企画の利用 
 製造業 非製造業 
 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 

あ  り 60 45 社 （75.0%） － 90 52 社 （57.8%） － 
  
つぎに，原価企画活動について，７点尺度（「１ 全くそうではない」から「７ 全くそのとおり」）で調査し

た 15（図表２－１５）。目標原価・費用の設定と達成について，「目標原価・費用の設定に市場価格を反映する」

企業は製造業 84.8%，非製造業 78.8％，「発生前 16に原価・費用が概ね予測できている」企業は製造業 77.8%，

非製造業 78.8%にのぼる。一方，「目標原価・費用を容易には達成できない挑戦的水準に設定する」企業は製造

業 53.3%，非製造業 42.3%，「目標原価・費用が常時達成される」企業は製造業 35.6%，非製造業 46.2%にとど

まる。この結果は市場志向，原価・費用見積り精度の高さを示す一方，目標原価・費用の設定水準と未達状況

については，企業を取り巻く競争環境や組織コンテクストの影響などを含め，さらなる検討の必要性を示して

いる。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において製造開始前の原価予測程度が低いことが確認さ

れた（同５%）。  
図表２－１５ 目標原価の設定と達成 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 ４点以上の比率 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 ４点以上の比率 

市 場 価 格 の 反 映 46 4.57 － 1.29 84.8% 52 4.40 － 1.58 78.8% 
発 生 前 の 原 価 ・ 費 用 予 測 45 4.24 ▼ 1.30 77.8% 52 4.17 － 1.13 78.8% 
挑 戦 的 目 標 原 価 水 準 45 3.47 － 1.12 53.3% 52 3.04 － 1.41 42.3% 
目 標 原 価 の 常 時 達 成 45 3.13 － 1.08 35.6% 52 3.29 － 0.96 46.2% 

 
原価企画推進組織・担当者について，コンカレント・エンジニアリング実施（製品開発（企画・開発）プロ

セスに設計（企画・開発）担当者だけでなく多くの関連部署が参加する）企業は製造業 66.7%，非製造業 65.4%，

企画・開発担当者が原価・費用見積りをおこなう企業は製造業 75.6%，非製造業 84.6%であった（図表２－１

６）。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業においてコンカレント・エンジニアリングの実施程度が低

いことが確認された（同１%）。  
図表２－１６ 原価企画推進組織・担当者 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 ４点以上の比率 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 ４点以上の比率 

コンカレント・エンジニアリング 45 4.29 ▼▼ 1.53 66.7% 52 3.94 － 1.49 65.4% 
企 画 ・ 開 発 担 当 者 に よ る 
原 価 ・ 費 用 見 積 り 

45 4.24 － 1.25 75.6% 52 4.87 － 1.42 84.6% 

 
つづいて，原価企画の効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極めて効果がある」）で調査した（図

表２－１７）。その結果，原価・費用低減効果の得点は製造業 4.56，非製造業 4.21，要求品質・機能の実現効果

 
13 製造業調査では「製品の企画・開発・設計段階」，非製造業では「新商品やサービスの企画・開発段階」と設問した。 
14 製造業調査では「目標原価」と設問した。以下も同様である。 
15 以下の百分率は７点尺度の４点以上の回答割合を示した。 
16 製造業調査では「製造開始前」と設問した。 
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は製造業 4.38，非製造業 3.96，サービス・商品コンセプトの実現効果 17は製造業 3.98，非製造業 4.15 であった。

東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において原価低減効果の評価が低いことが確認された（同１%）。

また，各効果の差異は，製造業では製品コンセプトの実現とその他の２つの効果との間で確認された（同５%）。 
 

図表２－１７ 原価企画の効果 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

原 価 ・ 費 用 低 減 45 4.56 ▼▼ 1.14 52 4.21 － 1.13 
要 求 品 質 ・ 機 能 の 実 現 45 4.38 － 1.01 52 3.96 － 1.27 
サービス・商品コンセプトの実現 45 3.98 － 1.12 52 4.15 － 1.33 
 
さらに，原価企画の逆機能を７点尺度（「１ 全く問題はない」から「７ 極めて深刻である」）で調査した（図

表２－１８）。その結果，厳しい原価・費用低減要求による企画・開発担当者の疲弊の得点は製造業 3.60，非製

造業 3.10，サプライヤーの疲弊 18は製造業 3.49，原価・費用目標優先による品質低下は製造業 3.07，非製造業

2.88 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されなかった。 
 

図表２－１８ 原価企画の逆機能 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

企画・開発担当者の疲弊 45 3.60 － 1.25 52 3.10 － 1.26 
サ プ ラ イ ヤ ー の 疲 弊 45 3.49 － 1.06  
品 質 低 下 45 3.07 － 1.29 52 2.88 － 1.13 

 

5.3 品質コストマネジメント 

 品質コストマネジメントについて，「コスト最小化モデル」を「品質管理の費用対効果を重視する」，「欠陥ゼ

ロ・モデル」を「品質管理の費用は惜しまない」と設問し，設計品質と適合品質について７点尺度（「１ 費用

対効果を重視する」－「４ どちらともいえない」－「７ 費用は惜しまない」）で調査した 19（図表２－１９）。 
その結果，設計品質の得点は製造業 4.33，非製造業 3.67，適合品質は製造業 4.05，非製造業 3.91 であり，ど

ちらの品質概念についても均等にばらついていた。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確

な差異は確認されなかった。また，これらの２つの品質概念間の明確な差異は，非製造業においてのみ確認さ

れた（同５%）。 

図表２－１９ 品質コストマネジメント 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

設 計 品 質 60 4.33 － 1.19 89 3.67 － 1.32 
適 合 品 質 60 4.05 － 1.10 89 3.91 － 1.11 

 

5.4 ミニ・プロフィットセンター 

MPC（Micro-Profit Center：ミニ・プロフィットセンター）採用（主要事業で小集団利益マネジメントを実施

 
17 製造業調査では「製品コンセプトの実現」と設問した。 
18 非製造業調査では「サプライヤーの疲弊」は設問していない。 
19 製造業調査では，設計品質は開発・設計段階における顧客ニーズとの適合性，適合品質は製造段階における設計仕様との適合性

を指す。一方，非製造業調査では，設計品質は企画・開発段階における顧客要求の実現，適合品質は提供段階における品質の維持・

向上を指す。 
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する）企業は製造業 26.7%，非製造業 40.0%であった（図表２－２０）。非製造業での一定程度の普及状況を確

認したことは，以前から指摘されてきた非製造業におけるMPC の有用性（Kaplan and Cooper，1998）を利用実

態として示す調査結果といえる。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認され

なかった。 

図表２－２０ MPCの採用 

 製造業 非製造業 
 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 

あ  り 60 16 社 （26.7%） － 90 36 社 （40.0%） － 
 
つぎに，MPC における会計情報の計算・利用を７点尺度（「１ 全くそうではない」から「７ 全くそのとお

り」）で調査した（図表２－２１）。その結果，各MPC が会計情報を用いた業務改善を実施している企業は製

造業 62.5%，非製造業 66.7%，利益額や原価・費用額を各MPC が自ら計算する企業は製造業 43.7%，非製造業

66.7%であった。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されなかった。 
 

図表２－２１ MPCにおける会計情報の計算・利用 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 ４点以上の比率 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 ４点以上の比率 

会計情報を用いた業務改善 16 3.81 － 1.33 62.5% 36 4.06 － 1.43 66.7% 
利益・原価額を自ら計算 16 3.38 － 1.54 43.7% 36 4.25 － 1.83 66.7% 

 
つづいて，MPC の利用目的を７点尺度（「１ 全く重視していない」から「７ 極めて重視している」）で調査

した（図表２－２２）。その結果，自発的問題発見・解決目的 20の得点は製造業 4.47，非製造業 4.47，利益・顧

客志向の徹底目的は製造業4.41，非製造業5.06，従業員のモチベーション向上目的は製造業4.12，非製造業4.31，
将来のリーダーの発掘・育成目的は製造業 4.24，非製造業 4.19 であった。東証・名証一部上場企業との比較で

は，両業種ともに自発的問題発見・解決目的の重視度が低いことが確認された（製造業：同１%，非製造業：

同５%）。また，利用目的間の差異は，非製造業では第１位の利益・顧客志向の徹底目的と他の３つの目的との

間で確認された（高得点順に，同５%，同１%，同１%）。 
 

図表２－２２ MPCの利用目的 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

自 発 的 問 題 発 見 ・ 解 決 16 4.47 ▼▼ 1.28 36 4.47 ▼ 1.32 
利 益 ・ 顧 客 志 向 の 徹 底 16 4.41 － 1.37 36 5.06 － 1.26 
従業員のモチベーション向上 16 4.12 － 1.11 36 4.31 － 1.41 
将来のリーダーの発掘・育成 16 4.24 － 1.20 36 4.19 － 1.56 

 

さらに，重視度が４点以上の目的について，その効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極めて効

果がある」）で調査した（図表２－２３）。その結果，自発的問題発見・解決効果の得点は製造業 4.56，非製造

業 4.18，利益・顧客志向の徹底効果は製造業 4.40，非製造業 4.88，従業員のモチベーション向上効果は製造業

4.19，非製造業 4.13，将来のリーダーの発掘・育成効果は製造業 4.27，非製造業 3.88 であった。東証・名証一

部上場企業との比較では，両業種ともに自発的問題発見・解決効果（同１%）および将来のリーダーの発掘・

育成効果（製造業：同 0.1%，非製造業：同５%）を低く評価しており，製造業では利益・顧客志向の徹底効果

の評価も低い（同５%）ことが確認された。また，目的ごとの効果間の差異は，非製造業では第１位の利益・

顧客志向の徹底効果と第 3 位の従業員のモチベーション向上効果（同１%）および第 4 位の将来のリーダーの

発掘・育成効果（同 0.1%）との間で確認された。 
 

20 製造業調査では「製造現場の自発的問題発見・解決」と設問した。 
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加えて，利用目的（重視度）と効果との相関分析の結果，両業種ともにすべての利用目的と効果との間で正

の相関関係が確認された。 
図表２－２３ MPCの効果 

 製造業 非製造業 
 有効 

回答 
平均値, TSE1 比 

標準 
偏差 

重視度 

との相関 
有効 
回答 

平均値, TSE1 比 
標準 
偏差 

重視度 

との相関 

自 発 的 問 題 発 見 ・ 解 決 効 果 16 4.56 ▼▼ 1.03 0.88*** 33 4.18 ▼▼ 1.31 0.81*** 
利 益 ・ 顧 客 志 向 の 徹 底 効 果 15 4.40 ▼ 1.06 0.69** 33 4.88 － 1.19 0.71*** 
従業員のモチベーション向上効果 16 4.19 － 0.75 0.79*** 31 4.13 － 1.41 0.81*** 
将来のリーダーの発掘・育成効果 15 4.27 ▼▼▼ 0.70 0.59* 32 3.88 ▼ 1.50 0.84*** 

 
 

６ 利益計画の策定 

単・複数年度の利益計画策定に利用した手法について，まずその利用程度を７点尺度（「１ 全く利用してい

ない」から「７ 常に利用している」）で調査した（図表２－２４）。その結果，見積財務諸表の得点は製造業

4.98，非製造業 5.34，原価企画は製造業 4.78，非製造業 4.62，CVP 分析は製造業 3.85，非製造業 3.93，SWOT
（Strengths，Weaknesses，Opportunities，Threats）分析は製造業 3.81，非製造業 3.77，製品・商品ポートフォリ

オ 21は製造業 3.43，非製造業 2.97 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において見積財務

諸表（有意水準５%）と製品ポートフォリオ（同１%）の利用程度が低く，非製造業においては商品ポートフ

ォリオの利用程度は低い（同５%）ことが確認された。 
また，各手法の利用程度の差異は，製造業では第１位の見積財務諸表および第２位の原価企画と以下の３手

法との間（同 0.1%），非製造業では第１位の見積財務諸表と以下の４手法との間（同 0.1%，原価企画のみ同５%），

第２位の原価企画と以下の３手法との間（同 0.1%，CVP 分析のみ同５%），第３位のCVP 分析および第４位の

SWOT 分析と最下位の商品ポートフォリオとの間（同 0.1%）で確認された。 
 

図表２－２４ 利益計画策定手法の利用度 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

見 積 財 務 諸 表 60 4.98 ▼ 1.90 92 5.34 － 1.89 
原 価 企 画 60 4.78 － 1.46 92 4.62 － 2.05 
C V P 分 析 59 3.85 － 1.61 92 3.93 － 1.95 
S W O T 分 析 59 3.81 － 1.61 91 3.77 － 1.74 
製品・商品ポートフォリオ 60 3.43 ▼▼ 1.68 91 2.97 ▼ 1.74 

 

つぎに，利用程度が４点（時に利用している）以上の利益計画策定手法について，その効果を７点尺度（「１ 
全く効果がない」から「７ 極めて効果がある」）で調査した（図表２－２５）。その結果，見積財務諸表効果の

得点は製造業 4.92，非製造業 5.10，原価企画効果は製造業 4.71，非製造業 4.81，CVP 分析効果は製造業 4.34，
非製造業 4.67，SWOT 分析効果は製造業 4.28，非製造業 4.21，製品・商品ポートフォリオ効果は製造業 3.97，
非製造業 4.48 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において見積財務諸表および原価企画

（同１%），CVP 分析（同５%），製品ポートフォリオ（同 0.1%）の効果を低く評価し，非製造業においても原

価企画の効果を低く評価している（同５%）ことが確認された。また，これらの各手法の効果の差異は，非製

造業では第２位の原価企画効果と最下位の SWOT 分析効果との間で確認された（同５%）。 
さらに，手法の利用程度と効果との相関分析の結果，両業種ともにすべての手法について正の相関関係が確

認された。 

 
21 製造業調査では「製品ポートフォリオ」，非製造業調査では「商品ポートフォリオ」と設問した。 
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図表２－２５ 利益計画策定手法の効果 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 利用度との相関 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 利用度との相関 

見 積 財 務 諸 表 効 果 51 4.92 ▼▼ 1.31 0.72*** 79 5.10 － 1.31 0.57*** 
原 価 企 画 効 果 52 4.71 ▼▼ 1.19 0.58*** 68 4.81 ▼ 1.34 0.51*** 
C V P 分 析 効 果 41 4.34 ▼ 1.15 0.70*** 66 4.67 － 1.47 0.69*** 
S W O T 分 析 効 果 36 4.28 － 1.21 0.62*** 57 4.21 － 1.24 0.67*** 
製品・商品ポートフォリオ効果 36 3.97 ▼▼▼ 1.21 0.74*** 42 4.48 － 1.57 0.69*** 

 
 

７ CVP分析 

 
CVP 分析について，まず利用率は臨時的利用を含めて製造業 73.3%，非製造業 62.0%であった（図表２－２

６）。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されなかった。 
 

図表２－２６ CVP分析の利用 

 製造業 非製造業 
 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 

あ り 60 44 社 （73.3%） － 92 57 社 （62.0%） － 
 
つぎに，CVP 分析の利用目的を７点尺度（「１ 全く利用していない」から「７ 常に利用している」）で調査

した（図表２－２７）。その結果，単・複数年度の利益計画の立案目的の得点は製造業 4.41，非製造業 5.07，単・

複数年度の利益計画の決定目的は製造業 4.11，非製造業 4.85，サービス・商品，案件 22ごとの企画・計画段階

での損益分析目的は製造業 3.95，非製造業 4.64，月次や週次の実績分析・評価目的は製造業 3.86，非製造業 4.40
であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において利益計画の立案目的の利用程度が低いこと

が確認された（有意水準５%）。また，これらの利用目的間の差異は，非製造業において利益計画の立案目的と

実績分析・評価目的との間で確認された（同５%）。 
 

図表２－２７ CVP分析の利用目的 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

利 益 計 画 の 立 案 44 4.41 ▼ 1.60 57 5.07 － 1.76 
利 益 計 画 の 決 定 44 4.11 － 1.79 55 4.85 － 1.85 
企画・計画段階の損益分析 44 3.95 － 1.66 55 4.64 － 1.78 
月次・週次の実績分析・評価 42 3.86 － 1.88 55 4.40 － 2.11 

 
つづいて，利用程度４点以上の目的について，その効果を７点尺度（「１ 全く効果がない」から「７ 極めて

効果がある」）で調査した（図表２－２８）。その結果，単・複数年度の利益計画の立案効果の得点は製造業 4.67，
非製造業 4.82，単・複数年度の利益計画の決定効果は製造業 4.69，非製造業 4.87，サービス・商品，案件ごと

の企画・計画段階での損益分析効果は製造業 4.23，非製造業 4.70，月次や週次の実績分析・評価効果は製造業

4.40，非製造業 5.11 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において利益計画の立案および

決定効果（同５%），企画・計画段階での損益分析効果を低く評価している（同１%）ことが確認された。また，

これら４つの効果の間の明確な差異は，両業種ともに確認されなかった。 
さらに，手法の利用程度と効果との相関分析の結果，両業種ともにすべての利用目的について正の相関関係

 
22 製造業調査では「製品，案件」と設問した。 
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が確認された。 
図表２－２８ CVP分析の効果 

 製造業 非製造業 
 有効 

回答 
平均値, TSE1 比 

標準 
偏差 

利用度 

との相関 

有効 
回答 

平均値, TSE1 比 
標準 
偏差 

利用度 

との相関 

利 益 計 画 の 立 案 効 果 36 4.67 ▼ 0.93 0.70*** 51 4.82 － 1.53 0.65*** 
利 益 計 画 の 決 定 効 果 32 4.69 ▼ 0.97 0.68*** 47 4.87 － 1.48 0.69*** 
企画・設計段階の損益分析効果 30 4.23 ▼▼ 1.22 0.79*** 46 4.70 － 1.55 0.68*** 
月次・週次の実績分析・評価効果 25 4.40 － 1.44 0.70*** 38 5.11 － 1.62 0.58*** 
 

 

８ 業績管理 

 

8.1 業績管理システム 

業績管理システムの特徴について，７点尺度（「１ 全くそうではない」から「７ 全くそのとおり」）で調査

した（図表２－２９）。まず，業績指標の重視度について，財務指標の得点は製造業 5.60，非製造業 6.03，顧客

関連指標は製造業 3.97，非製造業 3.97，業務プロセス関連指標は製造業 3.47，非製造業 3.37 の順であった。東

証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されなかった。また，業績指標間の重視

度の差異は，製造業では財務指標と他の２指標との間（有意水準 0.1%），非製造業では３つの指標すべての間

で差があることが確認された（同 0.1%，顧客関連指標と業務プロセス指標との間のみ同１%）。 
 

図表２－２９ 業績指標の重視度 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

財 務 指 標 60 5.60 － 1.46 92 6.03 － 1.30 
顧 客 関 連 指 標 60 3.97 － 1.58 92 3.97 － 1.68 
業務プロセス関連指標 59 3.47 － 1.33 91 3.37 － 1.53 

 
つぎに，戦略と業績指標の関連性について，事業戦略と業績目標の整合性の得点（製造業 4.36，非製造業 4.40）

は比較的高い一方，財務目標と非財務目標の関連を示す戦略マップ（Kaplan and Norton，2004）のような図の

作成の得点（製造業 2.15，非製造業 2.50）は比較的低いことが確認された 23（図表２－３０）。東証・名証一部

上場企業との比較では，両業種ともに事業戦略と業績目標の整合性が低いことが確認された（同 0.1%）。 
 

図表２－３０ 戦略と業績指標の関連性 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

事 業 戦 略 と 業 績 目 標 の 整 合 性 59 4.36 ▼▼▼ 1.34 92 4.40 ▼▼▼ 1.57 
財務目標と非財務目標の関連図作成 59 2.15 － 1.27 90 2.50 － 1.72 

 
つづいて，業績管理の方法について，「状況変化にかかわらず当初の業績目標は変更しない」の得点は製造業

3.48，非製造業 3.22，「状況変化に対応すべく実行プランを継続的に見直す」は製造業 4.47，非製造業 4.85 であ

り，「目標の変更なし」と「実行プランの維持（継続的見直しの得点を逆転）」間の差異について，明確な得点

差は確認されなかった（図表２－３１）。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において実行プランの

 
23 関連図の作成について，７点尺度の４点以上の回答をした企業は製造業 15.3％（9 社），非製造業 25.8％（23 社）であった。 
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継続的見直しの程度は低いことが確認された（同 0.1%）。 
また，事業部門長とミドルマネジャーとの話し合いについては，当初の業績目標と実績が乖離した場合の臨

時的な話し合いの得点は製造業 4.85，非製造業 5.57，定期的な話し合いは製造業 4.90，非製造業 5.50 であり，

両項目間の明確な差異は確認されなかった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において臨時的お

よび定期的話し合いのどちらも実施程度は低いことが確認された（同１%）。 
 

図表２－３１ 業績管理の方法 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

業 績 目 標 の 変 更 な し 60 3.48 － 1.77 92 3.22 － 1.92 
実行プランの継続的見直し 60 4.47 ▼▼▼ 1.38 92 4.85 － 1.47 
部門長とミドルマネジャーの

臨 時 的 話 し 合 い 
60 4.85 ▼▼ 1.42 92 5.57 － 1.44 

部門長とミドルマネジャーの

定 期 的 話 し 合 い 
60 4.90 ▼▼ 1.36 92 5.50 － 1.47 

 
さらに，業績目標の設定水準と達成度について，「業績目標は容易には達成できない挑戦的な水準である」の

得点は製造業 3.83，非製造業 3.54，「期首に設定された業績目標は常に達成される」は製造業 2.80，非製造業

3.26 であった（図表２－３２）。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されな

かった。 

図表２－３２ 業績目標の設定水準と達成度 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

挑戦的目標水準の設定 60 3.83 － 1.59 92 3.54 － 1.38 
期首目標の常時達成 59 2.80 － 1.06 92 3.26 － 1.25 

 

8.2 業績と報酬の関連性 

 事業業績と金銭的報酬の関連性について，７点尺度（「１ 全く関係がない」から「７ 完全に連動している」）

で調査した（図表２－３３）。その結果，事業部門長の得点は製造業 4.10，非製造業 4.14，ミドルマネジャー（課

長クラス）は製造業 3.75，非製造業 3.75，ロワーマネジャー（係長クラス）は製造業 3.42，非製造業 3.36，一

般従業員は製造業 3.22，非製造業 3.26 の順に高かった。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに

事業業績と事業部門長との金銭的報酬の関連性が低く（同１%），非製造業においてはミドルマネジャーとの関

連性も低い（同５%）ことが確認された。また，これらの４つの職位間の差異は，両業種ともロワーマネジャ

ーと一般従業員間以外のすべての職位間（同 0.1%，製造業における事業部門長とミドルマネジャー間のみ同

５%）で確認された。 

図表２－３３ 事業業績と金銭的報酬の関連性 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

事 業 部 門 長 60 4.10 ▼▼ 1.42 92 4.14 ▼▼ 1.36 
ミドルマネジャー 60 3.75 － 1.36 92 3.75 ▼ 1.38 
ロワーマネジャー 60 3.42 － 1.39 92 3.36 － 1.40 
一 般 従 業 員 60 3.22 － 1.42 92 3.26 － 1.46 

 
 

９ 予算管理 
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予算管理について，まず予算編成方針を，前年度実績に新規事業分を積み上げる方針（１点）と，経営戦略

の達成に向けて戦略的見地から重点的に資源配分する方針（７点）を両極とする７点尺度で調査した（図表２

－３４）。その結果，得点の平均値は製造業 3.80，非製造業 3.73 で広くばらついていることを確認した。東証・

名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されなかった。 
 

図表２－３４ 予算編成方針 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

予 算 編 成 方 針 60 3.80 － 1.39 91 3.73 － 1.59 
 
つぎに，予算・業務計画について７点尺度（「１ 全くそうではない」から「７ 全くそのとおり」）で調査し

た（図表２－３５）。その結果，（1）予算・業務に関する手順・手続きの明確性の得点は，製造業 4.80，非製造

業 5.16，（2）予算計画の詳細性は製造業 4.70，非製造業 5.20，業務計画 24の詳細性は製造業 3.77，非製造業 4.16，
（3）予算目標設定プロセスへのミドルマネジャーの十分な参加は製造業 4.57，非製造業 4.68，業務目標設定プ

ロセスへのミドルマネジャーの十分な参加は，製造業 4.60，非製造業 4.65，（4）具体的予算目標の個人への割

り当ては製造業 3.72，非製造業 3.82，具体的業務目標の個人への割り当ては製造業 4.10，非製造業 4.07 であっ

た。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において予算・業務に関する手順・手続きの明確性（有意

水準５%），予算および業務計画の詳細性（同１%），具体的目標の個人への割り当て（同５%），両業種ともに

目標設定プロセスへのミドルマネジャーの十分な参加（予算：同１%，業務・製造業：同 0.1%，業務・非製造

業：同１%）の程度が低いことが確認された。また，予算計画・目標と業務計画・目標との差異は，両業種と

もに計画の詳細性（同 0.1%），非製造業では具体的目標の個人への割り当て（同５%）で確認された。 
 

図表２－３５ 予算・業務計画 

  製造業 非製造業 
  有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

予算・業務の手順・手続きの明確性 60 4.80 ▼ 1.41 92 5.16 － 1.28 

計 画 の 詳 細 性 
予算計画 60 4.70 ▼▼ 1.53 92 5.20 － 1.23 
業務計画 60 3.77 ▼▼ 1.57 92 4.16 － 1.40 

ミ ド ル マ ネ ジ ャ ー の 
参 加 

予算目標 60 4.57 ▼▼ 1.59 92 4.68 ▼▼ 1.45 
業務目標 60 4.60 ▼▼▼ 1.49 92 4.65 ▼▼ 1.43 

具 体 的 目 標 の 
個 人 へ の 割 り 当 て 

予算目標 60 3.72 － 1.74 92 3.82 － 1.85 
業務目標 60 4.10 ▼ 1.47 92 4.07 － 1.68 

 
つづいて，予算管理の方法について，予算・業務計画と同様の７点尺度で調査した（図表２－３６）。その結

果，「状況変化にかかわらず当初の予算目標は変更しない」の得点は製造業 3.83，非製造業 3.36，「状況変化に

対応すべく実行プランを継続的に見直す」は製造業 4.53，非製造業 4.49 であった。東証・名証一部上場企業と

の比較では，製造業において実行プランの継続的見直しの程度は低いことが確認された（同５%）。「目標の変

更なし」と「実行プランの維持（継続的見直しの得点を逆転）」間の差異について，前節の業績管理と同様に，

予算管理でも両業種ともに明確な差異は確認されなかった。 
また，事業部門長とミドルマネジャーとの話し合いについて，当初の予算目標と実績が乖離した場合の臨時

的な話し合いの得点は製造業 4.93，非製造業 5.47，定期的な話し合いは製造業 4.92，非製造業 5.39 であり，両

項目間の明確な差異は両業種ともに確認されなかった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業におい

て臨時的および定期的話し合いのどちらも実施程度は低いことが確認された（同５%）。 
 

 
24 製造業調査では「納期・スペック・品質など」，非製造業調査では「新商品開発・営業など」と例示した。 
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図表２－３６ 予算管理の方法 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

予 算 目 標 の 変 更 な し 60 3.83 － 1.95 91 3.36 － 1.85 
実行プランの継続的見直し 60 4.53 ▼ 1.48 92 4.49 － 1.53 
部門長とミドルマネジャーの

臨 時 的 話 し 合 い 
60 4.93 ▼ 1.41 92 5.47 － 1.37 

部門長とミドルマネジャーの

定 期 的 話 し 合 い 
60 4.92 ▼ 1.47 92 5.39 － 1.41 

 
さらに，予算管理の問題点についても予算・業務計画と同様の７点尺度で調査した（図表２－３７）。その結

果， 
「予算編成に時間がかかりすぎる」の得点は製造業 4.30，非製造業 3.79，「環境変化が激しく予算の予測機能が

役に立たない」は製造業 3.75，非製造業 3.42，「ミドルマネジャーは達成容易な予算目標を設定しがちである」

は，製造業 3.40，非製造業 3.53，「予算目標達成のため，ミドルマネジャーが数字合わせに走る」は製造業 3.35，
非製造業 3.34 であった。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに予算編成にかかる時間的負担を

問題視する程度は低いことが確認された（同１%）。また，４つの予算管理の問題点の間の差異は，製造業では

第１位の予算編成の時間的負担と第３位のミドルマネジャーによる低水準の目標設定（同 0.1%）および最下位

のミドルマネジャーの数字合わせ（同１%）との間で確認された。 
 

図表２－３７ 予算管理の問題点 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

予算編成の時間的負担 60 4.30 ▼▼ 1.50 92 3.79 ▼▼ 1.41 
予算の予測機能の不能 60 3.75 － 1.28 92 3.42 － 1.39 
ミ ド ル マ ネ ジ ャ ー 
による低水準の目標設定 

60 3.40 － 1.15 91 3.53 － 1.47 

ミ ド ル マ ネ ジ ャ ー 
の 数 字 合 わ せ 

60 3.35 － 1.13 92 3.34 － 1.44 

 

 

 

１０ 設備投資予算（設備投資案件の経済性評価） 

 
設備投資予算について，まず設備投資案件の経済性評価の実施状況を調査した（図表２－３８）。その結果，

経済性評価実施企業は製造業 72.5%，非製造業 63.0 %であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造

業において設備投資案件の経済性評価の実施率が低いことが確認された（有意水準１%）。 
経済性評価実施企業における回収期間法の利用率は製造業 59.3%，非製造業 48.9%，会計的利益率法や投資

利益率法は製造業 30.5%，非製造業 19.6%，正味現在価値法は製造業 13.6%，非製造業 7.6％，内部利益率法は

製造業 6.8%，非製造業 5.4%であった。東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において回収期間法（同

５%），両業種ともに正味現在価値法（同１%），非製造業において内部利益率法（同５%）の利用率は低いこ

とが確認された。また，両業種ともに第１位の回収期間法と以下の３手法との間（同 0.1%，製造業における会

計的・投資利益率法のみ同１%），第２位の会計的・投資利益率法と以下の２手法との間（同５%，製造業にお

ける内部利益率法のみ同 0.1%）で利用率の差異が確認された 25。 

 
25 McNemar 検定を実施した。 
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図表２－３８ 設備投資案件の経済性評価手法 

 製造業 非製造業 
 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 有効回答 利用企業数（率）, TSE1 比 

手 法 利 用 あ り 58 42 社 （72.5%） ▼▼ 92 58 社 （63.0%） － 
経済性評価手法（複数回答可）         
回 収 期 間 法 59 35 社 （59.3%） ▼ 92 45 社 （48.9%） － 
会 計 的 ・ 投 資 利 益 率 法 59 18 社 （30.5%） － 92 18 社 （19.6%） － 
正 味 現 在 価 値 法 59 8 社 （13.6%） ▼▼ 92 7 社 （7.6%） ▼▼ 
内 部 利 益 率 法 59 4 社 （6.8%） － 92 5 社 （5.4%） ▼ 

 

つぎに，経済性評価手法による見積数値の利用程度について７点尺度（「１ 全く利用しない」－「３ 少数の

案件に利用する」－「５ 多数の案件に利用する」－「７ 全案件に利用する」）で調査した（図表２－３９）。

その結果，投資案件タイプ別では，個別投資案件の目標値の得点は製造業 4.60，非製造業 5.09，複数案件や一

定期間の目標値は製造業 3.57，非製造業 3.59 であり，両業種ともに両案件タイプ間の利用程度の差異は統計的

にも確認された（同 0.1%）。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認されなか

った。  
さらに，マネジメント・プロセス別では，投資案件の立案段階の審議資料の得点は製造業 4.61，非製造業 5.00，

承認段階の審議資料は製造業 4.83，非製造業 5.19，事後評価の審議資料は製造業 3.19，非製造業 3.79 であった。

東証・名証一部上場企業との比較では，製造業において立案段階の審議資料としての利用程度は低いことが確

認された（同５%）。また，これらの利用程度の差異は両業種ともに立案・承認段階（製造業の立案段階：同５%，

製造業の承認段階：同１%，非製造業：同 0.1%）と事後評価との間で確認された。 
  

図表２－３９ 経済性評価手法の見積数値の利用度 

 製造業 非製造業 
 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 有効回答 平均値, TSE1 比 標準偏差 

個 別 投 資 案 件 の 目 標 値 43 4.60 － 1.51 57 5.09 － 1.77 
複数案件・一定期間の目標値 42 3.57 － 1.58 56 3.59 － 1.97 
立 案 段 階 の 審 議 資 料 41 4.61 ▼ 1.22 57 5.00 － 1.86 
承 認 段 階 の 審 議 資 料 42 4.83 － 1.38 58 5.19 － 1.84 
事 後 評 価 の 審 議 資 料 42 3.19 － 1.40 56 3.79 － 1.80 

 
つづいて，利用程度が４点以上の経済性評価手法による見積数値について，その効果を７点尺度（「１ 全く

効果がない」から「７ 極めて効果がある」）で調査した（図表２－４０）。その結果，投資案件タイプ別では個

別投資案件の目標値効果の得点は製造業 4.74，非製造業 4.94，複数案件や一定期間の目標値効果は製造業 4.46，
非製造業 4.62 であり，両効果間の明確な差異は，製造業では個別投資案件の目標値と複数案件や一定期間の目

標値との間で確認された（同１%）。東証・名証一部上場企業との比較では，両業種ともに明確な差異は確認さ

れなかった。マネジメント・プロセス別では立案段階の審議資料効果の得点は製造業 4.68，非製造業 5.30，承

認段階の審議資料効果は製造業 4.75，非製造業 5.21，事後評価の審議資料効果は製造業 3.96，非製造業 4.59 で

あり，これらの効果間の差異は，両業種ともに承認段階と事後評価との間（製造業：同１%，非製造業：同５%），

製造業では立案段階と事後評価との間（同５%）でも確認された。東証・名証一部上場企業との比較では，製

造業において事後評価の審議資料効果を低く評価していることが確認された（同１%）。 
さらに，利用程度と効果との相関分析の結果，両業種ともにすべての項目で正の相関関係が確認された。 
 

図表２－４０ 経済性評価手法の見積数値利用の効果 

 製造業   非製造業 
 有効 平均値, TSE1 比 標準 利用度 有効 平均値, TSE1 比 標準 利用度 
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回答 偏差 との相関 回答 偏差 との相関 

個 別 投 資 案 件 の 目 標 値 効 果 35 4.74 － 1.09 0.52** 48 4.94 － 1.39 0.72*** 
複数案件・一定期間の目標値効果 26 4.46 － 0.81 0.65*** 29 4.62 － 1.35 0.78*** 
立 案 段 階 の 審 議 資 料 効 果 34 4.68 － 0.98 0.67*** 44 5.30 － 1.44 0.70*** 
承 認 段 階 の 審 議 資 料 効 果 36 4.75 － 0.87 0.58** 47 5.21 － 1.53 0.72*** 
事 後 評 価 の 審 議 資 料 効 果 25 3.96 ▼▼ 1.02 0.80*** 32 4.59 － 1.46 0.78*** 

 

 

１１  むすび 

 
以上が，東証・名証一部以外の上場企業を対象とした「日本企業における管理会計の実態調査：東証（二部，

JASDAQ，マザーズ）・名証（二部，セントレックス），札証，福証編」の結果報告であり，その特徴と貢献は

つぎのとおりである。 
第１に，原価計算・管理に関する東証・名証一部上場企業との違いを確認した。まず，製造業・非製造業と

もに事業部門経理担当の設置（図表２－３），以下は製造業においてのみ，本社経理部門の財務会計・予算管理

業務の重視度（図表２－２）および標準原価計算の利用（図表２－５），標準原価計算の製品原価算定目的の利

用・効果（図表２－６，図表２－７），直接原価計算の製品原価算定目的の効果（図表２－１０），実際原価・

物量情報による管理効果（図表２－１３），原価企画における製造開始前の原価予測（図表２－１５）や活動へ

の関連部署の参加（図表２－１６），原価企画の原価低減効果（図表２－１７）などが低い傾向である。つまり，

製造業では東証・名証一部上場企業のほうがその他の上場企業よりも原価計算・管理手法を活用している実態

を確認した。 
その一方で非製造業における先端的原価計算・管理手法のある程度の普及状況を確認した。まず，原価企画

の高い利用率である（図表２－１４）。製造業における製品開発コストマネジメントとしての原価企画とは異な

り，計画段階での利益企画としての利用が多いことが推察されるが，原価企画の普及の拡がりを確認した。つ

ぎに，MPC（疑似MPC 制を含む）のある程度の利用率である（図表２－２０）。製造業とは異なり利益・顧客

志向の徹底目的が他の目的より重視され，フォローアップ調査から業績管理手法としての利用が確認されるな

ど，非製造業におけるMPC には製造業とは異なる機能，利用可能性が期待される。 
さらに，製造業においても MPC 制（疑似 MPC 制を含む）のある程度の普及を確認した（図表２－２０）。

小さな組織単位，短い PDCA サイクルで，たとえ疑似的であっても簡便な方法を活用するなど利益管理が普及

していることが推察される。一方，両業種とも MPC の効果の評価が低い傾向も確認されており（図表２－２

３），フィールド調査による実態解明が必要である。 
第２に，利益計画・評価手法に関する東証・名証一部上場企業との違いを確認した。まず，製造業では見積

財務諸表と製品ポートフォリオの利用程度が低く，非製造業でも商品ポートフォリオの利用程度は低い傾向で

ある（図表２－２４）。手法の効果の評価が低い傾向も両業種で確認され，特に製造業で顕著であった（図表２

－２５）。また，CVP 分析の利用程度・効果の評価ともに製造業では低い傾向も確認された（図表２－２７，

図表２－２８）。 
第３に，業績・予算管理に関する東証・名証一部上場製造業との違いを確認した。業績管理について，両業

種ともに事業戦略と業績目標の整合性が低く（図表２－３０），事業業績と事業部門長の金銭的報酬との関連性

も低い（図表２－３３）。また製造業では実行プランの継続的見直しの程度は低く，事業部門長とミドルマネジ

ャーとの話し合いの実施程度も低い（図表２－３１）。予算管理についても，多くの質問項目で東証・名証一部

上場製造業よりも得点は低く，その傾向は製造業のほうが顕著であった（図表２－３５，図表２－３６）。つま

り，東証・名証一部上場製造業のほうがより戦略的・厳格に業績・予算管理を実施しており，その傾向は製造

業で特に顕著であることが推察される。一方，両業種とも，東証・名証一部上場企業よりも予算編成の時間的

負担感も軽く，日本企業の予算管理のあるべき姿を考察する上でも興味深い結果といえる。 
第４に，経済性評価手法に関する東証・名証一部上場企業との違いを確認した。まず，製造業において経済

性評価手法の利用率が低い傾向である（図表２－３８）。複数の手法の利用率の低さは両業種ともに確認されて

おり，予算管理と同様に，東証・名証一部上場企業よりもシンプルな管理を実施していることが推察される。 



‐41‐ 
 

最後に，主な管理会計手法の利用率と利用目的について，東証・名証一部上場企業とその他の上場企業との

比較を一覧に示した（図表２－４１）。 
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図表２－４１ 管理会計手法の利用率と目的の比較（東証・名証一部とその他上場企業） 
 

注）％表記のない数値は 7 点尺度の得点である。  

管理会計手法の利用・目的 
東証・名証一部以外 東証・名証一部 

製造業 非製造業 製造業 非製造業 

標準原価計算 

利用  58.3% 23.1% 75.0% 22.6% 

目的 
原価・費用算定目的の重視度 5.34 5.29 5.96 4.86 

経 営 管 理 目 的 の 重 視 度 5.09 5.19 5.48 4.69 

直接原価計算 

利用  50.0% 47.8% 62.6% 39.7% 

目的 

原 価 ・ 費 用 算 定 目 的 の 
重 視 度 4.77 5.40 5.18 5.11 

経 営 管 理 目 的 の 
重 視 度 4.53 5.42 4.98 4.98 

本社費・共通費 
（製造間接費）の 

配賦計算 
利用 

複 数 配 賦 基 準 57.6% 46.1% 63.7% 64.7%  

操 業 度 基 準 55.9% 37.1% 61.5% 33.8%  

A B C （ 活 動基 準 原 価計算 ）  5.1%  1.1%  5.5% 3.0%  

原価管理 利用 
実際原価・費用情報による管理 4.54 4.85 5.02 4.74 

物 量 情 報 に よ る 管 理 3.88 3.57 4.38 3.54 

原価企画 利用  75.0% 57.8% 85.9% 53.8% 

ミニ・プロフィット 
センター 

利用  26.7% 40.0% 32.6% 42.1% 

目的 

現場の自発的問題発見・解決 4.47 4.47 5.50 5.07 

利 益 ・ 顧 客 志 向 の 徹 底 4.41 5.06 4.67 5.34 

従業員のモチベーション向上 4.12 4.31 4.67 4.71 

将来のリーダーの発掘・育成 4.24 4.19 4.77 4.63 

業績指標 利用 

財 務 業 績 指 標 の 重 視 度 5.60 6.03 6.01 6.17 

顧 客 関 連 指 標 の 重 視 度 3.97 3.97 4.34 4.35 

業務プロセス関連指標の重視度 3.47 3.37 3.75 3.73 

事業業績と報酬 
の関連性 利用 

事 業 部 門 長 4.10 4.14 4.70 4.62 
ミ ド ル マ ネ ジ ャ ー 3.75 3.75 4.08 4.20 
ロ ワ ー マ ネ ジ ャ ー 3.42 3.36 3.51 3.71 

一 般 従 業 員 3.22 3.26 3.15 3.39 

設備投資予算 利用 

回 収 期 間 法 59.3%  48.9%  77.5% 58.0% 

会 計 的 ・ 投 資 利 益 率 法 30.5%  19.6%  25.8% 30.5% 

正 味 現 在 価 値 法 13.6%  7.6%  34.8% 24.4% 

内 部 利 益 率 法 6.8%   5.4%  15.7% 16.8% 
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調査協力企業一覧 
 

[あ] 
㈱アルファ 
岩塚製菓㈱ 
㈱ヴィレッジヴァンガードコー

ポレーション 
ＮＫＫスイッチズ㈱ 
㈱オータケ 

 
[か] 

霞ヶ関キャピタル㈱  
桂川電機㈱ 
カネソウ㈱ 
兼房㈱ 
兼松エンジニアリング㈱ 
協立電機㈱ 
㈱グッドライフカンパニー 
㈱グリムス 
クリヤマホールディングス㈱ 
㈱ケア２１ 
コマニー㈱ 
㈱コラボス 
 

[さ] 
ＪＩＧ－ＳＡＷ㈱ 
㈱システム ディ 
システム・ロケーション㈱ 
㈱シャノン 
㈱白鳩 
㈱ＳＫＩＹＡＫＩ 
図研エルミック㈱ 
㈱スターフライヤー 
㈱昴 
㈱セレスポ 
ソネット・メディア・ネットワー

クス㈱ 
 

[た] 
第一交通産業㈱ 
大東港運㈱ 
大丸エナウィン㈱ 
太洋工業㈱ 
㈱高見澤 
㈱ＷＤＩ 
㈱テノックス 
㈱東芝 
㈱東武住販 
㈱ドリコム 
 

[な] 
㈱Ｎｏ．１ 
㈱ニチダイ 
㈱ニッキ 

ニッコー㈱ 
㈱農業総合研究所 
 

[は] 
㈱パートナーエージェント 
阪神内燃機工業㈱ 
㈱ビューティ花壇 
㈱ファンデリー 
藤井産業㈱ 
 

[ま] 
㈱マミーマート 
丸八倉庫㈱ 
美濃窯業㈱ 
㈱メドレックス 
 

[や] 
㈱横田製作所 
 

[ら] 
㈱ランシステム 
㈱菱友システムズ 
㈱レアジョブ 
ロックペイント㈱ 
ロングライフホールディング㈱ 
 
 
※報告書に調査協力企業として

企業名を記載してもよいと回

答した企業のリストです（50
音順）。 

※調査にご協力をいただいた多

くの企業の担当者の方々に感

謝申し上げます。
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第３章 管理会計研究への 

組織ライフサイクルモデルの援用 
 

 

１ はじめに 

 
 2000 年代に入り，組織ライフサイクル（Organizational Life-Cycle：以下，OLC）モデルを援用した管理会計

研究が進展してきた。Moores and Yuen（2001）が Miller and Friesen（1984） のOLC モデルを援用して各OLC
ステージにおける管理会計システムへの依存度を調査したのを端緒として，各 OLC ステージの活動基準原価

計算の利用度（Kallunki and Silvola 2008），診断型コントロール・システムやインタラクティブ・コントロール・

システムといったコントロール・レバー（Simons 1995）の利用度や組織業績への影響（Su et al. 2015a; 福島 2011）
などを探究してきた。 
そうしたなか，管理会計研究に援用するOLC モデルには，つぎのような検討課題が残されている。 
第１に，経験的研究に援用する OLC モデルの選択である。管理会計研究では Miller and Friesen（1984）の

OLC モデルが多用されてきたが，他のモデルとの明示的な比較検討は十分とはいえず，隣接科学領域である財

務会計研究では Dickinson（2011）のモデルが多用されている事実もある 80。 
第２に，OLC ステージの分類方法である。OLC の定量調査に基づく管理会計研究では，Miller and Friesen（1984）

のOLC モデルを援用してきたが，各研究におけるOLC ステージの分類方法は一様ではない。それらは，質問

票回答者が主観的に選択する方法（Auzair and Langfield-Smith, 2005；Janke et al. 2014；Kallunki and Silvola, 2008；
Silvola, 2008）や，質問票回答と客観的指標を組合せる方法（福島 2011），Miller and Friesen（1984）同様に質

問票回答のクラスター分析による方法（Moores and Yuen 2001；Su et al., 2015a, b）である。 
第３に，OLC ステージの分類基準である。Miller and Friesen（1984）の分類基準として，OLC ステージごと

に特徴的な組織構造や製品戦略，需要動向などが示され，売上高成長率 15%を基準に企業成長を判断している

が，ビジネス環境が大きく変化した現代にも適用できるのだろうか。キャッシュフロー情報を分類基準とする 
Dickinson（2011）のOLC モデルを援用した財務会計研究（Faff et al. 2016；Hasan and Cheung 2018 など）もあ

る。 
そこで，本章の研究目的は，第１に，管理会計研究における適合的なOLC モデルを，第２に，適合的なOLC

ステージの分類方法や分類基準についても明らかにすることである。 
本章の構成はつぎのとおりである。第２節では，Miller and Friesen（1984），第３節では，Dickinson（2011）

の提唱した OLC モデル構築の経緯，OLC モデルの特徴と OLC ステージの分類手順，OLC モデルを援用した

研究における OLC ステージの分類方法，OLC モデルの限界と対策などについて述べ，第４節では，本章の研

究の総括をおこなう。 
 
 

２ Miller and Friesen（1984）の OLC モデル 

 
 本節では，Miller and Friesen（1984）の提唱したOLC モデル構築の経緯，OLC モデルの特徴とOLC ステー

ジの分類手順，Miller and Friesen（1984）のOLC モデルを援用した管理会計研究におけるOLC ステージの分類

方法，Miller and Friesen（1984）のOLC モデルの限界と対策，その他の留意点について述べる。 
 

 
80 他にも，DeAngelo et al.（2006）は，複数の財務指標から OLC ステージを分類するモデルを提唱し，このOLC モデルを援用し

た研究も展開されている（Coulton and Ruddock 2011; O'Connor and Byrne 2015）。 



‐45‐ 
 

2.1. Miller and Friesen（1984）の OLCモデル構築の経緯 

OLC 研究のルーツは，1960 年代後半から 1970 年代にかけて登場した組織の成長段階モデルである。これら

は，組織成長をいくつかの段階に分類し，各段階における組織の特徴を示した萌芽的な研究群である。たとえ

ば，Lipitt and Schmidt（1967）は，組織の成長段階を人間のパーソナリティ発達の理論になぞらえて，「誕生期

（birth）」，「青年期（youth）」，「成熟期（maturity）」という３つのステージから成る OLC モデルを提唱した。

Greiner（1972）は，５つの OLC ステージ（創造性，指揮，委譲，調整，協働による５つの成長段階）から成

るOLC モデルを提唱しており，「進化」局面の後に訪れる「革新」局面を経て，次のステージへ移行すること

を想定していた。 
こうした組織成長を前提とする成長段階モデルに対して，Adizes（1979）は，「衰退」や「死滅」を含めたモ

デルを提唱し，組織の成長段階モデルがOLC モデルへと発展する礎を築いた。 
 しかしながら，これらの概念モデルは，各 OLC ステージにおける組織の特徴を示してはいるが，経験的研

究のための分類基準は示されていない。また Adizes（1979）のOLC ステージの数は 10 と，実際に企業を分類

するには細かすぎる。 
Miller and Friesen（1984）は，これらの組織の成長段階に関する萌芽的な研究を統合し，「誕生期（birth）」，「成

長期（growth）」，「成熟期（maturity）」，「再生期（revival）」，「衰退期（decline）」の５つのOLC ステージを提唱

した。 
 

2.2. Miller and Friesen（1984）の OLCモデルの特徴と OLCステージの分類 

Miller and Friesen（1984）のOLC モデルのひとつの特徴は，OLC ステージを前期（誕生期，成長期）と後期

（成熟期，再生期，衰退期）に分けている点である。 
誕生期は，創業後間もない企業が該当し，組織の公式化は進んでいない。成長期は，誕生期の次のステージ

で，高い成長率のもと組織規模が拡大し，組織構造やマネジメント・システムが徐々に整備されていく。成熟

期，再生期，衰退期は，組織規模が一定程度以上となった後のステージであり，企業業績や事業の盛衰により

分類される。誕生期から成長期，成長期から後期への移行には，組織規模の拡大を伴う一方，OLC 後期のステ

ージでは，組織規模の拡大はステージ移行の必要条件とはならない。 
 

図表３－１：Miller and Friesen（1984）のOLC ステージの分類基準 
OLC ステージ 分類基準 

誕生期 創業から 10 年未満，非公式な組織構造，オーナー経営者の支配 
成長期 売上高成長率 15％以上，機能的な組織構造，方針の形式化の萌芽 
成熟期 売上高成長率 15％未満，より官僚的な組織 

再生期 
売上高成長率 15％以上，製品構成の多角化，部門化，コントロールと計画

システムの精緻化 
衰退期 製品需要の低下，製品イノベーションの停滞，利益率の低下 

出所：Miller and Friesen（1984, 1166） 
 

Miller and Friesen（1984）のOLC ステージの分類手順は，つぎのとおりである。 
 
① 分類基準（図表３－１）に基づき，研究者１名が企業のOLC ステージを１社ずつ分類する。 
② 研究者２名の分類結果を突合し，結果が同じであれば採用，異なれば除外する。 
③ 各企業の外部環境や企業戦略，組織構造などについての質問票調査に基づく 54 の質問項目の分散分

析の結果，OLC ステージ間で多くの質問項目で有意差が確認されたため，モデルの有効性が実証さ

れたと主張している。 
 
このように，Miller and Friesen（1984）では，OLC ステージの分類基準は目安であり，２名の研究者の判断

を突合することで信頼性確保を試みており，分類後の統計的分析により，OLC モデルの有効性を検証している。 
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2.3. OLCモデルを援用した管理会計研究における OLCステージの分類方法 

 Miller and Friesen（1984）以降，彼らのOLC モデルを援用した管理会計研究では，様々な方法でOLC ステー

ジを分類してきた。 
まず，Miller and Friesen（1984）の質問項目を用い，クラスター分析によって分類する方法である（Moores and 

Yuen 2001; Su et al. 2015a, b）。つまり，Miller and Friesen（1984）が分類結果の検証に用いた分析を，分類に用い

たものである。Su et al.（2015a, b）では，質問項目を 54 個から 38 個に絞っている。 
つぎに，質問票回答者が自社のOLC ステージを選択する方法である（Auzair and Langfield-Smith 2005; Janke et 

al. 2014; Kallunki and Silvola 2008; Silvola, 2008）。回答者の主観による選択の根拠が不明な分類方法であるが，

Miller and Friesen（1984）同様に，事後的にOLC ステージ間の質問項目の差異を検証している。また，これら

の研究では十分な数の「衰退期」サンプルを確保できておらず，回答者が自社を「衰退」と評価する抵抗感が

推察されている。 
つづいて，特定の企業への定性調査研究（Collier 2005; Granlund and Taipaleenmäki 2005）や特定のOLC ステ

ージを対象とした定量調査研究（Davila 2005）でも，Miller and Friesen（1984）と同様の方法で分類している。  
ほかにも，業界平均と比較した企業業績と，質問票調査の分権化に関する質問項目を組み合わせて分類する

方法（福島 2011）や，質問票調査で回答者が業績推移を評価し，その回答に基づいて分類する方法がある（森 
2017）。 
以上のように，海外の研究では質問票調査に基づく分類方法であるが，日本の研究（福島 2011; 森 2017）

では，財務情報などの客観的基準も併用している。 
  

2.4. Miller and Friesen（1984）の OLCモデルの限界と対策 

Miller and Friesen（1984）のOLC モデルの限界と対策について整理する。 
第１に，OLC 前期で成長が鈍化する企業が考慮されていない。つまり，家族経営や少人数で経営を続ける企

業や，十分に規模を拡大する前に成長が停滞や衰退したり，倒産に至る企業は想定されていない。そのため，

これらの企業も分析対象とする場合には， Miller and Friesen（1984）OLC モデルを「ひな形」として，OLC 前

期にも成熟期，停滞期，衰退期を追加する必要がある。 
第２に，「売上高成長率 15％」という分類基準（図表３－１）の設定根拠が不明である。今日，売上高成長

率 15％を継続している企業は少なく，多くの企業が成長期や再生期に分類されなくなってしまう。そのため，

研究目的や分析対象に応じて，現実的な基準値を設ける必要がある。 
第３に，「再生期」の呼称と，概念および分類基準との不整合である。「再生」とは，それ以前の「成熟」や

「衰退」状態を乗り越えていることを想定した呼称である。しかしながら，Miller and Friesen (1984) における

再生期は，図表３－１の分類基準からも，製品構成や組織，経営管理上の特徴と一定程度以上の成長状態が想

定されているだけである。そのため，「再生」期は，それ以前に停滞や衰退を経験していることを定量的に測定

するか，分類基準に合わせた大規模成長企業にふさわしい呼称に変更するかといった修正が必要である。 
第４に，M&A（企業・事業の合併・買収）があると，分類が困難である。Miller and Friesen（1984）に限ら

ず，OLC モデル共通の限界であるが，事業環境や組織構造，企業業績などの経年変化から OLC ステージを特

定する研究アプローチにとって，分類基準の数値が劇的に変化するM&A 直後の企業を分類することは難しい。

そのため，分析対象からの除外も含めて，個別の判断が必要であろう。 
 

2.5. その他の留意点 

Mille and Friesen（1984）のOLC モデルからの修正以外にも，OLC ステージの分類には，つぎのような留意

点がある。 
第１に，OLC ステージの分類基準として，単年度の業績指標のみを用いるべきではない。Greiner（1972）以

降のOLC モデルでは，企業の一定期間の状況に基づき，OLC ステージを分類することを前提としており，Mille 
and Friesen（1984）も同様である。質問票調査の際にも，企業の一定期間の状況を問うことが重要である。 
第２に，OLC ステージの分類基準の設定根拠や分類作業手順，判断のプロセスを，できるだけ明示すべきで
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ある。OLC ステージの分類には，ある程度，恣意的な判断を要するとしても，後に，他の研究者が検証可能な

情報開示をすることが，研究の進展のためには欠かせない。 
第３に，リーマンショックのような多大な影響をおよぼす経済的事象の考慮である。企業業績の推移を観察

する上で，そうした事象の影響を念頭に置いておく必要がある。 
 
 

３ Dickinson（2011）における OLC モデル 

 
本節では，Dickinson（2011）の提唱したOLC モデル構築の経緯，OLC モデルの特徴とOLC ステージの分類，

OLC モデルを援用した財務会計研究におけるOLC ステージの分類方法，Dickinson（2011）のOLC モデルの限

界と対策について述べる。 
 

3.1. Dickinson（2011）の OLCモデル構築の経緯 

 Dickinson（2011）は，Anthony and Ramesh（1992）のOLC モデルのコンセプトに基づき，「導入期（introduction）」，
「成長期（growth）」，「成熟期（mature）」，「変動期（shake-out）」，「衰退期（decline）」の５つの OLC ステージ

に分類した 81。 
ただし，分類基準はAnthony and Ramesh（1992）には依拠していない。Anthony and Ramesh（1992）は，配

当性向，売上高成長率，資本的支出，企業年齢の４つの指標を分類基準とした。このように，Dickinson（2011）
以前の研究では，企業年齢を OLC ステージの分類基準に用いることが多かったが，Dickinson（2011）は，企

業年齢が同じでも異なるスピードで OLC ステージを移行する可能性があるため，企業年齢や組織規模を分類

基準に含めることに否定的であり，キャッシュフロー情報を分類基準とした（Faff et al. 2016; Habib and Hasan 
2019）。 

Anthony and Ramesh（1992）の頃には，キャッシュフロー計算書の開示義務がなかったが，今日ではキャッ

シュフロー情報も入手可能であることも，分類基準の発展に貢献している。 
 そこで， Dickinson（2011）は，営業キャッシュフロー，投資キャッシュフロー，財務キャッシュフローの

プラス／マイナスを分類基準とした。 
 
3.2. Dickinson（2011）の OLC モデルの特徴と OLC ステージの分類 
 Dickinson（2011）の OLC モデルのひとつの特徴は，キャッシュフローの増減パターンのみに基づいて，

各OLC ステージを分類する点である。Miller and Friesen（1984）のOLC モデルでは，OLC ステージの分類基

準は目安に過ぎず，彼らのモデルを援用した経験的研究では様々な分類方法が用いられてきた。一方， 
Dickinson（2011）では，Gort and Klepper（1982）の製品ライフサイクル・ステージに基づき，５つのOLC ス

テージを提示したうえで，キャッシュフローの増減パターンを分類基準とすることを明確に示している。 
Dickinson（2011）は，営業，投資，財務の各キャッシュフローがそれぞれ収益性に影響を与えるという見解

（Livnat and Zarowin 1990）に依拠し，その影響から企業の利益率，成長性，リスクなどを捕捉できるとして，

各キャッシュフローの増減パターンによる分類基準を提唱している（図表３－２）。 
もうひとつの特徴は，製品ライフサイクルとOLC を明確に区別している点である。製品ライフサイクルは，

誕生から衰退まで逐次的にステージが移行する一方，企業は複数の製品や事業のポートフォリオで構成される

ことから，OLC では多様なステージ移行が起こり得ることを認識している。 
くわえて，Dickinson（2011）も，Miller and Friesen（1984）と同様に，OLC モデルの有効性を検証している。

1 株当たり利益，正味営業資産利益率，売上高成長率，データベース掲載後の企業年齢について，５つのOLC
ステージごとに比較を行い，Anthony and Ramesh（1992）のOLC モデルよりも製品ライフサイクル・ステージ

 
81 Anthony and Ramesh（1992）のモデルは，OLC ステージ間の財務情報の違いを分析する財務会計研究を中心に用いられてきた

（Black 1998; 須田・渡辺 2010; 楠 2012 等）。 
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理論に適合的であるとしている。 
 

図表３－２：Dickinson（2011）のOLC ステージの分類基準 

 
1 

誕生期 
2 

成長期 
3 

成熟期 
4 

変動期 
5 

変動期 
6 

変動期 
7 

衰退期 
8 

衰退期 
営業CF － ＋ ＋ － ＋ ＋ － － 
投資CF － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ 
財務CF ＋ ＋ － － ＋ － ＋ － 

出所：Dickinson（2011, 1974） 
 

3.3. OLCモデルを援用した財務会計研究における OLCステージの分類方法 

 Dickinson（2011）の OLC モデルを援用した実証研究では，OLC ステージの分類基準は財務情報が中心であ

る。それらは，株式発行数，負債，保有現金（Faff et al. 2016），CSR（Corporate Social Responsibility）スコア（Hasan 
and Habib 2017），組織資本（Hasan and Cheung 2018），財務報告における保守性の程度（Hansen et al. 2018），収

益および収益予測と市場価値との関連性（Dickinson et al. 2018），リスクテイクの程度（Shahzad et al. 2019）な

どであった。 
 

3.4. Dickinson（2011）の OLCモデルの限界と対策 

Dickinson（2011）のOLC モデルの限界と対策について整理する。 
第１に，キャッシュフロー情報のみを分類基準とすることは，簡便で入手は容易であるが，それ以上の理論

的優位性が明確ではない。Dickinson（2011）は，業績指標や企業年齢を分類基準とすることを否定しながら，

自身が提唱したOLC モデルの有効性を検証するために，これらの基準を用いている。Faff et al.（2016）では，

（データベース掲載後の）企業年齢，総資産に対する内部留保率，EBIT（Earnings Before Interest and Taxes：利

払前税引前利益），資産増加率によるMLDA（Multiclass linear discriminant analysis）からOLC ステージを分類し，

Dickinson（2011）の分類方法を援用した場合とおおむね同様の分析結果を得ている。 
そのため，MLDA を併用した分析などのロバストチェックをおこなうことが望ましい。Faff et al.（2016）の

MLDA による分類や，Esqueda and O’Connor（2020）では売上高成長率なども利用されている。 
 第２に，単年度のキャッシュフローの増減のみに基づく OLC ステージ分類は，本来的に複数年度の傾向を

観察すべきOLC 研究において適当とはいえない。Dickinson（2011）のOLC ステージの移行についての分析か

らも，１年後も同じステージに留まる割合は，成熟期の 60.13%が最大であり，衰退期は 27.81%，変動期は 18.41%
となっており，OLC ステージ分類が単年度の傾向を示しているに過ぎない懸念が残る。 
そのため，キャッシュフロー情報による明確で簡便な分類方法であることをメリットとし，OLC ステージ分

類はあくまでも単年度の企業の状態を表すものと受け止める割り切りが必要であろう。 
 
 

４ むすび 

 
本章の研究目的は，第１に，管理会計研究における適合的なOLC モデルを，第２に，適合的なOLC ステー

ジの分類方法や分類基準についても明らかにすることであった。 
これらの目的のために，管理会計研究で多用されてきたMiller and Friesen（1984）のOLC モデルと，隣接科

学領域である財務会計研究で多用されてきたDickinson（2011）のOLC モデルを取り上げ，OLC モデル構築の

経緯，分類方法の特徴や限界，対策，OLC モデルを援用した研究の概要などを調査した。 
その結果，第１の目的について，管理会計研究にはMiller and Friesen（1984）のOLC モデルが適合的である

といえよう。Miller and Friesen（1984）のOLC モデルは，OLC ステージを中長期的な組織の状態として捉える

研究に適合的である一方，Dickinson（2011）の OLC モデルは，OLC ステージを一時的な（年度の）財務状態
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として捉える研究に適合的である。 
この結論は過去のOLC モデルを援用した研究の傾向と符合するものではあるが，これまではOLC モデルの

選択根拠について，十分に示されることはなかった。 
第２の目的について，Miller and Friesen（1984）のOLC モデルはあくまでもひな形であり，研究目的や研究

対象に応じて，様々な修正の必要性やその他の留意点があることを指摘し（第２節），Dickinson（2011）のOLC
モデルは，一時的な財務状態に基づく分類であることを前提とし，補完的な分析手法を併用して，分類結果の

頑健性を高めることの重要性を示した（第３節）。 
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第 4 章 管理会計研究のための組織ライフサイクルモデル 

－提示と実証的検討－ 
 
 

１ はじめに 

 
2000 年代に入り，Miller and Friesen（1984）のOLC（Organizational Life-Cycle : 組織ライフサイクル）モデル

を用いた研究が進展してきた。それらは，各OLCステージの企業における管理会計システムへの依存度（Moores 
and Yuen, 2001），活動基準原価計算の利用度（Kallunki and Silvola, 2008），診断型コントロール・システムやイ

ンタラクティブ・コントロール・システムといったコントロール・レバー（Simons, 1995）の利用度や組織業績

への影響（Su et al., 2015a; 福島，2011）などを探究する研究である。 
一方，Miller and Friesen（1984）のOLC モデルには，概念上の限界や，OLC ステージの分類方法に検討の余

地がある。具体的には，規模が十分に拡大する前に成長が鈍化する企業を想定していないこと，財務指標によ

る OLC ステージ分類を実証的に検討していないこと，OLC ステージの名称に再考の余地があるといった課題

である（森，2020）。 
そこで，本研究の目的は，管理会計研究のための OLC モデルを提示し，OLC ステージごとの管理会計実践

の違いを実証的に確認することである。この目的のために，Miller and Friesen（1984）のモデルをひな形とし，

各OLC ステージの名称と概念定義，ステージの分類基準ならびに再現可能な手続きによる OLC ステージの分

類方法の提示，OLC ステージ間での管理会計実践の差異について質問票調査データに基づく実証的分析を実施

する。 
 本論文の構成は，下記のとおりである。第２節では，Miller and Friesen（1984）のOLC モデルと一連の実証

研究を回顧し，本研究の研究背景を示す。第３節では，研究方法を示す。第４節では，管理会計研究のための

OLC モデルについて，各 OLC ステージの概念と分類方法を提示し，財務データと照合し，提示モデルを修正

する。第５節では，実際に分析対象企業の OLC ステージを分類し，OLC ステージごとの管理会計実践の差異

を確認する。また，質問票調査データに基づき，過去の OLC ステージ分類研究と比較する。第６節では，本

研究の総括をおこない，将来の研究可能性を議論する。 
 
 

２ 研究背景 

 
Miller and Friesen（1984）のOLC モデルは，「誕生期」（birth），「成長期」（growth），「成熟期」（maturity），「再

生期」（revival），「衰退期」（decline）の５つのステージから構成され，組織戦略・構造に関する質問票調査に

基づく定量分析から，OLC ステージ間での一定の統計的有意差が確認されている。この OLC モデルは，それ

以前の研究を統合したもので，Moores and Yuen（2001）が管理会計研究に援用し，その後，管理会計システム

の利用度やマネジメント・コントロールの効果に関する研究で用いられてきた（Auzair and Langfield-Smith, 2005; 
Janke et al., 2014; Kallunki and Silvola, 2008; Silvola, 2008; Su et al., 2015a, b; 福島，2011; 森，2017）。 
この OLC モデルは，組織規模と成長率により，OLC ステージを分類する。OLC ステージは前期（誕生期，

成長期）と後期（成熟期，再生期，衰退期）に分けられ，組織規模の拡大により前期から後期へ移行する。前

期のうち，誕生期は創業直後の小規模企業，成長期は組織規模が拡大し，組織構造化が始まる初期段階の企業

が該当する。後期では，組織規模はステージの分類基準とはならず，成長率によって，再生期，成熟期，衰退

期に分類される。 
 Miller and Friesen（1984）のOLC モデルには，いくつかの限界を指摘できる。第１に，OLC 前期で成長が鈍

化する企業を考慮していない。組織の成長段階モデル（Lippitt and Schmidt, 1967; Greiner, 1972）を反映した過去

の研究を統合したため，このステージでの成長の鈍化や衰退は考慮されていない。組織の衰退や消滅を考慮し
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た Adizes（1979）でも，組織成長を経験した後の衰退期を最終ステージと位置づけている。そのため，前期で

成長が鈍化する企業を含めたOLC モデルの修正が必要である。 
 第２に，OLC ステージ分類基準の設定根拠が不明である。Miller and Friesen（1984）では，図表４－１に示

した分類基準にしたがい，複数の研究者が各企業のOLC ステージ分類をおこない，その結果を突合して，OLC
ステージを最終決定している。「売上高成長率 15％」などの分類基準の設定根拠について十分な説明はなく，

当時と現在とでは企業を取り巻く競争環境も異なるため，分類基準の再検討・設定が必要である。 
 第３に，「再生期」（revival）の呼称と，概念および分類基準との不整合である。「再生」とは，それ以前の「成

熟」や「衰退」状態を乗り越えていることを想定した呼称である。しかしながら，Miller and Friesen（1984）に

おける再生期は，図表１の分類基準からも，単に一定程度以上の成長状態が想定されているだけである。その

ため，概念や分類基準に合わせて大規模成長企業にふさわしい呼称に変更するか，「再生」概念を再定義する必

要がある。 
 以上より，管理会計研究に Miller and Friesen（1984）のOLC モデルを援用する際には，上記の点についての

検討・修正が必要であると考える。 
 
 

３ 研究方法 

 
本研究の目的は，管理会計研究のための OLC モデルを提示し，OLC ステージごとの管理会計実践の違いを

実証的に確認することであった。 
そこでまず，Miller and Friesen（1984）のOLC モデルを修正し，管理会計研究のためのOLC モデル（概念と

分類方法）を提示する（4.1 節と 4.2 節）。 
つぎに，財務データと照合しながら，提示した OLC モデルを修正する（4.3 節）。財務データの抽出には，

日本経済新聞社の日経バリューサーチを用いた。このデータベースでは，企業の上場後の売上高（一部企業で

は，上場前の情報もあり）を一括して抽出でき，自動的にその推移のグラフも出力されるため，中長期的な売

上高の推移に着目する本研究の分析に適する情報を得られた。 
つづいて，OLC ステージごとの管理会計実践の違いを分析する（５節）。この分析には，管理会計実践に関

する郵送質問票調査のデータおよび公表財務データを用いる。郵送質問票調査は，2019 年に国内上場企業（東

証一部・二部，JASDAQ，マザーズ，名証一部・二部，セントレックス，福証，札証）を対象に実施し，377
社（製造業 152 社，非製造業 225 社）から有効回答を得た（5.2 節）。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図表４－１ Miller and Friesen（1984）における OLCステージの分類基準 

OLC ステージ 分類基準 
誕生期 創業から 10 年未満，非公式な構造，オーナー経営者の支配 
成長期 売上高成長率 15％以上，機能的な組織構造，方針の形式化の萌芽 
成熟期 売上高成長率 15％未満，より官僚的な組織 

再生期 
売上高成長率 15％以上，製品構成の多角化，部門化，コントロールと計画

システムの精緻化 
衰退期 製品需要の低下，製品イノベーションの停滞，利益率の低下 

出所：Miller and Friesen（1984, p.1166) 
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４ 管理会計研究のための OLCモデルの提示 

 

4.1．OLCステージ概念の整理と分類方法の提示 

まずは，OLC モデルを構成するOLC ステージを概念定義する。 
第１に，Miller and Friesen（1984）の「成長期」，「再生期」，「停滞期」，「衰退期」の４つのOLC ステージを，

成長率に応じて，「成長期か再生期」「停滞期」「衰退期」に３区分し，「成長期」と「再生期」の区分について

は，過去に停滞・衰退経験があれば「再生期」とする。 
第２に，組織規模が管理会計実務におよぼす影響は無視できないため，組織規模の小さな企業群を「前期」，

大きな企業群を「後期」とする。Miller and Friesen（1984）では，「誕生期」から「成長期」へと規模が順調に

拡大することを前提としていたが，実際には，「前期」に「停滞・衰退」する企業もある。 
第３に，Miller and Friesen（1984）のOLC モデルから「誕生期」を除く。Miller and Friesen（1984）のOLC

モデルの中で，誕生期は企業の組織構造化が始まる前段階であり，管理会計研究の対象とはなりにくい。誕生

期の次ステージとなる成長期の企業においてさえ，経営者などによる属人的なマネジメントがおこなわれてお

り，管理会計システムの利用はごく初期の段階にあることが指摘されている（Collier 2005）。 
 

図表４－２ 本研究の分類方法に基づく OLCモデル 

 

成長率（と衰退・停滞経験）による分類 
高成長 

低成長 
マイナス 
成長 

停滞・衰退 
経験なし 

停滞・衰退 
経験あり 

組織規模 中小 前期 
成長期 再生期 停滞期 衰退期 

による分類 大 後期 
       

 
以上より，成長率に過去の停滞・衰退経験を加味した４区分（成長，再生，停滞，衰退）と企業規模による

２区分（前期，後期）を組み合わせた分類方法を提示する（図表４－２）。つまり，「前期成長期」（early-growth），
「前期再生期」（early-revival），「前期停滞期」（early-stagnant），「前期衰退期」（early-decline），「後期成長期」

（late-growth），「後期再生期」（late-revival），「後期停滞期」（late-stagnant），「後期衰退期」（late-decline）である。 
 
 

4.2．OLCステージ分類基準（指標と数値）の提示 

つぎに，OLC ステージの分類基準を提示する。 
 分類指標は，組織規模と成長率を表す代表的指標として，売上高を基礎とする。売上高はこれまでの OLC
モデルでも重視されてきた。上場企業であれば過去データも入手可能であり，一定期間の事業の状況を分析す

るうえでも適した指標であると考えた。 
 もちろん，売上高以外にも，先行研究においてOLC ステージ分類に利用されてきた多くの財務指標がある。

例えば，楠（2012，2013，2014，2015，2016）では，投資金額，留保利益率，配当性向，営業キャッシュフロ

ー，財務キャッシュフロー，投資キャッシュフローなどを基準に，OLC ステージを分類している。ただし，本

研究では管理会計研究のための OLC ステージ分類を意図しているため，様々な意思決定行動と関わりの深い

指標ではなく，あえてシンプルに売上高に基づく分類を提唱する。利益関連指標については，Miller and Friesen
（1984）でも分類指標のひとつであったが，将来の事業拡大に向けた投資をすればマイナスに働いたり，会計

的に操作可能な部分も多く（名和， 2016），必ずしも事業実態や成長性と符合しない状況も想定されるため，

採用しない。 
 具体的には，組織規模は，直近の売上高を分類指標とする。国内上場企業を対象に分析する本研究では，200
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億円を基準値とし，「前期」と「後期」に区分する。Miller and Friesen（1984）およびそのOLC モデルを援用し

た管理会計研究でも，売上高基準の設定根拠が明確に示されておらず，200 億円はあくまでも相対的基準であ

り，個々の研究目的や調査対象に応じて，変わるものと考えている。国内上場企業のうち，売上高 200 億円以

上（2018 年度決算）に該当するのは，東証一部の約 75％，東証二部の約 40%，JASDAQ の約 30％の企業であ

り，本研究では，分析対象企業をおおむね二分する水準とした。 
成長率は，10 年間のCAGR（Compound Annual Growth Rate : 売上高平均成長率）を分類指標とし，３%以上

を「成長・再生期」，０%以上３%未満を「停滞期」，０%未満を「衰退期」とする。単年度の売上高だけでは，

M&A（企業・事業の合併・買収）や経済危機などの一時的要因の影響を受けるため，一定期間の業績推移を反

映するCAGR も併用すべきであると考えた。 
 CAGR は 10 年なのか，20 年なのかという議論はありえよう。Miller and Friesen（1984）では，財務データや

各種資料から１社ずつ事業状況を吟味し，OLC ステージを分類したが，１つのステージの期間は最短で 18 カ

月，最長で 20 年であった。Miller and Friesen（1984）の分析も参考に，M&A や経済危機など，財務業績への短

期的かつ大きな影響要因を緩和し，業績トレンドを特徴づけるには，今日では 10 年程度が妥当ではないかと考

えた。 
 ただし，CAGR だけでは十分ではない。CAGR は，最初と最後の年の売上高からその期間の平均値を算出す

るため，期間内の売上高の変動を無視しており，その間の売上高推移を１社ごとに確認する必要がある。例え

ば，停滞・衰退基調にあったが直近の数年に業績回復した企業（U 字やV 字型などの売上推移）や，成長基調

にあったが直近の数年に業績悪化した企業（逆 U 字や逆 V 型などの売上推移）を，CAGR だけでは適切に分

類できない。 
 そこで，10 年CAGR に加えて，直近の増減収状況を加味する。具体的には，10 年CAGR からは「停滞・衰

退期」に見えても，「直近３期連続増収」の場合は「成長・再生期」に，逆に，10 年CAGR からは「成長・再

生期」に見えても，「直近３期連続減収」や「直近３期大幅減収」の場合は「停滞・衰退期」とする。この場合

の「停滞期」と「衰退期」の区分は非常に困難であり，落ち込みの期間，程度などを，総合的に判断する。 
加えて，成長期と再生期とを区別する基準も必要である。過去に，停滞や衰退の経験があれば「再生期」，な

ければ成長が続いており「成長期」とする。「停滞・衰退経験」とは，具体的には，「連続減収３期以上」もし

くは「連続する 10 期のうち減収が５回以上」とする。過去の停滞・衰退経験を調べる期間は，過去 20 年程度

まで遡るか，創業以来（データが入手可能な限り）の全期間とするか，議論となりうる点であろうが，ひとま

ず全期間とする。  
以上の分類基準をまとめ，具体的な分類手順を示したものが，図表４－３のチャートである。 

 

10 年CAGR 
３％以上 

直近３期 
連続減収 or 
大幅減収 

停滞・衰退 
経験 

直近３期 
連続増収 

No 

Yes 
再生期 

成長期 

Yes 

No 

Yes 

No 

10 年CAGR 
０％以上 

衰退期 

停滞期 

No 

Yes 

No 

Yes 

注）さらに，直近の売上高 200 億円を基準値とし，それ未満を「前期」，それ以上を「後期」に区分する。 

図表４－３ OLCステージの分類チャート 
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4.3．OLCステージ分類と売上高推移の適合性の確認 

提示した OLC モデルの妥当性を確認し，分類方法を修正するため，上場企業 377 社（詳細は次節）を対象

として，データを入手可能な時期（長寿企業だと 1960 年代）からの売上高の推移と比較し，必要に応じて，

M&A などの事業の状況を確認する。 
まず，CAGR 算出に先立ち，決算日変更の調整のため，当該企業年度の売上高を 12 ヶ月分へと修正した。 
つぎに，売上高の推移とグラフを確認しながら，提示した OLC ステージ分類が適切かを共同研究者が分担

して確認し，適切ではない，もしくは判断に迷うものは保留し，共同研究者全員による再検討の対象とした。

なお，すべての対象企業の分類について，ダブルチェックを実施した。 
その結果，M&A や新規上場などのため，CAGR の期間が 10 年未満の企業（52 社）は，その期間でのCAGR

に基づき分析することとすれば，OLC モデルによる分類に再検討を要した企業は 32 社（製造業：152 社中９

社，非製造業：225 社中 23 社）であった。 
すなわち，前節で提示した分類方法で，377 社のうち 345 社，91.5%の企業を，ある程度客観的に分類できた。 
再検討となった企業の売上高推移のグラフを例示しよう。グラフの横軸は決算年度を，縦軸は売上高，各点

が各会計年度の売上高である。 
A 社（図表４－４）は，10 年CAGR が 4.40％と成長基調であったが，直近３期の大幅減収のため，「停滞期」

とする。 
B 社（図表４－５）は，10 年CAGR が 0.00％未満であるが，直近４期が連続増収であり，「成長期」とする。

このような売上高推移が W 型や，逆の M 型，さらにはジグザグ型の企業もあり，これらのタイプの企業の分

類が最も困難であった。 
C 社（図表４－６）は，10 年CAGR が 2.94％であり，直近の連続増収も２期にとどまることから，分類基準

に照らせば，「停滞期」に分類される。ただし 2010 年３月期を底として売上高が反転しており，９年CAGR は

5.29％であった。そこで，10 年 CAGR よりも９年 CAGR の方がより企業の実態を反映していると考え，９年

CAGR を採用し，「成長期」へと分類を修正した。 
同様に，10 年に固執せず，CAGR の期間に幅をもたせることで，多くの要検討企業の分類の判断が容易にな

った。調査のタイミングから 10 年 CAGR の起点は 2009 年３月期で，2008 年秋のリーマンショックの影響が

甚大な企業も多いことから，２年程度は前後させて，適切な業績トレンドを把握するように努めた。 
D 社（図表４－７）は，2013 年上場のため，直近５期の業績しか確認できず，４年 CAGR は 24.7％である

が，２期の連続減収もあり，OLC ステージ分類は困難と判断し，分析から除外した。 
また，「停滞・衰退経験」について，「連続減収３期以上」もしくは「連続する 10 期のうち減収が５回以上」

とし，おおむねこの基準で分類できたが，１社のみ，「11 期前からの連続する５期のうち４期減少」があり，

協議の上，類似事例と判断し，「停滞・衰退経験あり」とした。 
さらに，再生基調を判断する際に，過去の最高売上高に対する回復度合いを考慮すべきだろうかという議論

もあったが，回復程度よりも成長率や連続性を重視した。M&A などを通じて企業規模が変動することもあり，

数十年前の最高売上高を回復していなくても，近年 10 年の再生基調を評価することとした。 
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図表４－４ A社の売上高推移 図表４－５ B社の売上高推移 

図表４－６ C社の売上高推移 図表４－７ D社の売上高推移 

分類基準の運用上の修正 
・CAGR は，10 年に固執せず，適当であれば２年程度，前後させて判断する。 
・停滞・衰退経験には，他のパターンも想定されるため，協議の上，判断する。 
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５ 提示した OLCモデルの検証 

 

前節で提示したOLC モデルについて，実際に分析対象企業のOLC ステージを分類し，OLC ステージごとの

管理会計実践の差異を確認する。また，質問票調査データに基づき，過去の OLC ステージ分類研究と比較す

る。 
 

5.1．分類方法 

第１の分析では，OLC ステージ間での管理会計実践の差異について実証的分析を実施する。一定程度の差異

が確認されれば，本研究で提示したOLC モデルに意義があると考えている。 
質問票調査データを用い，一元配置分散分析および多重比較（Tukey 法）による差の検定をおこなった。管理

会計実践に関する質問項目数は 127 で，具体的な管理会計手法の利用の有無（２択），それらの利用度や効果（７

点尺度）を測定した。 
第２の分析では，OLC モデルを援用した過去の研究と比較する。Miller and Friesen（1984）が提示し，Su et al.

（2015a, b）で利用されたOLC ステージ分類のための組織環境に関する 27 の質問項目についても，質問票調査

データを用いて一元配置分散分析をおこなった。 
 

5.2．サンプル 

2019 年１月に国内全上場企業 3,738 社に対する郵送質問票調査（詳細は，吉田他（2019），吉田・岩澤（2019））
により回答を得た 377 社（製造業 152 社，非製造業 225 社）のデータを利用し，前節の OLC ステージ分類の

結果，除外となった１社（D 社，図表４－７）を除く 376 社を対象とした。 
なお，「成長」，「再生」，「停滞」，「衰退」の４分類に，「前期」，「後期」を組み合わせると，８つのステージ

区分となり，比較するには多過ぎるため，「成長期」と「再生期」，「停滞期」と「衰退期」を統合し，本節の分

析では，それぞれ「成長期」，「停滞期」とし，「前期」，「後期」の区分と組み合わせる 1)。先行研究においても，

成熟期と衰退期を区分せずに同一のステージとして扱ったほうがモデルの適合度が上がるという指摘もある

（Drazin and Kazanjian, 1990; 福島，2011）。 
OLC ステージごとのサンプル数は，「前期成長期」78 社（製造業 17 社，非製造業 61 社），「前期停滞期」58

社（製造業 28 社，非製造業 30 社），「後期成長期」132 社（製造業 56 社，非製造業 76 社），「後期停滞期」108
社（製造業 51 社，非製造業 57 社）である。 
 

5.3．分析結果 

第１の分析について，まず，一元配置分散分析の結果は，図表５－８のとおりである。管理会計実践に関す

る 127 項目のうち 32 項目で，統計的な有意差が確認された（p<0.05，両側）。特に，利益計画策定手法の利用

度，設備投資案件の経済性評価手法の利用，事業業績指標の重視度，予算・業務計画の策定，原価管理の実践，

MPC（Micro-Profit Center：ミニ・プロフィットセンター）の実践などで，OLC ステージ間に有意差があること

が確認された。 
 
 
 
 

 
1) 「前期」，「後期」の分類はせずに，「成長期」，「再生期」，「停滞期」，「衰退期」の４つのステージ間で，後述する分析を実施し

てみたが，各質問項目での有意差があまり確認されなかった。具体的には，一元配置分散分析において，管理会計実践に関する

10 項目，組織環境に関する 10 項目で有意差が確認されるにとどまった。 
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図表５－８ 管理会計実践に関する項目の一元配置分散分析（全サンプル） 

 全体 EG ES LG LS F p 

本社経理部門の会計教務の重視度        

財務会計 6.43 6.32 6.19 6.51 6.56 2.844 0.038 

予算管理 5.81 5.82 5.24 5.95 5.92 4.731 0.003 

原価・費用管理 5.40 5.36 5.34 5.41 5.44 0.095 0.963 

事業経理担当の設置 0.35 0.18 0.22 0.43 0.43 7.055 0.000 

利益計画策定手法の利用度        

見積財務諸表 5.43 5.56 4.69 5.55 5.59 3.853 0.010 

製品・商品ポートフォリオ 3.54 2.90 3.12 3.98 3.68 8.234 0.000 

SWOT 分析 3.90 3.68 3.33 4.10 4.13 3.925 0.009 

CVP 分析 3.86 3.88 3.58 3.95 3.88 0.520 0.669 

原価企画 4.77 4.53 4.43 4.79 5.12 2.360 0.071 

設備投資案件の経済性評価手法の利用        

手法利用なし 0.25 0.49 0.32 0.16 0.17 12.399 0.000 

回収期間法 0.61 0.41 0.59 0.66 0.71 6.447 0.000 

正味現在価値法 0.21 0.08 0.10 0.30 0.25 7.131 0.000 

内部利益率法 0.12 0.05 0.07 0.15 0.17 2.794 0.040 
会計的利益率法や投資利益率法 0.26 0.18 0.28 0.31 0.26 1.484 0.218 

事業業績指標の重視度        

財務指標 6.01 6.22 5.67 5.96 6.08 2.604 0.052 

顧客関連指標 4.19 4.08 3.91 4.52 4.01 3.056 0.028 

業務プロセス関連指標 3.60 3.25 3.40 3.83 3.67 3.070 0.028 

事業戦略と業績指標の関連性        

戦略と業績目標の略整合性 4.90 4.43 4.45 5.20 5.10 7.663 0.000 

財務・非財務目標の関連図作成 2.43 2.20 1.98 2.80 2.40 4.881 0.002 

期首業績目標の常時達成 3.11 3.06 2.78 3.49 2.86 7.965 0.000 
EG：前期成長期，ES：前期停滞期，LG：後期成長期，LS：後期停滞期。 
p＜0.05 の質問項目を太字，関連する質問項目（p＞0.05 のものを含む）もあわせて，７点尺度の得点平均値と

有意水準を記載した。なお，例外として，手法の「利用」と「手法利用なし」はダミー変数である。 
以下の図表も同様である。 
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図表５－８（つづき） 管理会計実践に関する項目の一元配置分散分析（全サンプル） 

 全体 EG ES LG LS F p 

事業業績と金銭的報酬の関連性        

事業部門長 4.43 4.27 4.02 4.56 4.63 3.619 0.013 

ミドルマネジャー 3.98 3.85 3.64 4.06 4.18 2.738 0.043 
ロワーマネジャー 3.53 3.41 3.24 3.62 3.64 1.651 0.177 

一般従業員 3.27 3.27 3.07 3.36 3.27 0.651 0.583 

予算管理        
予算目標の変更なし 3.61 3.06 3.53 3.70 3.92 3.082 0.027 
実行プランの継続的見直し 4.73 4.63 4.33 4.89 4.84 2.050 0.106 

予算・業務計画        
予算目標設定プロセスへのミドルマネジャ

ーの十分な参加 
5.00 4.51 4.72 5.19 5.26 6.098 0.000 

業務目標設定プロセスへのミドルマネジャ

ーの十分な参加 
5.04 4.71 4.52 5.27 5.27 6.791 0.000 

予算目標の個人への割り当て 3.71 3.87 3.36 3.86 3.60 1.465 0.224 

具体的な業務目標の個人への割り当て 4.26 4.19 3.76 4.58 4.20 3.693 0.012 

予算管理の問題点        
予算編成の時間的負担 4.38 3.96 3.93 4.47 4.82 7.671 0.000 
予算の予測機能の不能 3.54 3.28 3.74 3.45 3.72 2.380 0.069 

ﾐﾄﾞﾙﾏﾈｼﾞｬｰの数字合わせ 3.36 3.14 3.10 3.43 3.57 2.502 0.059 

ﾐﾄﾞﾙﾏﾈｼﾞｬｰによる低水準の目標設定 3.54 3.42 3.35 3.65 3.57 0.925 0.429 

標準原価計算の利用 0.41 0.24 0.38 0.46 0.50 4.785 0.003 

直接原価計算        
利用目的：原価・費用算定 5.14 5.97 4.86 5.18 4.73 4.470 0.005 

利用目的：経営管理 5.01 5.88 4.39 5.18 4.58 6.612 0.000 

効果：原価・費用算定 5.31 5.68 4.81 5.44 5.16 2.969 0.034 

効果：経営管理 5.19 5.53 4.76 5.28 5.00 1.846 0.141 
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図表５－８（つづき）管理会計実践に関する項目の一元配置分散分析（全サンプル） 

 全体 EG ES LG LS F p 

配賦計算        
複数配賦基準の利用 0.59 0.51 0.39 0.68 0.64 6.031 0.001 
操業度基準の利用 0.45 0.41 0.53 0.47 0.42 0.868 0.458 

原価企画        
市場価格を反映した目標原価設定 4.53 4.02 4.73 4.61 4.67 2.928 0.034 
発生前の原価・費用予測 4.38 4.23 4.18 4.51 4.45 0.813 0.487 
挑戦的目標原価・費用水準 3.42 3.02 3.33 3.51 3.63 2.074 0.104 
目標原価・費用の常時達成 3.26 3.23 3.25 3.35 3.17 0.340 0.796 
企画・開発・設計担当者の原価・費用見積 4.47 4.73 4.80 4.35 4.27 1.831 0.142 
コンカレント・エンジニアリング 4.46 4.23 4.08 4.67 4.59 2.074 0.104 

原価管理        
適時・理解容易な会計情報開示注） 4.22 4.20 3.73 4.38 4.32 2.911 0.034 
ｱｲﾃﾞｱ創発や業務改善への会計情報利用度 3.35 3.03 2.96 3.63 3.46 5.269 0.001 

MPC        
チームで原価（費用）・利益を自ら計算 4.07 4.46 3.06 4.21 4.02 2.628 0.053 

チームの会計情報を用いた業務改善 4.28 4.38 3.50 4.44 4.30 1.913 0.131 

目的：自発的問題発見と解決 4.93 4.88 4.06 5.08 5.11 3.389 0.020 

目的：利益・顧客志向の徹底 5.01 5.19 4.50 5.12 4.95 1.148 0.332 

目的：従業員のモチベーション向上 4.52 4.46 4.00 4.67 4.57 1.252 0.294 

目的：将来のリーダーの発掘・育成 4.49 4.58 3.81 4.65 4.50 1.755 0.159 

効果：自発的問題発見と解決 4.82 4.50 4.31 4.98 5.00 2.002 0.117 

効果：利益・顧客志向の徹底 4.97 5.12 4.50 4.88 5.13 1.133 0.339 

効果：従業員のモチベーション向上 4.46 4.17 4.17 4.61 4.54 1.145 0.334 

効果：将来のリーダーの発掘・育成 4.47 4.20 3.67 4.61 4.70 2.984 0.034 

注）この２問については，製造業では４問設問し（図表９），非製造業に合わせるため，平均値をとった。 

 

なお，原価計算・管理については，製造業と非製造業で実践内容に違いも想定されるため，製造業サンプル

のみを対象に同様の分析をした。その結果，おおむね有意差を確認できた項目は同じであったが，全サンプル

対象の分析で確認できた直接原価計算の利用における原価算定「目的」の重視度と「効果」，原価企画の「市場

価格を反映した目標原価設定」，MPC の「目的：自発的問題発見・解決」と「効果：将来のリーダーの発掘・

育成」の５項目については確認できなかった。一方，原価企画の「コンカレント・エンジニアリング」と「効

果：製品コンセプトとの実現」，原価管理の「開発設計段階における費用を惜しまない顧客要求品質の実現」，

MPC の「利用」の４項目については，製造業サンプル対象の分析においてのみ有意差が確認された（図表５－

９）。 
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図表５－９ 原価計算・実践に関する項目の一元配置分散分析（製造業サンプル） 

 全体 EG ES LG LS F p 

標準原価計算の利用 0.68 0.35 0.64 0.75 0.75 3.793 0.012 

直接原価計算        
利用目的：製品原価算定 5.03 5.86 4.76 4.94 5.11 0.799 0.498 

利用目的：経営管理 4.83 6.14 4.18 5.17 4.44 3.665 0.016 

効果：製品原価算定 5.30 5.71 4.73 5.48 5.30 1.749 0.165 

効果：経営管理 5.21 6.00 4.73 5.33 5.00 2.159 0.101 

配賦計算        
複数配賦基準の利用 0.61 0.65 0.33 0.64 0.72 4.084 0.008 

操業度基準の利用 0.59 0.41 0.67 0.63 0.58 1.059 0.369 

原価企画        
市場価格を反映した目標原価設定 4.70 4.17 4.57 4.86 4.77 0.930 0.428 

発生前の原価予測 4.57 4.25 4.23 4.93 4.49 1.682 0.175 

挑戦的目標原価水準 3.72 3.25 3.64 3.70 3.89 0.775 0.510 

目標原価の常時達成 3.15 2.92 3.32 3.33 2.98 1.007 0.392 

設計担当者の原価見積 4.13 4.00 4.64 4.07 3.98 1.091 0.356 

コンカレントエンジニアリング 4.76 4.33 3.91 5.19 4.87 4.171 0.008 

効果：製品コンセプトの実現 4.12 4.00 3.95 3.81 4.51 2.798 0.043 

効果：要求品質・機能の実現 4.52 4.25 4.59 4.37 4.70 0.874 0.457 

効果：原価低減 4.97 4.92 4.55 5.05 5.11 1.064 0.367 

原価管理        
開発設計段階における費用を惜しまない顧客

要求品質の実現 
4.19 5.18 3.96 4.11 4.06 3.959 0.009 

開発設計現場への適時・理解容易な会計情報開

示 
3.69 3.65 2.93 3.82 3.98 3.793 0.012 

製造現場への適時・理解容易な会計情報開示 3.93 3.88 3.18 3.96 4.32 3.992 0.009 

開発設計現場での会計情報利用度 3.21 2.71 2.68 3.36 3.53 3.587 0.015 

製造現場での会計情報利用度 3.48 3.00 3.00 3.65 3.73 2.555 0.058 

MPC の利用 0.30 0.06 0.21 0.29 0.45 3.931 0.010 

 

つぎに Tukey 法による多重比較の結果は，図表５－１０のとおりであり，30 項目で，有意差が確認された

（p<0.05，両側）。有意差の多くは，前期ステージよりも後期ステージの得点が高い傾向を示し，組織規模の影

響をうかがわせる。 
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図表５－１０ 管理会計実践に関する項目の Tukey 法による多重比較（全サンプル） 

  OLC ステージ間の有意差 
本社経理部門の会計業務 財務会計重視 前期停滞期 (<) 後期停滞期 

 予算管理重視 前期停滞期 
前期停滞期 
前期停滞期 

< 
<< 
<< 

前期成長期 
後期成長期 
後期停滞期 

事業経理担当の設置  前期成長期 
前期成長期 
前期停滞期 
前期停滞期 

<< 
<< 
< 
< 

後期成長期 
後期停滞期 
後期成長期 
後期停滞期 

利益計画策定手法の利用

度 
見積財務諸表 前期停滞期 

前期停滞期 
前期停滞期 

< 
< 
< 

前期成長期 
後期成長期 
後期停滞期 

 製品・商品ポートフォリオ 前期成長期 
前期成長期 
前期停滞期 

<<< 
< 

<< 

後期成長期 
後期停滞期 
後期成長期 

 SWOT 分析 前期停滞期 
前期停滞期 

< 
< 

後期成長期 
後期停滞期 

設備投資案件の経済性評

価手法の利用 
設備投資予算なし 後期成長期 

後期停滞期 
前期停滞期 
後期成長期 

<<< 
<<< 
(<) 
(<) 

前期成長期 
前期成長期 
前期成長期 
前期停滞期 

 回収期間法 前期成長期 
前期成長期 

<< 
<<< 

後期成長期 
後期停滞期 

 正味現在価値法 前期成長期 
前期成長期 
前期停滞期 
前期停滞期 

<<< 
< 

<< 
(<) 

後期成長期 
後期停滞期 
後期成長期 
後期停滞期 

 内部利益率法 前期成長期 (<) 後期停滞期 

(<)：p<0.1，< ：p<0.05，<< ：p<0.01，<<< ：p<0.001。以下の図表も同様である。 
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図表５－１０（つづき）管理会計実践に関する項目の Tukey 法による多重比較（全サンプル） 

  OLC ステージ間の有意差 

事業業績指標の重視度 財務指標 前期停滞期 < 前期成長期 

 顧客関連指標 前期停滞期 
後期停滞期 

(<) 
(<) 

後期成長期 
後期成長期 

 業務プロセス関連指標 前期成長期 < 後期成長期 

事業戦略と業績指標の 
関連性 

戦略と業績目標の整合性 前期成長期 
前期成長期 
前期停滞期 
前期停滞期 

<<< 
<< 
<< 
< 

後期成長期 
後期停滞期 
後期成長期 
後期停滞期 

財務・非財務目標の関連図作成 前期成長期 
前期停滞期 

< 
<< 

後期成長期 
後期成長期 

期首に設定した業績目標の常時達成 前期停滞期 
後期停滞期 
前期成長期 

<<< 
<<< 
(<) 

後期成長期 
後期成長期 
後期成長期 

業績と報酬の 
関連性 

事業部門長 前期停滞期 
前期停滞期 

< 
< 

後期成長期 
後期停滞期 

 ミドルマネジャー 前期停滞期 < 後期停滞期 

予算管理 予算目標の変更なし 前期成長期 
前期成長期 

< 
(<) 

後期停滞期 
後期成長期 

予算・業務 
計画 

予算目標設定プロセスへのミドルマネ

ジャーの十分な参加 
前期成長期 
前期成長期 
前期停滞期 

<< 
<< 
(<) 

後期成長期 
後期停滞期 
後期停滞期 

 業務目標設定プロセスへのミドルマネ

ジャーの十分な参加 
前期成長期 
前期成長期 
前期停滞期 
前期停滞期 

< 
< 

<< 
<< 

後期成長期 
後期停滞期 
後期成長期 
後期停滞期 

 具体的な業務目標の個人への割り当て 前期停滞期 << 後期成長期 

 予算編成の時間的負担 前期成長期 
前期停滞期 
前期成長期 
前期停滞期 

<<< 
<<< 
(<) 
(<) 

後期停滞期 
後期停滞期 
後期成長期 
後期成長期 
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図表５－１０（つづき）管理会計実践に関する項目の Tukey 法による多重比較（全サンプル） 

  OLC ステージ間の有意差 

標準原価計算の利用 前期成長期 
前期成長期 

< 
<< 

後期成長期 
後期停滞期 

直接原価計算 利用目的：原価・費用算定 前期停滞期 
後期停滞期 
後期成長期 

< 
<< 
(<) 

前期成長期 
前期成長期 
前期成長期 

利用目的：経営管理  前期停滞期 
後期停滞期 
前期停滞期 

<< 
<< 
(<) 

前期成長期 
前期成長期 
後期成長期 

効果：原価・費用算定 前期停滞期 < 前期成長期 

配賦計算 複数配賦基準の利用 前期停滞期 
前期停滞期 
前期成長期 

<<< 
<< 
(<) 

後期成長期 
後期停滞期 
後期成長期 

原価企画 市場価格を反映した目標原価・費用設

定 
前期成長期 
前期成長期 
前期成長期 

(<) 
(<) 
(<) 

前期停滞期 
後期成長期 
後期停滞期 

原価管理 適時・理解容易な会計情報開示 前期停滞期 
前期停滞期 

< 
(<) 

後期成長期 
後期停滞期 

アイデア創発や業務改善への会計情報

利用度 
前期成長期 
前期停滞期 
前期停滞期 

< 
<< 
(<) 

後期成長期 
後期成長期 
後期停滞期 

MPC チームで原価（費用）・利益を自ら計算 前期停滞期 
前期停滞期 

< 
(<) 

前期成長期 
後期成長期 

 
 

目的：自発的問題発見と解決 前期停滞期 
前期停滞期 

< 
< 

後期成長期 
後期停滞期 

 効果：将来のリーダーの発掘・育成 前期停滞期 
前期停滞期 

< 
(<) 

後期停滞期 
後期成長期 

     
 
なお，原価計算・管理については，製造業と非製造業で実践内容に違いも想定されるため，製造業サンプル

のみを対象に同様の分析をした。その結果，全サンプル対象の分析では 50 項目のうち 10 項目で有意差が確認

されたのに対して，製造業サンプル対象の分析では 52 項目のうち 10 項目（一部は全サンプル対象の分析で有

意差が出たものとは異なる項目）で有意差が確認された（図表５－１１）。 
一方，組織規模の影響を感じさせない前期停滞期よりも前期成長期の得点が高い傾向もいくつか確認した。

それらは，本社経理部門の会計業務における予算管理重視度，利益計画策定手法として見積財務諸表の利用度，

事業業績指標としての財務指標の重視度，直接原価計算の利用と効果，各 MPC 内における利益・原価計算の

実施である。 
逆に，原価企画における市場価格を反映した目標原価設定は，前期成長期よりも前期停滞期の得点が高く，

企業成長の過程で，売上高の低迷に直面した企業が市場志向の原価企画的発想に転換していく様子を表してい

るのかもしれない。 
いずれにしても，これらの基礎的な分析結果を踏まえ，さらなる調査・分析が必要である。 
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図表５－１１ 管理会計実践に関する項目の Tukey 法による多重比較（製造業サンプル） 

  OLC ステージ間の有意差 
標準原価計算の利用 前期成長期 

前期成長期 
< 
< 

後期成長期 
後期停滞期 

直接原価計算 利用目的：経営管理 前期停滞期 
後期停滞期 

< 
(<) 

前期成長期 
前期成長期 

配賦計算 複数配賦基準の利用 前期停滞期 
前期停滞期 

< 
<< 

後期成長期 
後期停滞期 

原価企画 コンカレントエンジニアリング 前期停滞期 
前期停滞期 

<< 
(<) 

後期成長期 
後期停滞期 

 効果：製品コンセプトの実現 後期成長期 < 後期停滞期 

原価管理 開発設計段階における費用を惜し

まない顧客要求品質の実現 
前期停滞期 
後期成長期 
後期停滞期 

< 
< 
< 

前期成長期 
前期成長期 
前期成長期 

 開発設計現場への適時・理解容易な

会計情報開示 
前期停滞期 
前期停滞期 

< 
<< 

後期成長期 
後期停滞期 

 製造現場への適時・理解容易な会計

情報開示 
前期停滞期 
前期停滞期 

<< 
(<) 

後期停滞期 
後期成長期 

 開発設計現場での会計情報利用度 前期停滞期 < 後期停滞期 

MPC の利用 前期成長期 < 後期停滞期 
 

 
第２の分析について，一元配置分散分析の結果は図表５－１２のとおりである。組織環境に関する 27 項目の

うち 18 項目で，統計的に有意差が確認された（p<0.05，両側）。 
OLC ステージごとの得点を概観すると，組織の外部環境の設問（1）（2）では，前期成長期，前期停滞期，

後期成長期，後期停滞期の順に得点が上がっている。組織の内部環境についての多くの項目では，前期停滞期，

前期成長期，後期停滞期，後期成長期の順に得点が上がり，設問（4）（5）（15）（19）では，低得点順２番目の

前期成長期と３番目の後期停滞期の順が逆転しているだけで，これらの OLC ステージと組織内外の組織環境

との対応関係に違和感はない。 
また，計画立案や意思決定に関する設問（8）から（12）では，前期成長期，前期停滞期，後期の順で得点が

上がっている。前期においては，成長期よりも停滞期の方が困難な状況への対応を迫られ，前期から後期へと

企業が成長すると，計画立案や意思決定の流儀が組織に定着していくことが推察される。 
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図表５－１２ 組織環境に関する項目の一元配置分散分析（全サンプル） 

 全体 EG ES LG LS F p 

(1) 外部環境（競合，顧客，技術）変

化の影響は極めて大きい 
4.91 4.53 4.91 4.92 5.19 3.635 0.013 

(2) 外部環境（競合，顧客，技術）の

多様性は極めて大きい 
4.50 4.05 4.47 4.53 4.81 4.702 0.003 

(3) M＆A による新規事業の獲得を

積極的に進めている 
3.38 3.23 2.69 3.90 3.23 7.374 0.000 

(4) 垂直統合を積極的に進めている 3.13 3.14 2.69 3.36 3.07 2.841 0.038 
(5) 優位な立場にある販売経路を保

持している 
4.35 4.49 3.93 4.57 4.20 3.714 0.012 

(6) 顧客に応じて異なる商品・サービ

スを提供している 
4.52 4.21 4.16 4.81 4.58 4.304 0.005 

(7) 斬新な新商品・サービスの開発を

重視している 
4.11 3.97 3.83 4.52 3.87 4.873 0.002 

(8) 目標達成のための詳細な実行プ

ランを立てている 
4.15 3.69 3.72 4.50 4.27 9.548 0.000 

(9) 事業の外部環境を詳細に分析し

ている 
4.14 3.54 3.90 4.42 4.37 10.708 0.000 

(10) 重要な意思決定は広範な分析に

基づいて行われている 
4.40 3.86 4.24 4.54 4.70 7.407 0.000 

(11) あらゆる可能性を考慮して意思

決定が行われている 
4.46 4.01 4.41 4.61 4.63 4.536 0.004 

(12) 意思決定の際には，他の部署への

影響も十分に配慮されている 
4.40 3.86 4.24 4.54 4.70 7.407 0.000 

(13) 他社以上に長期的な視点に立っ

て意思決定を行っている 
4.46 4.01 4.41 4.61 4.63 4.536 0.004 

(14) 全社的戦略と事業戦略は整合的

である 
4.52 4.23 4.36 4.67 4.62 2.721 0.044 

(15) 競争環境や需要変化に対応して

迅速かつ適切な意思決定が行わ

れている 

3.91 3.76 3.47 4.20 3.89 4.503 0.004 

(16) 社員の参加意識は高い 4.88 4.72 4.71 5.14 4.79 2.789 0.040 
(17) 社内コミュニケーションのため

の効果的な体制が整備されてい

る 

4.52 4.49 4.31 4.80 4.32 3.300 0.020 

(18) 意思決定権限は十分に委譲され

ている 
4.40 4.27 4.14 4.67 4.30 4.444 0.004 

p＜0.05（両側）で有意差が確認された項目について、７点尺度の得点平均値と有意水準を記載。 
 

過去の研究との比較について，Su et al.（2015a, b）では，これらの組織環境に関する質問項目を用いたクラ

スター分析によって OLC ステージを分類しており，表記はしなかったが，同様の分析を実施した 2) 。その結

 
2) Su et al.（2015a, b）は，以下の手続きでOLC ステージを分類している。まず，Miller and Friesen（1984）にて示された組織コンテ

クストに関する 38 の質問項目について因子分析をおこなった。つぎに，負荷量の高い因子についてクラスター分析をおこない，

抽出されたクラスターを，それぞれの特性から各 OLC ステージへと分類した。この結果， 27 の項目に基づく８つの因子，５
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果，４つのクラスターが抽出され，一元配置分散分析において，ほぼすべての項目について有意差が確認され

た（確認できなかったのは，管理会計実践に関する９項目のみであった）3) 。 
ただし，多重比較の結果，ある特定のクラスターで，ほぼすべての項目の得点が低くなるなど，単なる低得

点クラスターが抽出されている恐れがあり，OLC ステージ分類として適切であろうかという疑念が残る。 
これまでのOLC に関する管理会計研究では，こうした組織コンテクストに関する質問項目を用いて OLC ス

テージを分類してきたものが多いが，この分類方法では，各ステージに属する企業の組織的特徴のステレオタ

イプを示しているに過ぎないのではないだろうか。 
やはり，「成長」は売上高の上昇基調，「再生」には過去の停滞・衰退経験の後の成長基調，「停滞」は売上高

の伸び悩み，「衰退」は売上高の下降基調が基本としてあるべきだと考える。 
加えて，管理会計研究においては，図表１２に示した組織コンテクストに関する質問項目は，管理会計実践

との関係性が強いことからも，OLC ステージ分類には用いないことで，より適切に，OLC ステージと管理会

計実践の関係性を浮かび上がらせることができると考える。 
 

 

６ むすび 

 

 本章の研究の目的は，管理会計研究のための OLC モデルを提示し，OLC ステージごとの管理会計実践の違

いを実証的に確認することであった。 
まず，Miller and Friesen（1984）のOLC モデルに基づき，管理会計研究のためのOLC モデルを提示し，分類

基準および手順を示した。 
 つぎに，OLC ステージ間での管理会計実践の差異について実証的分析を実施した。その結果，ある程度の管

理会計実践の質問項目について，OLC ステージ間に有意差があることを確認し，提示した OLC モデルが管理

会計研究にとって意義があることを確認した。 
つづいて，過去の研究で多用されてきた質問票調査による OLC 分類との比較検討を実施した。その結果，

管理会計研究のためのOLC 分類は，売上高推移を確認する必要があることを主張した。 
最後に，今後の研究の可能性を指摘して，むすびとする。 
第１に，OLC ステージ区分の組合せの応用である。本稿で提示した「前期」，「後期」と「成長期」，「再生期」，

「停滞期」，「衰退期」の２次元の分類軸は基本形であり，本論文後半の分析では，「成長期」と「再生期」，「停

滞期」と「衰退期」を統合して，OLC ステージ間の管理会計実践の差異について基礎的分析を実施した。この

ほかにも，規模の次元である「前期」，「後期」を区分せずに，「環境不確実性」や「製造業と非製造業」を区分

して，「成長期」，「再生期」，「停滞期」，「衰退期」の４つのOLC ステージ間の管理会計実践の差異を比較する

ことで，その特徴がより鮮明になるかもしれない。 
第２に，これまでに提案してきた日本的管理会計モデルへの応用である。日本企業の「管理会計行動パター

ンの発展モデル」（吉田他，2011）や，企業の「探索と深化」，「両利きの経営」（He and Wong, 2004）が「日本

的管理会計行動」に与える影響（吉田他，2015）について，４つの OLC ステージ分類（成長期，再生期，停

滞期，衰退期）の視点から再構成できるかもしれない。 
第３に，管理会計実践のより精緻な分析である。本論文では，管理会計関連の質問項目を単に比較しただけ

であったが，コンフィギュレーション・アプローチ（Bedford and Malmi, 2015）の観点から，４つのOLC ステ

 
つのクラスター（OLC ステージ）が抽出された。本研究でも，Su et al.（2015a, b）において有効であった 27 の質問項目を用い

て，同様の手続きで OLC ステージの分類をおこなった。その結果，因子分析によって 23 項目からなる６つの因子が抽出され，

クラスター分析によってサンプル企業を４つのクラスター（成長期，再生期，成熟期，衰退期）に分類した。 
3) 有意差が確認されなかったのは，管理会計実践に関する 127 項目のうち，標準原価計算の「原価・費用算定目的での利用」およ

び「原価・費用算定効果」，原価企画の「挑戦的目標原価・費用水準」，「企画・開発・設計担当者の原価・費用見積」，「企画・

開発・設計担当者の疲弊」，「サプライヤーの疲弊」（製造業対象の質問票でのみ設問）および「その他の逆機能」，MPC の「チ

ームで原価（費用）・利益を自ら計算」および「従業員のモチベーション向上効果」である。 
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ージ分類（成長期，再生期，停滞期，衰退期）ごとの「原価計算・管理」や「業績・予算管理」といった一定

のまとまりのある利用・活動の特徴を浮かび上がらせることができるかもしれない。 
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むすびにかえて 
 
本報告書では，「はじめに」でも述べた通り，スタディ・グループの 2 年間の活動期間の研究成果をまとめた。

第１章と第２章では，郵送質問票調査の結果を報告し，第３章では，管理会計研究における適合的な組織ライ

フサイクルモデルに関する先行研究に対する理論的検討，第４章では，管理会計研究のための組織ライフサイク

ルモデルを提示し，組織ライフサイクルステージごとの管理会計実践の違いを実証的に確認した。具体的な調査・研

究結果については，各章末にまとめており，そちらをご参照頂きたい。 
 我々のスタディ・グループでは，日本における管理会計技法・情報利用の変容をテーマに，本報告書に掲載

した論文以外にも，複数の実証研究を進めている。それらの論文は，現在，投稿中で（査読過程に）あるため，

本報告書への掲載を見送った。 
また，日本企業の管理会計実践の変容に関する研究プロジェクトは，2017年からの5年間の研究計画があり，

その全体像は，『日本的管理会計の変容』（2022 年夏出版予定）の出版をお待ちいただきたい。 
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